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印刷における環境配慮

この印刷物に使用している用紙
は、森を元気にするための間伐と
間伐材の有効利用に役立ちます。

ミネベアミツミグループは、林野庁が推進する「木
づかい運動」を応援しています。この冊子の制作
には、国産木材が製紙原料として活用されていま
す。国産材を積極的に活用することで、日本の森
林が整備され、CO₂ 吸収量拡大に貢献します。A-(2)-060002



削減貢献量は
さらに拡大!

自社の排出量を
製品による削減貢献量が

大きく上回る!

イントロダクション

ミネベアミツミは、世界中で気候変動への取り組みが喫緊の課題となるなかで、2051年の当社100周年に向けた基礎固めとし
て、QCDS（品質・価格・納期・サービス）に、Eco（環境）・Efficiency（効率）、そしてSpeed(スピード）を加えた「QCDESS」を
新たな経営戦略として発表し、事業活動そのものを通じた環境負荷低減への対応を加速していきます。

世界全体への貢献
ビヨンド ゼロへ

自社のCO₂
排出量削減

世界のCO₂
排出量削減に

貢献

当社は、自社のCO₂排出量の削減努力に加え、当社の部品をご使用いただいている世界のお客様のCO₂排出量を削減する
ことで、世界全体のCO₂排出量削減に貢献しております。そして、この取り組みを「ビヨンド ゼロ」と定義し、削減貢献量をさら
に拡大することで、2030年、そして2050年の持続可能な地球環境の実現に貢献してまいります。

TM

100周年·2051年のための新たな戦略

　ミネベアミツミの超精密製品は、摩擦や抵抗を減らすことで省スペースや
省エネルギー化に貢献し、製品・事業そのものが地球環境改善に貢献してい
ます。 2019年より、特に環境貢献に優れた製品を「ミネベアミツミ　グリー
ンプロダクツ」として認定しています。
　ベアリングをはじめとする各製品単品の超精
密技術を極限まで高めるとともに、コア事業・コ
ア技術を相い合わせる「相合」でシナジーを発揮
し、お客様のCO₂排出削減貢献量をさらに拡大
していきます。

■ ミネベアミツミ　グリーンプロダクツ
　「CO₂排出削減貢献量」は、「電子情報技術産業協会(JEITA)ガイドライン」等に準じて算出しておりますが、「GHGプロトコル」の
Scope1,2,3では算定対象外とされています（当社はBtoB部品メーカーであるため）。しかしながら、当社の高品質な製品を使用いただく
ことにより、お客様の製品におけるCO₂排出量削減に貢献するという考えに基づき、独自のKPIとして算出・可視化しております。

算定式
CO₂排出削減貢献量 製品使用時の

CO₂排出削減効果 製品寿命 CO₂排出係数 当年販売数量

■ CO₂排出削減貢献量と用途別内訳

■ 情報・通信
（通信基地局・データセンター・
PCなど）

■ 生活・家電
（掃除機・エアコン・冷蔵庫・
テレビなど）

■ インフラ
（スマート道路灯など）

■ インダストリー
（産業機械・複合機・ATMなど）

■ 移動手段
（自動車など）
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Cd △Wr×L Hop Coefe S
Cd : 直接貢献量（kg-CO₂） 　　ΔWr : 定格条件での消費電力削減分（kW）　　L : 定格での使用条件に対する実働状態の負荷率　　Hop : 稼働時間（h）　
Coefe : 消費電力の CO₂ 排出係数（0.5001 kg-CO₂/kWh　※日本の平均排出係数）　　S : 販売数量 

製品の省エネルギー効率をあげ、販売数量を拡大することによって、CO₂排出削減貢献量を拡大!

GHGプロトコルに基づく Scope1,2,3に関する数値開示、製品のCO₂排出削減貢献量の詳細 P.53-562021年
3月期

超精密技術の相合で 「ビヨンド ゼロ」を実現
　自社のCO₂排出量削減に加え、 世界のCO₂排出量削減をサポート
　　　　　　　　 「ビヨンド ゼロ」　　　

社長メッセージ 超精密部品メーカーが目指す脱炭素社会に貢献する「より良き品」   3
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経営理念

代表取締役
会長兼社長執行役員

（Representative Director, CEO&COO）

ミネベアミツミグループ統合報告書 20213

社長メッセージ
超精密部品メーカーが目指す
脱炭素社会に貢献する「より良き品」
100周年に向けた持続的な成長・地球にやさしく豊かな社会の実現に向けて

　ミネベアミツミはおかげさまで、本年7月に設立70周年・上場60周年を迎えることができました。
これもひとえに、皆様のご支援の賜物と厚く御礼申し上げます。
　当社は1951年7月、日本で初めてのミニチュアベアリング専業メーカーとして東京都板橋区に
誕生しました。70周年の歴史の積み重ねのなかで、当社は電子機器分野に進出するとともに、
ミツミ電機、ユーシン、エイブリックとの経営統合を経て、ボールベアリングからモーター、セ
ンサー、アクセス製品、半導体に至るまで、世界でも類をみないユニークな事業ポートフォリオ
を持つ「相

そうごう
合＊」精密部品メーカーへと成長しました。

　私は社長就任以来「経営の本質はサステナビリティ」を信念とし、継続的な成長と持続可能性
を追求し、利益の最大化とリスクマネジメントに努めてまいりました。そしてこの信念をもとに、「選
択と集中」ではなく、事業、人材、生産活動などあらゆる面で多角的なリスク分散体制の強化
を進めてまいりました。新型コロナウイルス禍においても、今期当社の売上高は1兆円を目前と
しており、社長就任当時の12年前から売上高は4.3倍に成長し、上場来高値を更新して時価総
額は1兆円を超えました。2009年の社長就任時にミッションとして掲げた①株主価値の最大化、
②100周年に向けた基礎固めに向け愚直に進めてきた戦略の正しさを、数字でお示しすること
ができたと自負しています。
　そして今、脱炭素社会の実現やSDGs（持続可能な開発目標）の達成に向けて、環境・社会
課題に対する企業の姿勢がこれまで以上に求められています。これらの問題は、人類全体が避
けられない使命であり、我々部品メーカーとしてもどのように貢献していくかが重要になると考
えています。そこで、当社の100周年にあたる2051年に向けて、当社の成長、そして地球環境・
社会の持続可能な成長の実現に向けた取り組みを両立してより一層強力に推進していくために、
経営理念の表現を改めて見直し、よりご理解いただけるように言葉を補足して、「より良き品を、
より早く、より多く、より安く、より賢くつくることで持続可能かつ地球にやさしく豊かな社会
の実現に貢献する」といたしました。
　当社は、長期経営目標を2029年3月期売上高2.5兆円 / 営業利益2,500億円としています。こ
れまで当社は、徹底した品質改善活動により「より良き品」を効率的につくることに取り組んで
まいりましたが、脱炭素社会の実現に向け、我々が目指していくこれからの「よき品」とは、お
客様の製品の消費エネルギー低減に大きく貢献できる超精密部品であると考えます。そのよう
な製品を開発し、市場における製品の差別化にさらに踏み込んでいくことは、軽薄短小な精密
部品を手掛ける当社が得意とするところでもあり、今まで以上に社会に貢献し、我々もともに
成長していけるものと確信しております。

経営理念（成長と持続可能性への貢献に対する基本的な考え方） 
より良き品を、より早く、より多く、より安く、より賢くつくることで
持続可能かつ地球にやさしく豊かな社会の実現に貢献する

経営の基本方針（経営理念を実現するための社員の行動指針）
社是「五つの心得」に基づいた透明度の高い経営 

コーポレートスローガン （成長と持続可能性実現のための方策）
常識を超えた「違い」による新しい価値の創造　Passion to Create Value through Difference

＊ 相合：「総合」ではなく、「相い合わせる」ことを意味し、自社保有技術を融合、活用してコア事業「8 本槍」を進化させるとともに、
その進化した製品をさらに相合することでさまざまな分野で新たな製品を創出すること。

経営理念の詳細 P.25
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当社製品のほぼすべてが
環境貢献型製品

企業活動そのものを通して
地球環境改善に貢献

社長メッセージ

　サプライチェーン全体でCO₂排出量削減が求められるなかで、我々超精密部品メーカーと
しても、GX（グリーン・トランスフォーメーション）への取り組みは喫緊の課題であり、CO₂
排出量削減に貢献できない部品・製品は市場から駆逐されていくでしょう。
　そこで、製造業の競争力の源泉である「QCDS（Quality 品質、Cost 価格、Delivery 納期、
Serviceサービス）」に、「Eco（環境）/Efficiency（効率）」と「Speed（スピード）」 を加え
た「QCDESS」を新たな100 周年の基礎固めとして掲げ、品質・価格・納期・サービスだけ
でなく、環境への配慮・効率性を徹底した製品の開発・製造・販売を経営戦略の中心に置く
ことを発表しました。
　もともと当社の祖業であるベアリングは、機械の回転において摩擦や抵抗を減らす役割を
持ち、当社は、超精密技術により、お客様の製品の小型化、高効率化、長寿命化への貢献
を強みとしてきました。そして、ベアリングだけでなく、モーターやセンサー、アナログ半導
体など当社製品のほとんどが、省エネルギー化・省スペース化に貢献する環境貢献型製品です。
そこで、2019年より特に環境貢献に優れた製品を「ミネベアミツミ グリーンプロダクツ」と
して認定し、2029年3月期には売上高比率を90％以上に引き上げる目標です。今後、超高
品質、省エネルギー化への社会的な要求の高まりとともに、当社の貢献・成長のチャンスは
ますます拡大していくと考えています。
　このような脱炭素社会において、当社の強みをさらに発揮していくために、2021年8月1日より、
長年政府で環境問題に取り組まれてきたエキスパートである深見正仁氏をチーフ・グリーン・
オフィサー（CGO）にお招きし、グループ環境管理室をサステナビリティ推進部門に再編し、
環境対策・QCDESSの取り組みを推進する体制を強化しています。
　そして、2050年の脱炭素社会の実現に向けて、自社のCO₂排出量削減の推進に加え、我々
の製品を通してお客様のCO₂排出量削減を強力にサポートしていきます。
　自社の排出量削減については、太陽光発電の導入など再生エネルギーの活用や、社内の省
エネルギー化を一層推進し、長期環境目標として2031年3月期に総量▲30%（2021年3月
期比）の策定をしました。
　さらに、当社の超精密技術の向上や、製品の相合により、私どもの製品を使用いただくお
客様の消費エネルギー低減への貢献量をさらに拡大させます。例えば、モーターにはベアリ

　ミネベアミツミが歩んできた70年の歴史、そして私が社長就任してからの12年の間に、時
代時代が求める製品・技術はめまぐるしく変化し、新型コロナウイルスだけではなく、景気・
自然災害のさまざまなリスクに当社は立ち向かってきました。そのような逆境を何度も乗り越
え成長を続けてこられたのは、コア事業の多角化と、それらの事業を「相合」するという戦略
を愚直に推し進めてきた結果だと考えています。
　今後さらに100周年を目指し、何があっても倒れない、サステナブルな成長を続けるために、

「8本槍」と名付けたベアリング、モーターをはじめとするコア事業のさらなる強靭化、そして
相合やM&Aによって9本目・10本目となる新たな槍（事業）の獲得を進めていきます。
　8本槍の強靭化として、2021年6月30日には、オムロン株式会社よりアナログ半導体8インチ
工場（Fab*）およびMEMS**事業を取得することを発表しました。国内の既存の前工程拠点で
ある千歳・高塚に加え、自社で生産効率の高い8インチ半導体前工程を取得し、垂直統合生産
を実現し、生産能力・製品開発・コストなどさまざまな面で競争力を向上させることができます。
さらに、同工場は生産設備・人材面においてMEMSセンサーの設計技術・周辺技術も有してい
ることから、8本槍のなかでアナログ半導体事業だけではなく、センサー事業の強化にもつな
がっており、今回の買収は当社の成長戦略にとって非常に大きな意味を持つと考えています。

「QCDESSTM」 Eco/Efficiencyを経営戦略の中心に新たな
１００周年のための
基礎固め 

「8本槍」の強靭化・新たな槍の獲得新たな
１００周年のための
基礎固め 

経営の本質はサステナビリティ
コア事業での多角化と相合で持続的に成長

ングが入っており、ベアリングが超高精度で滑らかであればあるほど、理論的には消費電力を
抑えることができます。当社のベアリングは公差0.02ミクロンという超精密・微細な加工技
術を用いてきましたが、この精度をさらに3倍を目標に高める取り組みを進めており、当社製
品をご使用いただくことで、お客様の消費エネルギーをより一層削減できるよう尽力してまい
ります。また、モーターを回転させるにはベアリングだけではなく、モータードライバーを動
かす半導体も必要になります。さらにモーターをつなぐコネクタ、電源と、当社の製品同士を「相
合」することで、省エネルギー化においてもシナジーを発揮し、効果を最大限に高めていきます。
　今後、消費者が製品を購入する判断材料として、省エネルギー対応はより重要性を増して
いくでしょう。自動車や家電だけでなく、航空機においてもバイオマス燃料の導入や高効率
な小型エンジン機への買い替えが進むとされ、あらゆる分野で、私たちのお客様にとっても、
消費者に対して環境対応を数値でお示しする必要が求められてくると考えます。当社は本統
合報告書でお示ししているように製品のCO₂排出削減貢献量を可視化しました。
　現時点でも約175万トンのCO₂削減貢献量になりますが、2031年3月期には約230万トン
に拡大することを目指します。世界のCO₂排出量削減に貢献し、消費者、最終製品メーカー
の皆様の要求にスピーディにお応えできる準備を加速化させていきます。

CGOメッセージ P.9-10 環境への取り組み P.53-58

*Fab　半導体デバイスを生産する工場　**Micro Electro Mechanical Systems
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社長メッセージ

　次の10年・80周年となる2031年を待たず、当社は2029年3月期に売上高2.5兆円、営業
利益2,500億円という高い目標を掲げています。
　次ページの表が示すように、社長就任時の売上高は2,200～2,300億円程度であり、これ
を12年で約1兆円まで伸ばすことができました。自律成長（オーガニック）面では、就任当初
からベアリングの成長、モーターの黒字化などにより、この12年で2倍程度の成長を遂げて
おり、さらなる拡大を見込んでいます。また、約5,000億円はM&Aによる成長です。これま
でと同じサイズのM&Aに成功すれば、早期に売上高1.5兆円の達成が可能です。このように、
2.5兆円は決して夢ではなく、達成可能な目標であると考えています。今後も、大目標の早期
達成手段としてコア事業とシナジーを生み出すM&Aに積極的にチャレンジしていきます。
　また、当社のM&Aは、買収金額の低さも特徴となっています。例えば、ミツミ電機ののれ
ん代は約150億円計上しましたが、ネットののれん代はわずか3億円となりました。今後も適正
な買収価格で、最大限の効果を出す案件を見極め、スピーディな成長を実現してまいります。

　ミツミ電機、ユーシン、エイブリックをはじめ、当社のM&Aはオムロン・野洲工場で累計
51件、社長就任以来20件となりました。これらの経営統合を成功させてきたのは、PMI（Post 
Merger Integration）、特に、人と人の結合を重視してきたことが要因と考えています。当
社の強みは事業、生産の多様性（ダイバーシティフィケーション）であることは既にご説明した
とおりですが、人材においても、多様なバックグランドを持つ人材が集まっています。
　人材登用においては、「対等の精神」を掲げ、優秀な人材であれば、グループのどの企業の
出身者でも、活躍のチャンスがあることをグループで共有しています。当社は、社是である

「五つの心得」のなかでも一番を「従業員」に掲げ、成長の原動力としてきました。高い目
標の実現のために、私をはじめ、トップマネジメントがコーポレートスローガンにもある

「情熱=Passion」を持って先頭を走り、この情熱を共有するために、グローバル規模での次
世代マネジメントの育成や、マネジメントから現場まで「チームビルディング活動」など社内コ
ミュニケーションの活発化にも力を入れています。
　今後も、100周年とその先も社会にとって「なくてはならない会社」であり続けるために、
世界27ヵ国・約10万人のさまざまなバックグラウンドを持つ従業員が一丸となり、これから
も創業当時と変わらぬ情熱でものづくりに励み、超精密機械加工技術と大量生産技術を核
に最先端技術を相い合わせ、世界のものづくり・皆様の暮らしをお支えする新しい価値の創
造に邁進してまいります。
　今後も、皆様の変わらぬご支援をよろしくお願いいたします。

今後もM&Aに注力売上高2.5兆円/ 
営業利益2,500億円の
早期達成に向けて

すべてを
黒字化
すべてを
黒字化

自律成長　＋8,000 億円

M&A　　  ＋5,000 億円
　　　  　  ～8,000 億円

機械加工品
モーター
残りの６本槍
その他
OUT

+2,000億円
+2,000億円
+4,000億円
+1,000億円
ー1,000億円

9,884
億円

512
億円

2010年3月期 現在
2021年3月期

目標
2029年3月期

2.5
兆円

2,500
億円

M&A　　　　　＋5,000億円　
支出キャッシュ
増加株式
のれん（グロス）
のれん（ネット）
繰越欠損金
自己株式の取得＊

　
950億円
4,800万株
450億円
300億円
400億円

約5,000万株

自律成長　　　 ＋2,600億円　
機械加工品
モーター
電子デバイス
その他

　
+390億円
+1,300億円
+770億円
+140億円

営業利益は自律成長を中心に伸長！

＊転換社債の株式相当分 2,000 万株を含む

売上高
2,284億円

営業利益
121億円

売上高

営業利益

2,500
億円

営業利益は自律成長を中心に伸長！

　そして2021年8月1日には、岐阜・群馬にアナログ半導体およびミックスド・シグナル半導体
の開発拠点を新設し、特にモーター制御に欠かせないモータードライバーICの設計・開発を
強化します。モーターの制御にはベアリングだけでなくアナログ半導体が必要となります。お
客様への提供価値の向上はもちろん、「相合」戦略によって当社内製の精密・小型モーターの
制御にこのモータードライバーICを活用することで、当社モーターの高性能化に加えて省エネ
ルギー化を一段と押し上げることが可能になります。
　実はアナログ半導体はミツミ電機との経営統合時は8本槍のなかでも下位に位置付けていた
事業でした。しかし、エイブリックとの経営統合にも成功し、たった4年で売上高は約3倍にな
り、売上高1,000億円の早期達成、10年以内に日本のアナログ半導体メーカーでも有数のポ
ジションを占めることになる売上高2,000億円も夢ではなくなりました。
　今回のアナログ半導体の強化により、ベアリング、モーター、アナログ半導体の3本の柱は
非常に太く強固なものになり、従前に指摘されていたようなバックライトに頼らない利益体質
を確立できました。また、サブコアのなかでもOIS（光学式手振れ補正付きアクチュエータ）
やゲーム関連製品が力強く成長しています。サブコアビジネスについてもコアビジネスとのバ
ランスとりながら、積極的に取り込んでいきます。そして、相合・M&Aによって9本目・10本
目の槍（事業）の創出・獲得に注力していきます。

IoT 化、スマート化が進み、これまで以上のスピードで世の中の変化が進み、AI・ビッ
グデータの重要性が増すなかで、DX（デジタルトランスフォーメーション）もまた、売上高
2.5 兆円の早期達成に必要な改革の手段となります。製品開発から、製造、営業から調達、
物流、事務部門に至るまで、あらゆる場面で最新の IT ツールを使用し、業務遂行力を飛躍
的に向上させる取り組みを加速していきます。

変化を加速させるDXの推進

多様なバックグラウンドを持つ
10万人の「情熱」が生み出す新しい価値
100周年・その先も「なくてはならない会社」へ

AI・DX推進 P.41-42

コア事業・サブコア事業 P.24
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ことが、回りまわって企業の持続可能性を高めます。
　人類社会の持続可能な発展のために必要とされる 
カーボンニュートラルの実現は、既に世界的要請になり
ました。一企業としてもその要請に応えていくことが社
会的責任であり、企業存続のための重要課題です。
　今般、当社の経営戦略として、Eco/Efficiencyを加え
たQCDESSTMを掲げました。EcoとEconomyを対立さ
せることなく、双方の効率性を高めることで人類社会に
貢献する、これが当社の新たな経営戦略になります。

実現することは、当社の製品を買ってくださる方々や
投資家の要請でもあることを踏まえ、しっかりと社内
で対応を検討してまいります。
　また当社は、日本政府が推進するJCM事業（Joint 
Crediting Mechanism）として、カンボジアにおいて
無線ネットワークを活用した高効率LED街路灯の整備事
業を実施しています。このようなカーボンクレジット創
出事業をさらに推進し、クレジット活用によるGHG排
出量の相殺という手法も使えます。クレジットの活用は 
カーボンニュートラル実現のための重要な手法であり、
今後、日本政府もクレジット制度の充実を考えている
ようであり、政策動向も踏まえて今後の対応を検討し
てまいります。

れています。しかもそれは2050年カーボンニュート
ラル実現に向けた一道程ですので、こうした大きな潮
流を見据え、持続可能な社会が必要とする省エネ・省
資源型の精密部品を「相合力」を発揮して開発、提供
していくことが当社の重要な使命の一つだと考えます。
　例えば、先にご紹介した高効率 LED 街路灯は地球
温暖化対策計画素案において導入が推奨されている機
器であり、さらにこれを再エネ供給システムと組み合
わせれば、街路照明のカーボンニュートラルが実現で
きます。これは、ゼロカーボンシティ宣言をしている
自治体には魅力的なシステムになりますし、街路灯に
設置するセンサーを工夫すれば、無線ネットワークを
介して豪雨災害の防災システムとして活用することが
できます。集中豪雨による被害の多発が懸念される現
状、地球温暖化への適応にも貢献できる可能性があり
ます。
　当社の製品構成から考えると、こうした IoT 製品、
電気自動車、ドローンなどへの精密部品提供が大きな
ビジネスチャンスであるとともに、持続可能な社会に
貢献できる具体的な道筋になります。この辺になると
私自身の能力は全く追いつきませんが、当社の優秀な
技術陣のこれからの奮闘に期待したいと思います。

　環境省に長く在籍した後に民間企業の仕事が務まるの
か、とのご疑問もあると思いますが、私自身は、旧経済
企画庁経済研究所や経済産業省東北経済産業局に出向
した経験もあり、環境と経済について深く考える機会を
持つことができました。
　また、公務生活の後半12年間のうち5年は、福島原
発事故後の原子力規制や放射性物質汚染対策などを主
に担当し、大きな過ちを犯した後に人々の信頼を回復す
ることの難しさを実感しました。
　残りの7年は、北海道 大学・東北大学の公共政 策
大学院で学生を教える立場になり、公共政策という幅
広い視野で環境、エネルギー、地域経済などを考え、
SDGsをテーマとするワークショップ活動も実施しました。
　こうした経験もいかしながら、CGOとしての役割を
果たしてまいります。

GX（グリーン・トランスフォーメーション）とは、
環境の視点を経営に統合し、
企業活動を通じて
持続可能な社会の実現に貢献すること

企業の持続可能性と人類社会の持続可能性

ミネベアミツミのカーボンニュートラルへの挑戦

「相
そ う ご う

合」による環境性能で持続可能な社会に貢献

環境省、大学などから見つめ続けた地球環境

　当社では、2050年カーボンニュートラルの実現に向
け、GX（グリーン・トランスフォーメーション）が部品 
メーカーである当社グループにとって重要課題であるとの
認識のもと、上席執行役員等からなるCarbon Neutral 
Steering Committeeを新設しました。チーフ・グリーン・
オフィサー（CGO）はその委員長を務めます。
　貝沼社長が「経営の本質はサステナビリティである」
と申しているように、企業自身の持続可能性はもとより、
企業活動が社会の持続可能性を高める方向に貢献する

　さて、CGOの立場で当社の環境への取り組みを見て
みますと、まず、当社自身の事業活動に伴い排出され
る温室効果ガス（GHG）をいかに削減していくか、とい
う課題があります。当社のGHG排出量の約9割（P.53
参照）は電気の使用に起因していますので、電源調達
の方法を改める、あるいは再エネ発電施設を工場に整
備することにより、大幅に排出量を削減できる可能性
があります。
　一方、当社の場合、海外に所在する工場が大半であ
ること、精密部品メーカーとして製品の精度や信頼性
を落とすことは絶対にあってはならないこと、といっ
た対応の難しさはあります。しかし、当社自身のGHG
排出を削減し、できるならばカーボンニュートラルを

　もう一つの大事なことは、当社の製品が世界全体の 
カーボンニュートラルや持続可能な社会の形成、ある
いはSDGsの達成に貢献することです。当社の製品は、
超高精度のミニチュアベアリングをはじめとして省エ
ネ性能に優れたものが多く、加えて小型、軽量、高耐
久性などの性能を有しており、省資源にも貢献します。
こうした製品の環境性能をきちんと定量化し、PRして
いくことも重要な取り組みです。今回の統合報告書では、
その一環として製品によるCO₂排出削減貢献量などを
推計してみました（P.55参照）ので、ご覧いただければ
幸いです。
　環境性能が優れた製品を世界中に提供し、当社自身
が排出する GHG をはるかに上回る排出削減量を実現
すること、これを当社としての「ビヨンドゼロ」と定
義しました。この取り組みをさらに進めるため、当社
の今後の製品開発において、カーボンニュートラルや
持続可能な社会への貢献を重要な視点の一つにしたい
と思います。これこそが当社自身の持続可能性を高め
る道です。
　この7月に政府のエネルギー基本計画と地球温暖
化対策計画の素案が公表されていますが、そこでは、
2030年に向けてエネルギー供給のみならずさまざま
な産業活動、国民生活において大幅な変革が必要とさ

　私は、1985年に環境庁に入庁以来約35年間、公務
員や大学教員として環境問題に関わってきました。ちょ
うど入庁した頃から地球環境問題が社会的注目を浴び
るようになり、気候変動問題がクローズアップされる一方、
その対策は遅々として進まない状況に焦燥感を感じる時
代が長く続きました。
　2015年のパリ協定の成立には環境省をあげて歓呼し、
その国会承認手続きに担当の大臣官房審議官として私自
身も関わりました。しかし、時を同じくして米国の政権
交代があり、以後４年間、気候変動政策は停滞しました。
そして再び2020年から急速に世界の気候変動政策は進
展しています。そして、それを社会で実行するのは、役所
ではなく、民間企業であり、国民一人ひとりです。その時
期において、民間企業の立場でカーボンニュートラルの実
現に向けた仕事に携わることができるのは望外の幸せです。

CGO
深見　正仁

チーフ・グリーン・オフィサー（CGO）メッセージ
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第1章　財務戦略・資本政策

東京本部長（CFO）メッセージ

成長性、収益性、安全性の
すべてにこだわり続け
企業価値のさらなる向上を
実現してまいります

取締役専務執行役員
吉田 勝彦

　コア事業のうちの3本槍（ベアリング／モーター／アナ
ログ半導体）およびOISを中心に、中長期で大幅な増収増
益を見込んでいます。これら事業の安定的な成長が、グ
ループ全体の収益力のさらなる向上とともに業績ボラティ
リティの低減にも貢献しています。
　中期事業計画の最終年度である2024年3月期の目標は
売上高1兆2,000億円、営業利益1,150億円としており、
営業利益については3年間で倍増の成長を見込んでいます。

■ 中期事業計画　数値目標
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■ 売上高（左軸）　■ 営業利益（右軸）　●  営業利益率（10億円）
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中期事業計画

■ ネット有利子負債　 ● フリーキャッシュ・フロー（10億円）
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■ ネット有利子負債／フリーキャッシュ・フローの推移

　当社グループは、「財務体質の強化」を基本方針として、
効率的な設備投資、資産運用および有利子負債の削減等に
取り組んできました。高収益のコア事業への比重を高める
ポートフォリオ改革や実効性の高いM&Aを実現し、適切か
つ機動的に財務戦略を実行してきました。
　2019年3月期および2020年3月期においては、それぞ
れユーシン、エイブリックのM&Aに伴い一時的にネット有
利子負債が増加いたしました。2022年3月期からは全社
的な収益力の回復と効果的なPMIによりキャッシュ創出力
は新型コロナウイルスが拡大する以前の水準をも上回るこ
とを予想しています。これにより、財務基盤は一層強固に
なる見込みです。
　今後は新型コロナウイルスの脅威を乗り越えたポストパン
デミックを見据え、高いキャッシュ創出力をいかしたグロー
バル規模でのM&Aや新たな事業機会の獲得に一層注力し
てまいります。8本槍のさらなる強靭化により成長性と収益
性を高め、キャッシュ・フローの最大化をはかり、財務体質

財務戦略と資本政策

コア事業が収益ドライバーとなり
営業利益は3年で倍増へ

　当社は今年、設立70周年、上場60周年という節目を迎
えることができました。その間、当社は数々の逆境を乗り
越えてまいりましたが、これからも乗り越えていくための
レジリエンスを維持していくためには、M&Aや設備投資を
迅速に実行していくことができる財務体質を維持、強化し
ていくことが不可欠です。
　私はその責任者として、内部で設定している各種の財
務規律を守りながら、収益性やキャッシュ・フロー、投資

効率などを適切に管理し、最適なキャッシュアロケーショ
ンを実現すると同時に、投資家の皆様にもご満足いただけ
る株主還元を実施してまいります。またそれらを確実に実
現するため、財務戦略と資本政策を明確に設定し、さらに
EPS成長や資本効率の最大化も意識していくことによって
企業価値の向上に取り組んでまいります。
　これらを通して、財務面からも「世界最強の相合精密部
品メーカー」となることを目指します。

　当社を取り巻く市場環境は、新型コロナウイルス感染拡
大により輸出および消費が大幅に減少したものの、 米国や
中国向けの輸出の回復を背景に最悪期は脱しました。しか
しながら、依然として先行きが不透明な状況が続いていま
す。このような経営環境下で、当社グループは収益力のさ
らなる向上を実現するために、徹底したコスト削減、高付
加価値製品と新技術の開発および拡販活動に注力してまい
りました。
　その結果、2021年3月期の売上高は前期比1.0％増の
9,884億円となり創業以来の過去最高を更新しました。一
方、世界景気減速に加え、円高影響、エイブリック統合関
連費用やその他の一時的な費用が発生した結果、営業利益
は同12.8%減の512 億円、親会社の所有者に帰属する当

期利益は同15.7%減の388億円といずれも前期比で減益
となりました。
　2022年3月期は、過去最高益の更新と目標である営業
利益1,000億円の土台をつくる年度として位置付けていま
す。業績見通しについては、売上高は1 兆円、営業利益は
800 億円の計画です（2021年5月時点）。主力事業であ
る3本槍＋1（ベアリング／モーター／アナログ半導体／
OIS*）の収益力が一段と向上しており、当社の持続的で
力強い成長をけん引していきます。なお、昨年度に発生し
たコロナ感染症関連費用やその他の一時的な費用が解消さ
れることも、今期の増益要因の一つとなっています。
*スマートフォン用カメラの手振れ防止に使用される部品

売上高2.5兆円、営業利益2,500億円の「世界最強の相
そ う ご う

合精密部品メーカー」を目指す

2021年3月期の業績ならびに2022年3月期の見通し

EPS成長率

15％以上
CAGR 

ROE

15％以上

格付
格付投資情報センター

（R&I）

A

格付
日本格付研究所

（JCR）

A+

売上高２．５兆円、営業利益2,500億円達成に向けた主要指標

をより一層強化するとともに、新たな槍の獲得に向けた実
効性の高いM&Aの実現と株主還元の充実へ機動的なアロ
ケーションを実行してまいります。

財務戦略

次のページへ続く
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　株主の皆様への利益還元を強化する方針のもと、年間配
当金については、原則として ｢連結配当性向20％程度を目
処｣ とし継続して安定的な配当を目指しています。2021
年3月期は、設立70周年の記念配当として株主の皆様に還
元することとしました。１株当たり年間配当金は、記念配
当金8円を加えて36円(前期比8円増)としました。
　2022年3月期の株主還元については、フリーキャッシュ・
フロー（M&Aを除く）510億円を前提として、配当と自
社株買い等の実施も含め、継続的に安定した利益配分を維
持しながら、株主資本の効率向上と株主へのより良い利益
配分を第一義とし、さらには当社の財務状況、株式市場の
動向等を勘案して、適切かつ機動的な財務戦略を進めてい
きたいと考えています。

第1章　財務戦略・資本政策
CFOメッセージ

キャッシュアロケーション

■ キャッシュ創出力を背景とした資本配分

オーガニック成長

営業キャッシュ・フロー
利益成長に伴うキャッシュ創出力を背景に、
オーガニック成長に配分

M&A 成長

株主還元

研究開発費　　　売上高の3％
設備投資　　　　EBITDA の50％

フリーキャッシュ・フロー
オーガニック成長に必要な原資を確保したうえで、
フレキシブルに分配

業績ボラティリティ低減に向けた M&A
フリーキャッシュ・フローの

50％ + 借入金
財務規律維持（D/E レシオ 0.2 倍の範囲）

配当と自社株買い
フリーキャッシュ・フローの
50％

（株価水準に応じて配当／自社株買いの比率を調整
自社株買いは、適正なしきい値での買い付けを目指す）

　創出した営業キャッシュ･フローは、オーガニック成長の
原資として研究開発や設備投資に優先的に充当する予定で
す。またネットD/Eレシオ0.2倍の範囲という財務規律の維
持を前提に、フリーキャッシュ･フローの50％と借入金を
用いて、実効性のあるM&Aの実施も検討してまいります。

　このような方針のもと、2021年3月期の設備投資は
455億円、研究開発費は322億円(対売上高3.3％)となり
ました。2022年3月期計画については、設備投資はタイ
の多目的工場建設等により650億円、研究開発費は320
億円(同3.2％)としています。
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株主還元

’22/3期実施

＋上乗せ

■  フリーキャッシュ・フロー (M&A を除く) の 
推移と株主還元実績

営業
キャッシュ・
フロー

設備投資 EBITDAの
50％

配当 フリーキャッシュ・
フローの
50％自社株買い

M&A フリーキャッシュ・
フローの
50％

+借入金

中長期的な方針

株主還元

　株主の皆様へ継続的な利益還元をおこなうためには、
財務基盤の安定性確保が最重要事項と考えています。格
付については、２つの格付機関から次の通り高い評価を
受けています。

　当社グループは、投資判断における最低限のハードル・
レートを設定したうえで事業ごとの資本コストを把握し、
適切な財務戦略を実行することで資本効率の向上に取り
組んでいます。主要KPIとしてはEPSのCAGR（年平均
成長率）15％以上の達成とROE15％以上の維持を掲げ
ています。また、売上高2.5兆円、営業利益2,500億円を
達成するための支えとして、当社ではROICを用いた指標
をもとに、目標とする資本コストを収益力が上回るか否か、
事業別の現状と見通しを検証し、研究開発・M&A・事業
撤退を適切に判断しています。
　事業別での収益性改善に向けた取り組み手法としては、
ROIC逆ツリーを用いて利益率改善と投下資本の削減に
取り組み、事業ポートフォリオの収益力強化と全社ベー

スでの投下資本の最適化を同時に実現してまいりました。
2021年3月期においては、第1四半期において新型コロ
ナウイルスの世界的な感染拡大による影響を強く受け
ROICは一時的に低下しましたが、事業ポートフォリオの
収益力強化と全社ベースでの投下資本の最適化を推進し
たことにより、第2四半期以降で改善に向かいました。
　今後もコーポレートガバナンス・コードが求める持続
的成長と中長期的な企業価値の向上への取り組みに沿っ
た事業戦略策定と事業運営を目指し、ハードル・レート
を上回るROEとROICの持続的な実現と資本コストの低
減に向けたリスクマネジメントの実践、および製品競争
力強化を支える財務戦略を実現することで企業価値向上
を実現してまいります。

企業価値向上の取り組み

財務基盤

■  ROIC の推移

　親会社所有者帰属持分比率については、短期的には
M&Aの実施状況により変動する可能性がありますが、中
長期的には50％以上を維持し、財務基盤の安定化を目指
します。

● 格付投資情報センター（R&I）　A ● 日本格付研究所（JCR）　A+

セグメント別で管理できる事業資産（売上債権・債務、棚卸資産、固定資産）で算出

ミネベアミツミ版
ROIC

NOPAT（営業利益+特別損益）×（1ー税率）

投下資本（受取手形・売掛金+棚卸資産+固定資産ー支払手形・買掛金）
＝

財務戦略と資本政策（前ページからの続き）
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累計

51件!

1971年
米国で当社初の
海外生産を開始

1980年
小径サイズの
ボールベアリングの
生産を開始 小径ボールベアリング

1974年
電子機器分野
（計測機器・現 センシング
デバイス事業部）に進出

ひずみゲージ

1988年
英国のロッドエンドベアリングメーカーを買収　
欧州市場への供給を拡大

1972年
シンガポールに
初の海外自社工場を建設

M&A

自律成長

1. ミネベアミツミの歩み

第2章　ミネベアミツミの価値創造ストーリー

1980年
アユタヤ工場を設立
グループ最大拠点となる
タイに初進出

アユタヤ工場（タイ）

1988年
タイ ロッブリ工場を設立
電子機器分野の生産を拡大

ロッブリ工場（タイ）

M&A件数
3-

2-

1-会社紹介はこちらから
ご覧いただけます。

　当社は1951年7月、日本で初めてのミニチュア
ベアリング専業メーカーとして東京都板橋区に誕生
しました。終戦後、満州から帰国した旧・満州飛行
機製造の技術者が航空機産業の発展に夢と情熱を託
して立ち上げた会社でした。
　それから70年がたち、電子機器分野に進出すると
ともに、ミツミ電機、ユーシン、エイブリックとの
経営統合をへて、ボールベアリングからモーター、
センサー､ アクセス製品、半導体に至るまで、世界で
も類をみないユニークな事業ポートフォリオを持つ

「相
そうごう

合」精密部品メーカーへと成長しました。
　私たちは、自律成長（オーガニック）とM&Aの両
輪で成長を続け、世界のものづくり·皆様の暮らしを
お支えする新しい価値の創造に取り組んでいきます。

自律成長
（オーガニック）

×
M&Aで成長

創業期からの不変的な考え方
「超精密機械加工技術」「大量生産」
　当社は、ミニチュアボールベアリングの商品力強化のため創業期から高品質、
低価格を追求してきました。1964年、軽井沢工場に最新の機械設備を導入す
るとともに、海外の技術者から指導を受けたことで、技術レベルが劇的に向上。
海外への輸出も増加し売上が拡大したことで、軽井沢工場に次々と新鋭の機械
を導入し、「超精密機械加工技術」「大量生産」で競争力を高めていきました。

1951年〜 創業期

海外進出と多角化で事業領域を拡大
　ベアリングが将来なくなるかもしれないという危機感から、1973年にモーター事
業を開始し、1980年代には半導体や電子機器部品事業へ進出しました。
　1971年には米国REED工場を買収し、海外生産を開始。1972年にはシンガポール、
1980年にはタイで自社工場の海外生産も開始しました。国内外のM&Aも積極的に
実施し、技術者獲得や生産能力増強を実現した一方で、化粧品や着物の訪問販売会社、
養豚関連事業会社といった製造業以外の企業も買収し、事業規模を拡大していきました。

1970年〜 多角化 1990年〜 製造業への回帰

1986年
浜松工場を設立
電子機器分野の
開発を拡大

浜松工場（日本）

1984年
タイで2番目の拠点となる
バンパイン工場を設立

バンパイン工場（タイ）

1963年
埼玉県川口市から工場を移転し、
長野県御代田町で
全世界のマザー工場となる
軽井沢工場にて操業開始

ミニチュアボールベアリング

軽井沢工場（日本）

1994年
ベアリングやファンモーターを
部品から一貫生産する
上海ミネベア
(中国で初の自社工場)を設立

上海工場（中国）

Rose Bearings Ltd.
（英国、現 NMB-Minebea UK リンカーン工場）

航空機部品

1985年
米国のベアリングメーカーを買収　
米国市場への供給を
拡大

New Hampshire Ball Bearings, Inc.
（米国、現 NHBB ピーターボロー工場）

1951年創業、東京都板橋区
小豆沢において、わが国初のミニ
チュアベアリング専門メーカー「日
本ミネチュアベアリング 株 式 会
社」を設立

事業の選択と集中を進め、経営をスリム化
　1990年代に入ると多角化のマイナス要因が膨らみ始めたため、
製造業と関連が薄い事業の整理を進めるとともにベアリングや
電子機器といった本業に経営資源を集中し、収益力の回復をは
かりました。中国・上海でボールベアリングの一貫生産をスター
ト。高精度なHDD用部品の生産を本格化するなど、「超精密機
械加工技術」「垂直統合生産」をさらに磨き上げました。

1990年
ドイツにHDD用
スピンドルモーター
開発会社を設置

Papst-Minebea-Disc-Motor GmbH
（ドイツ、現 MinebeaMitsumi  
Technology Center Europe GmbH)

米国 REED 工場
（現 NHBB チャッツワース工場） 上海工場（中国）

（オーガニック）
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2015年
ドイツの大手計測機器メーカー
(Sartorius Mechatronics T&H GmbH・
現 Minebea Intec GmbH)を買収　
欧州やインドでの
生産と供給を拡大

センシングデバイス

2018年
スロバキア コシツェ工場にて
生産を開始
欧州市場への
供給を拡大

2020年
秋田事業所に新社屋が完成
車載事業の開発を強化

ミツミ電機 秋田事業所

2010年
ブラシレスモーターの
生産を開始　
モーターの
製品ラインナップを拡大

DC モーター

2010年
蘇州工場を設立し、
LEDバックライトの
生産を拡大

蘇州工場（中国）

2000年〜 「相合」精密部品メーカーへ

70周年

コシチェ工場（スロバキア）

2010年
カンボジアで工場を設立し、
翌年に生産を開始　
リスク分散、
生産の拡大とコスト低減

M&A

自律成長
バックライト

グリルシャッターアクチュエーター

第2章　ミネベアミツミの価値創造ストーリー

　2000年代に入り、世の中の技術の変化はより一層激しさを増し、IoT
が当たり前になる時代がやってきました。当社はカンボジアやスロバキア
など生産拠点のさらなる拡充につとめるとともに、M&Aを加速。2009
年に現社長・貝沼が就任後、20件のM&Aをおこない、2017年にはミツ
ミ電機と経営統合し、社名を「ミネベアミツミ株式会社」に変更しました。

　2000年代はリーマンショックや米中貿易摩擦などの金融危機、東日本
大震災、タイ洪水、新型コロナウイルスの感染拡大などさまざまな災害が
世界を襲いましたが、当社の多角的な事業ポートフォリオの構築とリスク
分散体制が強みを発揮し、逆境を力強く乗り越え、「相合」精密部品メーカー
として成長を続けています。

シナジーを追求し、会社としての強さを確固たるものに

経営統合
した企業

ベアリング モーター アクセス アナログ 
半導体

センサー コネクタ / 
スイッチ

電源 無線通信 
ソフト

エイブリック ●

ユーシン ●

Mach Aero ●

C&A ●

ミツミ電機 ● ● ● ● ● ●

Sartorius ●

Cixi ●

CEROBEAR ●

MOATECH ●

2017年
ミツミ電機と株式交換により経営統合を実施　
機械・電子技術と制御技術を融合した
｢エレクトロ メカニクス ソリューションズ®」
プロバイダーとして、各事業の成長を加速

1直リチウムイオン電池用保護IC

2021年
タイのバンパイン工場敷地内に、
多目的新工場建屋を建設予定
将来のさまざまな製品の
生産能力増強を計画中

建設予定地

2021年

カンボジア工場

100周年

2051年

2021年
オムロン株式会社より
アナログ半導体8インチ工場（Fab）
およびMEMS事業取得を発表

2020年
エイブリックの
株式取得により
経営統合を実施
アナログ半導体市場に
おけるプレゼンスを強化

エイブリック
高塚事業所

2019年
株式公開買付けにより
ユーシンと経営統合を実施　
新たな「相合」力により、
自動車・住宅設備・
産業機械分野での
シナジー創出

ドアハンドル

ユーシン 広島工場 

コア事業の多角化・相合で
持続的な成長を続け、

地球に優しく豊かな社会の実現に貢献

強化した 8 本槍

（オーガニック）
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60% 80% 80%50%

1.5mm
外径

3.3mm
直径

4.0mm2
面積

0.3mm
以下

厚さ

60% 80% 80%50%

1.5mm
外径

3.3mm
直径

4.0mm2
面積

0.3mm
以下

厚さ

 事業

生産

27
カ国

ミニチュア
ボールベアリング

ミニチュア・小径
ボールベアリング

世界最小クラス
ステッピングモーター

世界最小クラス
タクティールスイッチ

HDD（ハードディスクドライブ）用
ピボットアッセンブリー

1直リチウムイオン電池用保護IC

超精密機械加工技術を核に、
事業·生産·人の多様性で
リスクにぶれず強みを発揮

多角的な事業ポートフォリオにより、2021年3月期の売上高は創業以来の過去最高を更新しました。

ミネベアミツミは、外径22㎜以下のミニチュア・小径ボールベアリングにおいて、世界で60%のトップシェアを誇
ります。さらに、ベアリングで培った超精密機械加工技術、大量生産技術をさまざまな分野に応用し、世界シェア
No.1、世界最小・最薄製品を生み出しています。また、自動車、航空機からスマートフォン、医療機器やインフラを
も含む効果的な製品ミックスと、日・米・欧・アジアに広がるグローバルな生産拠点展開による相互補完体制によ
り、優れたリスク分散体制を備えるとともに、幅広い人材がシナジーを創出してます。事業・生産・人の多様性が強
みの源泉となっています。

グリーンプロダクツ
売上高＊比率

87.4%
（2021年3月期）

2.ミネベアミツミの今

グリーンプロダクツ P.54

売上高

9,884億円

営業利益512億円
（2021年3月期）

生産地別
売上構成

（2021年3月期）

用途別売上構成
（2021年3月期）

その他 1%シンガポール 1%
カンボジア 2%
北米 4%
欧州 7%

フィリピン 12% 

日本 15%

中国 28%

タイ 30%
OA・通信 
24%

自動車 23%

その他 31%

モーター 3%
航空・宇宙 4%

家電 5%
PCおよび通信機器 10%

* その他の事業10億円については 
記載を省略しています。

60% 80% 80%50%

1.5mm
外径

3.3mm
直径

4.0mm2
面積

0.3mm
以下

厚さ

60% 80% 80%50%

1.5mm
外径

3.3mm
直径

4.0mm2
面積

0.3mm
以下

厚さ

＊ 自社で設計ができない製品を除く

ユーシン事業 機械加工品事業

ミツミ事業 電子機器事業

売上高

1,051億円
売上構成比

11%

売上高

3,610億円
売上構成比

36%

連結従業員数 

83,563名
91
営業拠点

95
生産・研究開発拠点

(2021年8月1日現在） (2021年6月末現在）

第2章　ミネベアミツミの価値創造ストーリー

グリーン
プロダクツ

売上高

1,574億円
売上構成比

16%

売上高

3,639億円
売上構成比 

37%

生産地別
売上構成

（2021年3月期）

用途別売上構成
（2021年3月期）

その他 1%シンガポール 1%
カンボジア 2%
北米 4%
欧州 7%

フィリピン 12% 

日本 15%

中国 28%

タイ 30%
OA・通信 
24%

自動車 23%

その他 31%

モーター 3%
航空・宇宙 4%

家電 5%
PCおよび通信機器 10%

人
生産のグローバル体制を構築し、為替、災害、
地政学的なリスクを低減しています。

海外従業員は約９割を占め、グローバルな拠点
で多様な人材が活躍しています。

地域別
従業員構成

日本 8,572名

アメリカ 3,449名

ヨーロッパ 5,452名

アジア 66,090名

海外従業員比率
89.7%

当社の製品はほぼすべてが
環境貢献型製品であり、
省エネルギーや省スペースに
貢献しています。

60% 80% 80%50%

1.5mm
外径

3.3mm
直径

4.0mm2
面積

0.3mm
以下

厚さ

世界
最薄 液晶用LED

バックライト用導光板

世界シェア
No.1 

世界
最小
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ミネベアミツミの強みは、「コア事業の強化」「ニッチ分野で多角化経営」「相合＊してシナジーを創出」の３つです。
これら３つの強みをかけ合わせ、シナジーを生み出すことにより、
環境・社会的な価値と同時に経済的な価値を創出し、 財務・非財務の資本を積み重ねてきました。
これらを活用して、３つの強みをさらに磨いていくことにより、持続的な成長を実現してまいります。
＊   相合：「総合」ではなく、「相い合わせる」ことを意味し、自社保有技術を融合、活用してコア事業「8本槍」を進化させるとともに、その進化した製品をさらに相合することでさまざまな分野で新たな製品を

創出すること。

▶︎ 企業活動・製品そのものを通して地球環境改善・SDGs達成をサポート
▶︎ 環境・社会価値の創出と経済価値の創出が調和した事業活動を実現

創出する経済価値
● 世界のものづくりをサポートする環境貢献製品
● 世界シェア、世界最小・最薄技術でのNo.1の獲得・維持　
● 高い営業利益率　
● 高収益力に裏打ちされたキャッシュ創出力　
● 株主資本利益率（ROE）
● 投下資本利益率（ROIC）

創出する環境・社会的価値
● 製品を通した地球環境への貢献
● 高品質製品の提供・公正な取引による社会的信頼
● 大量生産と環境負荷低減の両立
● 最先端技術による技術革新への貢献
● ダイバーシティ人材の活躍
● 新興国での雇用・従業員教育

強さを支える非財務資本

● グローバル人材
● 人材の多様性
● 熟練工・エンジニア

ミネベアミツミグループの
持続的成長

3つの強みと非財務資本で持続的に成長

● 垂直統合生産
● グローバル体制
● 蓄積された製造ノウハウ

製造資本 P.43-44 人的資本 P.45-48 知的資本 P.49-50

3.ミネベアミツミの価値創造モデル

● 超精密機械加工技術
● 製・技・開・販の総合力
● M&A遂行力・PMI

ミネベアミツミの強み P.23-24
持続的成長に向けて P.25-26

知的資本人的資本製造資本

基盤となるフィロソフィー
● 経営理念

より良き品を、より早く、より多く、より安く、より賢くつくることで 
持続可能かつ地球にやさしく豊かな社会の実現に貢献する

● 経営の基本方針
社是「五つの心得」に基づいた透明度の高い経営

● コーポレートスローガン
常識を超えた「違い」で新しい価値をつくる

Passion to Create Value through Difference

第2章　ミネベアミツミの価値創造ストーリー

【強み①】

コア事業
の強化

多角化でニッチ

【強み②】 【強み③】

相
そ う ご う

合して
シナジー創出
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多様な分野で価値創出

自動車 航空機 ロボティクス 医療・介護 インダストリー 情報通信 インフラ 住宅設備

「相合｣活動の推進により超高精度でのモーター制御を実現

シナジー事例：モーター制御

コア事業を軸に顧客ニーズを満たす製品をラインナップ～相合によりミネベアミツミの独自のコーディネートが可能に～

10のコア技術

③アクセス製品

⑤センサー

⑥コネクタ／スイッチ

⑦電源

機構部品

液晶バックライト

カメラ用アクチュエータ

②モーター

■ コア事業製品　
■ サブコア事業製品　

①ベアリング ④アナログ半導体

⑧無線/通信/
ソフトウェア

入口

当社事業ポートフォリオのSPAフロアイメージ

※SPAとは、Specialty store retailer of private label apparel = 企画から製造、販売までを垂直統合させ、関連するアパレルを販売するビジネスモデル

サブコア事業の定義
サブコア事業

2 31 2 31
巨大な市場に
おいて、

ニッチ領域である
（コア事業と同じ）

超高品質、
超精密機械加工
技術が活用できる
（コア事業と同じ）

技術革新によって
置き換わる
可能性がある

技術革新によって
置き換わる
可能性がある

コア事業の定義
コア事業（8本槍）

31 2
巨大な市場に
おいて、

ニッチ領域である

超高品質、
超精密機械加工
技術が活用できる

31 2
技術革新が

あっても容易には
置き換わらない

技術革新が
あっても容易には
置き換わらない

使いやすさと高付加価値を追求した「相合」製品

ファンモーター筐体

組込み

制御基板

半導体設計技術
モーター制御 IC　仕様を精選しコスト削減制御アルゴリズムを実装

機構設計技術
羽根・モーターの開発
3Dプリンタ、シミュレーション
技術を駆使したロバスト設計

超精密機械加工技術
ベアリング
高効率化、高寿命化を実現

電気回路技術
制御基板の回路設計
部品定数の最適化

半導体設計技術
磁気センサー IC
高精度に回転位置を検出

センサー技術
温度・電流センサー
異常を検知、システムの
安心・安全を実現

システム設計技術
制御アルゴリズム
低振動・低騒音を実現

10のコア技術を核に、
「相

そ う ご う

合」によるシナジーを創出
コア·サブコア戦略により、
有機的に成長
超精密機械加工技術、大量生産技術をはじめとするミネベアミツミが磨いてきた
10のコア技術を融合・活用することで、コア事業「8本槍」の各製品を進化させるだけでなく、
その進化した製品を相い合わせて「相合」し、新たな事業機会を創出します。
さらに、コア技術を活用した「サブコア事業」も展開し、
技術をさらに高めるとともに、キャッシュカウとして収益を最大化。
創出した利益はコア事業のさらなる強化と成長に投資していきます。

4.ミネベアミツミの強み

第2章　ミネベアミツミの価値創造ストーリー

常識を超えた「違い」を生み出す３つの強み

相合によるシナジーでさらに強く

社会の要となる製品群を相合により進化

独自の技術と
生産体制で主力商品で
圧倒的シェアを獲得

超高品質・高い価格競争力・
スピーディで圧倒的な供給力

超精密機械
加工技術

垂直統合
生産システム

グローバル
体制

強い技術をベースに
ニッチ分野を中心に
多角化経営

ニッチな領域での高シェア・高収益
開発・M&A・事業撤退を適切に判断しながら
ポートフォリオを強化

ニッチな領域 事業の多角化 集中と選択

【強み①】

コア事業
の強化

多角化でニッチ

【強み②】

多角化でニッチ

【強み②】

【強み③】

相
そうごう

合して
シナジー創出

コア技術
コア事業

「8 本槍」

超精密機械加工技術 大量生産技術

システム設計技術機構設計技術半導体設計技術電気回路技術光学技術 MEMS技術 高周波技術センサー技術
（荷重 ･ 圧力など）
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5.持続的成長に向けて

第2章　ミネベアミツミの価値創造ストーリー

地球にやさしく
豊かな社会の実現に向けた道のり

経営目標 (2029年年3月期まで）

売上高 2.5兆円
and/or 

営業利益 2,500億円

EPS成長率＋15％以上 
CAGR　ROE15%以上

環境目標
● 製品によるCO₂排出削減貢献量

2031年3月期　約230万トン
　　 （2021年3月期比）

● グリーンプロダクツ売上高比率
2029年3月期　90%以上

● CO₂排出量
2031年3月期　総量▲30%

　　　　　  （2021年3月期比）

2051年

創業100周年
マテリアリティ（重要課題）

重要テーマ1　
地球環境課題解決への貢献

重要テーマ2　
社会を支える高品質な精密部品の創出

重要テーマ3　
従業員の力を最大化

コーポレート・ガバナンス

持続的成長の基盤として、コーポレート・ガバナンス を継続的に強化し、経営の透明性を確保

コーポレート・ガバナンス P.67-76

会社としての
サステナビリティ

地球・社会の
サステナビリティ

経営戦略

コア事業の多角化と「相
そうごう

合」によるシナジー

「相合」による差別化

自律成長を主軸に、積極的なM&Aで事業拡大

「QCDESS」戦略の推進

社長メッセージ P.3-8 CFOメッセージ P.11-14

マテリアリティの詳細と当社の中期目標の詳細 P.27-28

経営理念
より良き品を、より早く、より多く、より安く、

より賢くつくることで持続可能かつ
地球にやさしく豊かな社会の実現に貢献する
（見直し前　 より良く品を、より早く、より多く、より安く、より賢く 

つくることで社会に貢献する）

（成長と持続可能性への貢献に対す
る基本的な考え方）

経営の基本方針
社是「五つの心得」に基づいた透明度の高い経営

1. 従業員が誇りを持てる会社でなければならない
2. お客様の信頼を得なければならない
3. 株主の皆様のご期待に応えなければならない
4. 地域社会に歓迎されなければならない
5. 国際社会の発展に貢献しなければならない

（経営理念を実現するための社
員の行動指針）

コーポレートスローガン
常識を超えた「違い」による新しい価値の創造

Passion to Create Value through Difference

(成長と持続可能性
実現のための方策）

サステナビリティの考え方 P.27

● 経営理念の表現見直しについて
　ミネベアミツミは、脱炭素など環境への対応をより明確化し、ステークホル
ダーの皆様や従業員により当社の目指す姿をご理解いただけるよう言葉を補
足し、さらなる成長につなげるため、経営理念の表現の見直しを実施しました。
全役員を含む国内外のメンバーが議論を重ね、私たちが実現したい社会像を
明文化し、「より良き品を、より早く、より多く、より安く、より賢くつくる
ことで持続可能かつ地球にやさしく豊かな社会の実現に貢献する」といたし
ました。 超精密技術を核に、環境負荷低減と持続可能性に貢献するとともに、
社会の豊かな発展にも貢献していくという決意を込めています。
　私たちは、社是「五つの心得」を行動指針とし、「常識を超えた『違い』に
よる新しい価値の創造」を コーポレートスローガンとして、経営理念の実現
に向けて邁進してまいります。

企業活動そのものが、持続可能な社会の実現に貢献
　そして、脱炭素など外部環境の変化を踏まえ、経営の重要課題として「マテリアリティ」も改めて見直しをいたしました。

「地球環境課題解決への貢献」として製品によるCO₂排出削減貢献量や自社のCO₂排出量削減目標を明確化する
とともに、「社会を支える高品質な精密部品の創出」のために、大量生産・安定供給体制および安心・安全な管理
体制の構築や、環境・人権問題に配慮した調達の推進、地域社会への共生により力を入れていきます。さらに、「従
業員の力を最大化」に向け、人材育成やダイバーシティの推進などボトムアップをはかる活動も推進していきます。
　これらの施策を通して経営目標や環境目標をはじめとする各種目標を達成し、企業活動そのものを通して、持続
可能な社会の発展に尽力してまいります。

　ミネベアミツミは、経営の本質は「サステナビリティ（持続可能性）」であるという信念のもと、将来に向けたさ
らなる当社の成長と地球・社会の持続可能な発展の両立を目指し、経営理念の表現の見直しを実施いたしました。
　経営戦略においては、「Eco/Efficiency」を重視する「QCDESSTM」戦略を100周年に向けた基礎固めとして
新たに掲げています。さらに、GX（グリーン・トランスフォーメーション）・DX（デジタルトランスフォーメーショ
ン）など社会の変化に素早く対応するため、「Carbon Neutral Steering Committee」、「Global Information 
Security Steering Committee」などの委員会を新設しています。
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重要テーマ 1 地球環境課題解決への貢献

マテリアリティ 主な中期目標 (2025 年度めど ) 主に貢献する SDGs

1   環境貢献型製品による世界の CO₂ 排出
量削減

●  製品によるCO₂排出削減貢献量 
約230万トン(2031年3月期)*

●  グリーンプロダクツの売上高比率90％以上 
（2029年3月期）

2   事業活動による環境負荷の最小化

●  自社のCO₂排出量を売上高原単位で 
2020年3月期比10％削減（2026年3月期）

●  自社のCO₂排出量を総量で 
2021年3月期比30％削減(2031年3月期)

重要テーマ 2 社会を支える高品質な精密部品の創出

マテリアリティ 主な中期目標(2025年度めど) 主に貢献する SDGs

3   超精密部品の大量・安定供給体制の強化

●  精度大幅アップによる超高性能ベアリングな
どの量産体制構築

●  事業拡大による、新規分野の製品にも対応可
能な、製品安全管理体制の強化

4   責任ある調達の推進
●  環境・人権問題を考慮したCSR調達ガイドラ

インの高度化(ガイドラインへのRBA基準の
導入と、それに基づく自己監査の実施)

5   地域社会との共生 ● 地域社会とのコミュニケーションの継続

重要テーマ 3 従業員の力を最大化

マテリアリティ 主な中期目標(2025年度めど) 主に貢献する SDGs

6   グローバル規模の人材育成
●  ミネベアミツミグループとしての統合効果を

いかし、グローバルでの事業の拡大、発展を
積極的に推進するための人材開発強化

7   グローバル規模のダイバーシティの推進 ● 新卒採用における女性の割合20%以上

8   働きやすい職場づくり
●  従業員が生き生きと働くための多様な働き方

の実現

9   従業員の安全と健康
●  重大労働災害(死亡事故)ゼロ件
● 定期健康診断受診率100％

ミネベアミツミのサステナビリティ
ミネベアミツミの考えるサステナビリティ

会社としてのサステナビリティ 地球・社会のサステナビリティ

■ サステナビリティ推進体制

サステナビリティ推進部門：部門長　取締役専務執行役員　吉田 勝彦

サステナビリティウェブサイト
ミネベアミツミグループウェブサイト
では、より詳細なサステナビリティへの
取り組みを公開しています。

1 2

していくことができるよう、果敢に経営リソースを投入し
ていく方針です。

❷ 地球・社会のサステナビリティ
　一方で、社会を支える精密部品メーカーとして、「信頼性
が高く、エネルギー消費の少ない製品を安定的に供給し、
広く普及させる」ことを通じて、地球環境および人類の持
続可能な発展に貢献してまいります。

❶ 会社としてのサステナビリティ
　経営の原点はサステナビリティにあり、サステナビリティ
の本質は有機的に結合できる物同士の多様性であると考
えます。（当社事業ポートフォリオのSPAフロアイメージ
(P.24)をご覧ください）。当社では、製品のみならず生産地、
マーケット、技術開発などにおいて多角的な分散体制を構
築し、磨かれたものが競争力の源泉となっています。この
ような事業活動の執行を取り巻く環境、社会、ガバナンス

（ESG）に関する取り組みを強化して、サステナブルに成長

❶  会社としてのサステナビリティ と ❷ 地球・社会のサステナビリティ を両輪として取り組んでまいります。

第2章　ミネベアミツミの価値創造ストーリー

重要テーマ・マテリアリティ（重要課題）について
　当社では2019年、CSR視点で社会的責任を果たすことに重点をおいたマテリアリティを特定しました。
　今回、環境問題の関心への高まりなど外部環境の変化により、これまでCSRの視点からまとめられていたマテリアリティを、
全社視点で戦略を遂行するための「経営課題」として見直しました。

1.   「地球環境課題解決への貢献」とは、当社最大の強みである超精密機械加工技術と相
そうごう

合をいかした「環境貢献型製品による
世界のCO₂排出量削減」 であり、「事業活動による環境負荷の最小化」と両立させながら取り組みます。　

2.    環境貢献に資する 「社会を支える高品質な精密部品の創出」のために、「超精密部品の大量・安定供給体制の強化」と「責任
ある調達の推進」に取り組むとともに製造を中心とした事業の拠点においては雇用創出、地域住民との協働など「地域社
会との共生」に取り組みます。 

3.    これら価値創造の源泉は当社の人材であり、「従業員の力を最大化」を目指して「グローバル規模の人材育成」と「グローバル
規模のダイバーシティの推進」をはかるとともに、従業員が「働きやすい職場づくり」と「従業員の安全と健康」を推進します。

地球環境課題解決への貢献 社会を支える高品質な精密部品の創出 従業員の力を最大化

重要テーマ 1 重要テーマ 2 重要テーマ 3

CSR推進室 内部監査室 安全保障貿易
管理室

コンプライアンス
推進室 内部統制推進室 貿易法令遵守

管理室
グループ環境

管理室

目標に対する実績、短期目標、
すべての中期目標は

こちらでご覧いただけます。

■ マテリアリティ（重要課題）への取り組み

製品のCO₂排出削減貢献量の詳細 P.55-56＊
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財務・非財務ハイライト

■ 売上高、営業利益、営業利益率

営業利益

512億円

売上高

9,884億円

営業利益率

5.2％

（10億円）
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■ 親会社所有者帰属持分比率、ネット D/E レシオ

■ 設備投資額、減価償却費　

■ ROE、ROIC

■ EPS および配当額

■ ネット有利子負債、フリーキャッシュ·フロー

（円）

0

50

100

150

0

10

20

30

40
（%）

28.0
14.0

111.11107.33

25.2

13.0
26.0

141.14

18.4

28.0

143.90

19.5
1株当たり配当金

36.0円

基本的
1株当たり
当期利益

94.95円

連結配当性向

37.9％

日本基準 IFRS
’19/3’18/3’17/3 ’21/3’20/3

（うち70周年
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減価償却費
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■ CO₂ 排出量
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■ グリーンプロダクツ売上高比率

■ 女性比率（従業員、管理職、新規採用）

■ 環境保全コスト

■ 男女別平均勤続年数
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41億円
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14億円11

48

13 13

37
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2021年
3月期

5,965億円
売上高

87.4%

収益力のさらなる向上を実現するために、徹底したコスト削減、高付加価値製
品と新技術の開発および拡販活動に注力した結果、売上高は過去最高を更新し
ました。

業績をより反映した水準での利益還元をはかるとともに株主の皆様への感謝
の意を表し、期末配当金については70周年記念配当8円を加えた22円とし、
2021年3月期の配当は36円としました。

設備投資額は電子機器事業の増強投資を中心に実施しました。 エイブリックの経営統合および連結子会社であるC&A TOOL ENGINEERING, 
INC.の株式の追加取得等によりネット有利子負債は増加しました。

親会社所有者帰属持分比率は前期比で改善、ネット D/E レシオも前期と同水
準となり、 財務規律を維持しています。

ROE、ROICとも、COVID-19に起因する第1四半期の急激な受注減および第
4四半期における一時費用（ユーシン欧州構造改革費用等）等の影響により低
下しました。

地球温暖化に関わるCO₂排出量を総量、生産高原単位でとらえています。2021年
3月期は前期に比べ、総量で5.3%増加、生産高原単位で4.3%増加となりました。

環境省の発行する「環境会計ガイドライン2005年版」を参考に、投資額、費用
額の集計をおこなっています。2021年3月期の投資額、費用額を合わせた環境
保全コストは55億円となりました。

2021年3月期のグリーンプロダクツの売上高は5,965億円で、全売上高（自社
で設計ができない製品を除く）の87.4%でした。

多様な人材が能力を最大限に発揮できる環境づくりによって、新たな価値観や競
争力の創出を目指し、女性活躍を推進しています。2021年3月末の女性従業員
比率は63.7％、管理職比率は17.4％となりました。

男女間で大きな差はなく、グループ全体では女性の勤続年数が長いことから、引
き続き育児休業後に就業継続できる職場環境づくりに取り組んでいきます。
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■ 地域別従業員数

ヨーロッパ 5,452名

アジア 66,090名

アメリカ 3,449名

日本 8,572名

海外従業員比率

89.7%
2021年
6月末現在

海外売上高・生産高比率がそれぞれ7割、9割近い数値のため、海外従業員比率
は89.7％と高い数値となっています。

女性 63.7%

女性17.4%

女性 59.0%

男性 36.3%

男性 82.6%

男性 41.0%

従
業
員

管
理
職

新
規
採
用

2021年6月末現在 （年）

女性17.2国
内

海
外

グ
ル
ー
プ

男性 17.3

女性12.4
男性 9.6

女性12.5
男性11.4

2021年6月末現在

財務ハイライト

グリーンプロダクツ P.54

非財務ハイライト
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第3章　価値創造への取り組み
 事業別戦略

2021 年 3 月期実績

売上高 1,574億円

ハイライト
ボールベアリングの総販売数量、
生産数量は単月で過去最高を記録

●  最終製品のエネルギー効率化やダウンサ
イジングに貢献する高品質ベアリング全
般の需要増加。

●  自動車の電装化、EV化を背景とする1台当
たりベアリング使用数量の増加。

●   データセンター向けをはじめとする冷却
装置向けベアリングの需要増加。

●   航空各社による低燃費高効率エンジンを
搭載した新型航空機への転換。

●  競合各社によるミニチュア・小径ボール
ベアリング市場への参入意欲の高まり。

●  HDD市場の縮小に伴うピボットアッセン
ブリー販売数量の中長期的な減少トレンド。

●  世界的な旅客需要の低迷による新造航空
機の生産レート低下。

●  ボールベアリングの能力増強を早期に実
施し、競争力をさらに強化。

●  航空機向けベアリングの強みをいかしシェ
アアップをはかる。

●  積極的なM&Aで機械加工品における新た
な柱を打ち立てる。

●  製品の精度をさらに引き上げ、顧客に新
たな価値を提供。

■ 主要製品2021 年 3 月期実績

主な製品
HDD スピンドルモーター、ステッピングモーター、
ファンモーター、DC モーター、
LED バックライト、レゾナントデバイス、
センシングデバイス

ハイライト
モーターを中心とした安定的な
成長の土台が確立

■ 主な用途
●  省エネルギーや静音化に貢献する小型で

精密なモーターの需要増加。

●  自動車の EV 化によるモーターの新規分
野への参入機会が拡大。

●  産業機械／ FA ／ロボット市場の拡大に
よるアクチュエータ、冷却FAN等の需要
増加。

●  レゾナントデバイスをはじめとする新規
市場の形成。

●  中国における低コストな競合メーカーの
台頭。

●  原材料および部品価格の高騰による収益
構造への影響。

●  新技術による既存技術の代替が想定以
上のスピードで進展。

（HDD市場、スマートフォン市場）

●  成長市場では注力分野での需要増に対応
し拡販。

●  成熟市場では設計変更や材料費低減を含
めたコスト削減等で競争力を強化。

●  相合による強みをいかし他社に先行した
製品開発により事業機会を獲得。

■ 主な用途

■ 主要製品2021 年 3 月期実績

主な製品
精密部品、光デバイス、電源、
機構部品、車載製品、アナログ半導体

ハイライト
アナログ半導体の大幅な利益拡大
で確かな収益源として確立

●  車載、コミュニケーション、医療等の主
要分野におけるさらなる低消費電力・小
型・高精度化へのニーズ拡大。

●  非接触型製品の需要増加を受け無線通信
技術、センサIC等の活用機会拡大。

●  AI/ビッグデータを背景とする自動車、住
宅機器、インフラ等のコネクティビティ
向上。

●  既存技術を代替する新技術／アプリケー
ションの台頭。

●  中国における低コストな競合メーカーの
台頭。

●  米中貿易摩擦に伴うハイテク産業に対す
る規制強化。

●  半導体の業界再編による大型 M&A と寡
占化。

●  技術力をいかした新製品の開発および新
規顧客の開拓に注力。

●  事業の成長フェーズに合わせた設備投資
計画の見極め。

●  アナログ半導体の能力拡張および社内リ
ソースとのシナジー創出による競争力の
強化。

電
子
機
器
事
業

ミ
ツ
ミ
事
業

ユ
ー
シ
ン
事
業

機
械
加
工
品
事
業

■ 主要製品2021 年 3 月期実績

主な製品
自動車部品（ドアラッチ、ドアハンドル等）、
産業機械用部品、
住宅機器用部品（ビル、住宅用錠前その他）

ハイライト
構造改革に着手し、成長領域に
リソースを集中

■ 主な用途
●  自動車におけるドア開閉システムの電動化／

高機能化に伴う高付加価値品へのシフト。

●   コネクテッドカーへのシフトによるデジ
タルキー市場の増加。

●  ハンドル、ラッチ、CSD* の高付加価値
化による1台当たり要素部品点数の増加。 
＊Compact Spindle Drive

●  CSDの搭載率向上。

●  競合他社による攻勢の強化およびそれに伴
う価格戦略への影響。

●  景気動向や部品調達難等を背景とした自
動車メーカーの生産調整。

●  部品／機能の安全性や共通化等の要因に
より自動車メーカーが既存製品を選好す
る可能性。

●     構造改革の実施により低価格品から高付
加価値品にシフトする。

●  技術のプレゼンスを高め、高級車メーカー
向けハイエンド製品の開発を加速する。

●  当社独自のモジュール化／アクチュエー
タ化による共通エンジンを開発する。

■ 主な用途

外部
シリンダー

内側
（サムターン）

営業利益 312億円

売上高 3,638億円

営業利益 176億円

売上高 3,610億円

営業利益 198億円

売上高 1,051億円

営業損失 19億円

自動車

データセンター

航空機

HDD

ドローン 医療機器

ロボット

高級家電

スマートフォン

OA 機器ゲーム機器

ウェアラブル機器

自動車 高級家電

医療機器

HDD

農業機械

建設機械 住宅機器

IoT 機器自動車 高級家電

医療機器ゲーム機器

機会 リスク 機会とリスクへの対応

機会 リスク 機会とリスクへの対応

機会 リスク 機会とリスクへの対応

機会 リスク 機会とリスクへの対応

自動車

■ 主要製品

主な製品
ボールベアリング、ロッドエンドベアリング、
スフェリカルベアリング、ファスナー、
ピボットアッセンブリー

スマートフォン ウェアラブル機器

　もともとはボールベアリング専門メーカーとして創業した当社は、機械加工で培った超精密加工技術をはじめとする
コア技術を電子機器事業へ応用。
　多角的な事業ポートフォリオが世界でも類をみない「相

そうごう
合精密部品メーカー」としてユニークなポジションを構築し、

リスク分散にも寄与しています。

　各事業セグメントでダイナミックに市場展開しており、それぞれ異なる事業機会、リスク、そしてそれらに向けた
対応策があります。次ページ以降では、事業概況を含む事業戦略を説明します。

データセンター
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使用いただくことでCO₂の排出を従来よりさらに大幅に削
減することが可能になるというものです。結果として、当
社の競争力の源泉である品質、供給力、価格のうち、品
質に「グリーン」という要素が加わり、収益基盤を一層強
固にすることになります。
　今後も、環境負荷の低減を目指した製品づくりに取り組
んでまいります。

があります。米国のNHBB 社は耐熱鋼等の特殊材料を用
いた製品開発のほか、大型ベアリングも生産しています。 
　このように、グループ全体のテクノロジーを相合して新
規分野を切り開いてまいります。

　カーボンニュートラル時代において、納品先であるセット
メーカー様は自社製品を通してCO₂排出を低減することが
大変重要になると考えます。そのために「エコな部品」を
調達する必要性が生じます。
　このような将来のトレンドを見据え、ミニチュア・小径
ベアリングの新しい製品戦略として品質を圧倒的に引き上
げる取り組みを開始いたしました。当社製ベアリングをご

　ボールベアリング事業における新しい取り組みとして、
外径100mmまでの比較的大きなサイズの製品開発をお
こなっています。主なターゲットは新エネルギー車（NEV, 
New Energy Vehicle）の主機モーター向けで、高速回転、
電食対応、耐久性、省電力化といった
技術が要求されます。ここには、当社
がミニチュア・小径ベアリングで確立し
てきたコア技術に加え、グループ会社の
技術力をいかすことができます。
　具体的には、欧州のマイオニック社は
超高速回転用途で、セロベア社はセラ
ミックスを用いた製品開発で高い実績

　当社のDNAともいえる超精密加工、垂直統合、グロー
バル展開、大量生産といった根源的な強さにより、圧倒的
な市場シェアと高水準のQCD*が確立されています。当社
はいち早く海外展開をはかり、部品や設備の内製／保全能
力も強化することで超高品質と低コストの両立を果たしま
した。設備投資の額では測定できない、長年にわたるノウ
ハウの蓄積が参入障壁を形成し、競合メーカーによる参入
を事実上不可能にしています。

コア・コンピタンス
　機械加工品事業は、当社創業以来のコア事業として安
定的かつ永続的な成長を維持するとともに、ポートフォリ
オを拡充することで成長領域を最大化することが基本戦略
となります。そのために、すでに市場で圧倒的な競争優位
性を誇るミニチュア・小径ボールベアリングをさらに強化
するとともに、新技術の獲得やポートフォリオの拡充等を
目的とする積極的な M&Aを通して、収益基盤をさらに強
固にすることに取り組んでいます。

次の10年を見据えた基本戦略

『「相
そうごう

合力」でオンリーワンを目指す』戦略

社会課題を解決するソリューション創出

 機械加工品事業ハイライト

*Quality（品質）、Cost（コスト）、Delivery（納期)の略

売上構成比

16％

ROIC

19％

ボールベアリング
外販数量

約2.1億個／月

ボールベアリング
生産数量

約2.6億個／月
（+内販0.55億個／月）

2021年3月期の概況 

ミネベアミツミ
● 小径ミニチュアサイズ　世界シェアNo.1
● 低コスト・大量生産技術
● 要素開発技術
（材料、トライポロジー）

myonic
● 医療、航空宇宙関連用の開発生産
● 高速回転用途に強み

NHBB
● 航空、医療向け特殊ベアリングの
開発生産

● 小径～大径
サイズ

CEROBEAR
● セラミックス材料技術（航空、F1、産機）
● カスタムメイド開発生産（～大型サイズ）

日本・アジア 欧州

欧州アメリカ

テクノロジー
相合

超高品質品向けを中心とした
構造的需要増と圧倒的競争力で、
力強い成長

■ 営業利益／営業利益率

常務執行役員
機械加工品事業本部長

水間　聡

機械加工品事業

（10億円）

157.4
170.0

30.0

130.5

■ ボールベアリング　■ ロッドエンド・ファスナー　
■ ピボットアッセンブリー　

19.5

25.0

126.5

18.5

27.8

109.1

20.5

180.0
200.0

143.0

37.0

20.0

0

50

100

150

200

’20/3 ’22/3 計画 ’23/3 計画 ’24/3 計画’21/3

180.9

39.3

117.1

24.5

■ 売上高

　主力製品であるミニチュア・小径ボールベアリングは、
データセンター向けにおいて需要が堅調に推移したことに
より売上高は増加しました。ロッドエンドベアリングは、
航空機関連の需要減により売上高は減少しました。ピボッ
トアッセンブリーは、HDD市場の縮小を受け売上高は減
少しました。 
　この結果、売上高は1,574億円、営業利益は312億円、
営業利益率は19.8%となりました。

2021年3月期の概要

　ボールベアリングは自動車向け、データセンター向けを中
心とした幅広い用途において、力強く需要が増加しています。
　ロッドエンド・ファスナーを含む航空機向けビジネスは、
期初時点では前年度並みで推移する前提としています。ピ
ボットアッセンブリ−はHDD市場の縮小に伴う需要減少
を見込んでいます。

2022年3月期の見通し

ボールベアリングの成長が
航空機の低迷を跳ね返す

ボールベアリング 販売
自動車、データセンターを筆頭に
外販数量に生産能力が対応する

主なポイント

1
2
3
4

ボールベアリング 生産
月産 345 百万個体制を確立する

ロッドエンド・ファスナー
コロナ後の大幅な
需要回復を見据えて体質強化

精度大幅アップによる超高性能
ベアリングの量産体制を構築中

中期事業計画

■ 営業利益（左軸）　● 営業利益率（右軸）
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第3章　価値創造への取り組みー事業別戦略　

※’22/3～’24/3計画は2021年5月時点。
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　今後も、部品メーカーとして供給責任を果たすと同時に、
気候変動への影響の低減といった社会課題の解決に貢献
してまいります。

ロボティクス・車載製品への展開を加速し、ポートフォリオ
の拡大と付加価値の拡大を実現してまいります。

　カーボンニュートラルに向けた取り組みの一環として、相
合をいかした小型で精密なモーターの供給を通じてお客様
の環境負荷低減に貢献していく方針です。例えば、ICT社
会が実現されていくなかで、データセンターの電力消費／
CO₂排出量が社会的課題になっています。このような課題
に対して、当社では最高品質のベアリング、モーター、ア
ナログ半導体などを相合した冷却用ファンを供給すること
で、長寿命、高耐候性、省電力、静音化といった側面から
環境負荷を低減させることができます。

　モーターにおける相合は、機能部品を複合化すること
により付加価値を高めていくことです。具体的には、モー
ターと減速機やエンコーダを統合することによるモジュー
ル化、またはモーターと制御機器を統合することによるユ
ニット化などがあります。複合化によりモーターのビジネ
スモデルを単体型から提案型へより高付加価値の領域へ
転換することが可能となります。例えば、高効率・高精度
のベアリングと高耐熱磁石との相合をはかり150℃の高熱
に耐える車載モーターが実現されます。これまで OA機器
やPC周辺機器向けで培った強みをいかしながら情報通信・
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■ 営業利益（左軸）　● 営業利益率（右軸）

（10億円） （%）

17.6 17.6
22.0

28.0
8.4

33.0

’20/3 ’22/3 計画 ’23/3 計画 ’24/3 計画’21/3

4.8
4.6

6.6
7.7

　超精密加工、垂直統合、グローバル展開、大量生産と
いった当社のDNA に加え、センサー、光学、磁気などエ
レクトロニクス分野のコア技術を融合。厳しい品質特性が
要求される自動車向けや、短期間での品質・数量を両立し
た垂直立ち上げが要求されるスマートフォン向けなど、広
範な市場に製品を展開。生産の自動化／半自動化や従業
員の教育訓練の整備など、顧客要求に応じたダイナミック
な拠点体制も競争力の源泉となっています。

コア・コンピタンス
　電子機器事業の基本戦略は、コア事業であるモーター
およびセンサーの基盤強化に向けて、サブコア事業で創出
したキャッシュをコア事業に再投資し利益を最大化させる
ことです。技術変化が速く収益機会の大きいサブコア事業
においては、徹底した固定費軽減策と事業リスクの適正な
見極めをすることが重要な課題となります。長期安定的な
成長に向けて、ポートフォリオの拡充や他の8本槍製品と
の相

そうごう
合による新たな事業領域の開拓をおこないます。

次の10年を見据えた基本戦略

ポートフォリオの拡充により
新たな事業領域を開拓し、
長期安定的な成長へ

■ 営業利益／営業利益率

取締役副社長執行役員
電子機器事業本部長

岩屋 良造

電子機器事業

『「相合力」でオンリーワンを目指す』戦略

社会課題を解決するソリューション創出

 電子機器事業ハイライト

（10億円）

363.8
335.0

61.0

265.0

■ モーター　■ エレクトロデバイス　
■ センシングデバイス　■ その他　

34.0

58.0

240.0

32.5

124.7

201.9

32.6
4.6

365.0
395.0

284.0

67.0

39.05.0
5.0

0

50

100

150

200

250

300

350

400

’20/3 ’22/3 計画 ’23/3 計画 ’24/3 計画’21/3
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162.4
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■ 売上高

　モーターは第1四半期は前年同期比で大きく減収となっ
たものの、第2四半期以降の鮮明な受注回復を受け通期で
大幅な増収となりました。LEDバックライトはスマートフォ
ンにおける採用モデルの減少に伴う需要減により、売上高
は減収となりました。
　この結果、売上高は3,638億円、営業利益は176億円、
営業利益率は4.8%となりました。

2021年3月期の概要

　モーターは成長が加速し、大幅な増収増益を見込んで
います。エレクトロデバイスはLEDバックライト採用モデ
ルの台数減少による減収減益を見込んでいます。センシン
グデバイスは売上高はほぼ横ばいも収益性の改善による増
益を見込んでいます。
　なお、2022年3月期より一部事業についてセグメントの
移管を実施しております。

2022年3月期の見通し

売上構成比

37％

ROIC

10％

モーター事業

収益拡大
製品ポートフォリオ

拡大中

モーターを収益の柱として 
成長が加速

モーター
すべての製品領域で
次なる成長ステージへ

主なポイント

2021年3月期の概況 

1
2
3

LED バックライト
製品ミックスは 
車載とスマートフォンで継続

センシングデバイス
車載向けおよび産業向け

（成型機等）の拡販

中期事業計画

CAE解析技術

高性能磁石技術

内製部品技術半導体 /センサー技術

車載アクセス製品技術

複合製品開発

制御ソフトウェア技術

軸受け技術

ミネベアミツミ
の固有技術

新セグメント 新セグメント

第3章　価値創造への取り組みー事業別戦略　

※’22/3～’24/3計画は2021年5月時点。

ファンモーター製品群
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で回転するため非常に厳しい特性が要求されますが、当社
の長年にわたるベアリングの蓄積された経験智をいかすこ
とで実現することができました。今後も、当社が保有する
コア技術を相合し新たな付加価値
を創造、提案してまいります。

　地球規模で気候変動が進む中、さまざまな環境データ
の変化から自然災害の要因を分析／見える化し、さらに将
来起こりうる事象と影響を予測することがますます重要視
されています。ミツミ事業はその前身のミツミ電機創業時
よりセンサー技術のほか高周波技術や無線通信技術等の
コネクティビティに関する技術開発を強みとしていることか
ら、環境モニタリングシステムの構築に向けて大きな事業
機会があります。
　例えば、当社のMEMS技術を活用することにより温湿度、
気圧、気流、雨量、紫外線などが一つの小型デバイスで簡
単に測定することが可能となります。さらに、今後はエイ
ブリックのバッテリレス技術やこのたびオムロン株式会社

　自動車の高度な自動運転技術で必須とされるLiDARに
向けて新製品の開発に注力しています。LATM＊という当
社独自の磁気回路設計から生まれた回転往復運動アクチ
ュエータで、LiDARのミラー角度を高速・高精度で制御す
るものです。ここで活用される要素技術の一つに超高精度
のミニチュア・小径ベアリングがあります。通常ベアリン
グは一方向に回転するのに対してLATMでは往復（双方向）
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■ 営業利益（左軸）　● 営業利益率（右軸）
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　センサー、光学、MEMS（微小電気機械システム）、高周
波技術、電気回路技術、半導体設計技術に代表される超微
細加工が求められる分野における技術開発力が競争力の原
点です。さらに、経営統合によりミネベアミツミのDNAであ
る超精密加工や垂直統合等のコア技術が融合したことで、開
発から量産まで顧客の細かなニーズに一気通貫で対応する体
制を整備しています。新8本槍製品の半数がミツミ事業に属
し、グループ全体の「相合」を創出する原動力となっています。

コア・コンピタンス
　事業の絶対的な永続性の観点から、新8本槍製品を構成す
る5分野を将来のコア事業として力強く成長させることが、ミ
ツミ事業として最も重要な課題であると認識しています。その
ために、サブコアビジネスが生み出すキャッシュを成長原資と
して新8本槍製品を強化することが、ミツミ事業の基本戦略
となります。その執行は、①自律的な成長、②これらの事業
を包含する新製品の開発、③これらの事業を有効に活用でき
ると思われる会社のM&Aをおこなうことで達成されます。

次の10年を見据えた基本戦略

8本槍製品の相
そ う ご う

合により今後の
成長分野に向けた新製品を開発し、
グループ全体の事業機会を創出 

■ 営業利益／営業利益率

取締役副社長執行役員　
ミツミ事業本部長

岩屋 良造

ミツミ事業

『「相合力」でオンリーワンを目指す』戦略

社会課題を解決するソリューション創出

 ミツミ事業ハイライト

（10億円）
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■ 売上高

* Limited Angle Torque Motor

　機構部品は世界的な外出抑制による需要増を受けて増
収となりました。アナログ半導体はエイブリックの新規連
結および好調な受注を受けて増収となりました。
　この結果、売上高は3,610億円、営業利益は198億円、
営業利益率は5.5%となりました。営業利益については、
光デバイスおよびアナログ半導体において合わせて約40億
円の一時的費用があったことを勘案すると、実質的には前
期比で大幅な増益となりました。

2021年3月期の概要

　光デバイスは主要顧客における新付加価値モデルの増加
により、増収増益を見込んでいます。アナログ半導体は好
調が継続する見込みです。

2022年3月期の見通し

売上構成比

36％

ROIC

12％

機構部品

増収増益
アナログ半導体

大幅な
増益

（一時的費用を除く）

ゲームに頼らない収益体質が確立

光デバイス
さらなる業界プレゼンス強化

主なポイント

2021年3月期の概況 

1
2
3
4

アナログ半導体
シナジーとオーガニックの両輪で
成長が加速

機構部品
相合力を活用し
新規 OEM ビジネス開拓へ

コネクタ／スイッチ／電源
NEXT 半導体のための注力

中期事業計画

新セグメント 新セグメント

第3章　価値創造への取り組みー事業別戦略　

※’22/3～’24/3計画は2021年5月時点。

から取得した MEMS 事業等も相合することで、設置可能
領域がさらに拡大します。
　このように、さまざまな社会課題の解決に積極的に取
り組み環境品質の
向上に努めてまい
ります。

当社製統合型環境センサーの
計測可能なデータの事例
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離れると自動的に閉まります。また、アウターハンドルの
グリップを軽く握ることで自動でドアロックを解除したり、
半ドアの状態で自動で完全ロック状態まで閉めたりするこ
とができます。このように、自動化／電動化という特徴を
いかしハンズフリーでドアの開閉を制御することで、利用
者にさらなる利便性を与えることができます。
　今後も、当社技術をいかした安心、安全な製品の供給
を通して、社会の発展に貢献してまいります。

もと新規顧客の獲得も視野に入れた拡販を目指します。

　スマートフォンを使用したデジタルキーの普及を通して、
福祉車両や介護の必要な方、お年寄りにとって使いやすい
車づくりに貢献できると考えています。
　当社が独自に開発したe-Accessは、キーの認証から
ドアのアンロックやオープンまでの乗降システムをスマート
フォンと連動させる技術です。それにより車両がスマート
フォンの位置に応じてドアの開け閉めを電動で自動的にお
こなうことが可能となりました。例えば、スマートフォンを
持って車両ドアに近づくと自動的にドアが開き、車両から

　ミネベアミツミが保有する製品開発力を相合することで
自動車の開閉機構の進化に大きく貢献することができま
す。一例として、年々車両への搭載率が加速しているパ
ワーリフトゲート向け CSD* があります。CSD の心臓部
ともいえるモーターとベアリングはミネベアミツミ製を搭
載し、モーター、ハーネス ASSYおよびギアボックスをユ
ニットとして集中生産することで安定的に高品質な製品を
生産しています。その他、当社独自のモジュール化／アク
チュエータ化による共通エンジンを開発することで他社と
の違いを創出し、ミネベアミツミの効率的な生産体制の

■ 営業利益（左軸）　● 営業利益率（右軸）

（10億円） （%）
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　メカニカル機構から電子技術、さらにはソフトウエアま
で、クルマに関するあらゆる分野のシステムを開発設計か
ら生産まで一貫して手掛けるノウハウ。広島マザー工場では、
商品開発、試作、量産、市場投入、品質保証まで一貫対
応するほか、金型を中心とする基幹部品の内製化により外
部へのノウハウ流出も防止しています。

コア・コンピタンス
　ユーシン事業は、欧州事業のターンアラウンドとシナ
ジーの創出をはかり、車載ビジネスを中核として住宅機器
も事業拡大していくことが基本戦略となります。そのため
には、品質改善や生産性の向上、経営管理体制の強化な
どのほか、グループ全体のグローバル人材や製造ノウハウ
を注入することで早期の収益改善を進めるとともに、技術
の「相合」により競争力のある製品を確立してまいります。

次の10年を見据えた基本戦略

欧州事業の早期ターンアラウンドと
シナジー最大化をはかり、
車載ビジネスを中心に競争力向上へ

■ 営業利益／営業利益率

常務執行役員 
ユーシン事業本部長

芳川 浩士

ユーシン事業

『「相
そうごう

合力」でオンリーワンを目指す』戦略

社会課題を解決するソリューション創出

 ユーシン事業ハイライト

（10億円）
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■ 売上高

*  Compact Spindle Drive

自動車部品は、主に第 1 四半期における自動車市場減速
により売上が大幅に減少しました。これは、新型コロナウ
イルスの拡大により欧州を中心に稼働制限の影響を受け、
生産が大幅に低下したことによります。第 2 四半期以降は、
市場回復に伴い売上高も回復傾向が続きました。

この結果、売上高は 1,051 億円、営業損失は 19 億円、
営業損失率は 1.8％となりました。営業損失については、
構造改革に係る約 43 億円の一時的費用があったことを勘
案すると、実質的な営業利益は前期並みとなりました。

2021年3月期の概要

　自動車市場の回復による影響などにより、増収と損益の
改善を見込んでいます。欧州における構造改革について、
人員削減は2022年3月末までに実施する計画としています。

2022年3月期の見通し

売上構成比

11％

ROIC

-2％

内製率UPによる

コスト
低減

全社の技術を相合した

新製品

成長領域にフォーカスし
業績改善をはかる

構造改革①
欧州における今期 300 名の
人員削減は来期より収益貢献

主なポイント

2021年3月期の概況 

1
2
3
4

構造改革②
低価格品からの撤退

高付加価値製品へのシフトを加速
① CSD
② Flush handle
③ e-Latch

相
そうごう

合戦略の成果が発現開始

中期事業計画

新セグメント 新セグメント

CSD

第3章　価値創造への取り組みー事業別戦略　

※’22/3～’24/3計画は2021年5月時点。
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第3章　価値創造への取り組みーAI・DX推進

経営理念実現のために DX を駆使し、業務遂行力を飛躍的に向上させます

ミネベアミツミグループでは、経営理念実現のため DX を有効な手段として活用し、

グループすべての事業部で業界最高水準の生産性への向上を目標に掲げています。

そのため当社グループでは AI・DX を経営資本強化策として推進していきます。

取り組み概要

DX 推進に向けた課題認識と解決策 / 対応状況は下記のとおりです。

課題 解決策 / 対応状況

社員のデジタル
受容度

社員のデジタル
受容度向上

●  ビジネスコミュニケーションツール等の導入により、社員のデジタル受容度､ 
デジタル ･ リテラシーは向上中

●  デジタル人材育成により、変革の推進力とスピードがアップ
●  各現場と連携し､ 目的を明確化することに注力できる体制を整備

システムの
効率性

システムの
効率性追求

●  データアクセス､ 分析､ 分析結果のアクションの効率性を重視
●  データ活用を前提に､ 新たなビジネスモデルを構築中
●  DX につながる DI（データ・インテグレーション）を推進し、可能な価値提供

を検討

セキュリティ
問題

セキュリティ
対策

●  クラウド活用に向けた運用環境の整備
●  ゼロトラスト セキュリティ対策の早期実現

（すべての通信を信頼しないことを前提に、さまざまなセキュリティ対策を講じる）

　2020年8月に私一人でスタートした AI・DX推進部門は、1年間で15名の部門
に成長しました。
　DXを有効な手段としてフル活用し、グループの経営理念の実現と、すべての事
業部における業界最高水準の生産性の向上を目標に、当社グループの発展と成長
に貢献していきます。
　発足後のおよそ9か月間で、クラウドを活用したビジネスコミュニケーション・ツー
ルの導入や、e-Learningプラットフォーム「ミネベアミツミ・アカデミー」のサー
ビスインをおこない、社員間の知識の共有を促進し、デジタル受容度が大きく向
上しています。また、今後はゼロトラスト セキュリティ対策 * を推進しながら、社
内のデータへのアクセス、分析結果のアクションへの連携を加速し、グループ間
におけるデータの共有、有効活用や、重複作業の回避を前提とし、新たなビジネ
スモデルを策定する予定です。
 *   ゼロトラストとは「すべてを信頼しない」ことを前提に対策を講じるセキュリティの考え方。 従来のセキュリティ対策のように、

信頼できる「内側」と信頼できない「外側」の境界線で対策を講じる方法から、より厳しいものへと進化しています。

ゼロトラスト セキュリティ対策を推進しながら、新たなビジネスモデルを構築します

　当社グループの各事業本部、事業所でアサインされている「DX アンバサダー」との連携を密接におこない、IoT、
AI、5G、等の最近のテクノロジーを利用し、高い技術力を擁する精密部品のサブスクリプション・モデル等の新
たなビジネスモデルの構築を目指します。

CDXO

佐内 桐梧

CDXO (Chief Digital Transformation Officer) コメント

お客様やステークホルダーへ価値を提供する DX

社会課題解決につながる新たなビジネスモデルを構築

データの有効活用
・ 社会、技術の変化に対応した IT の構築
・ リアルタイムに「データを可視化」し、提供する
・ 最新状況と事実の分析に基づいたスピード経営をサポート

Step3
デジタル・インテグレーション
・ 手書き情報、サイロ化、分断されたデータを統合
・ データを貴重なリソースに転換

Step2

成長と発展のための変革
・ 成長への情熱を燃やす
・ 価値あることを、速く

Step1

業務改革こそが DX の本分です。
人財情報を経営にいかすための
人事管理プラットフォームの構築と人事情報の一元化、
さらに、クラウド型 営業管理（SFA）・顧客管理（CRM）
プラットフォームの導入により業務の効率化、
製造データとの連携を確立し、
製販一気通貫のワークフローを

DXで実現していきます。

Step4 DX を有効な手段として活用
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第3章　価値創造への取り組みー非財務資本の強化

　ミネベアミツミの競争力の源泉である製造資本の強みは、超精密機械加工技術と大量生産を両立する垂直統合生産シ
ステムです。また、グローバル生産体制を拡充し、蓄積された製造ノウハウをグループ全体で共有することで、さらに超
高精度・高品質製品をスピーディに供給し、世界のものづくりをお支えしています。

■  事例 
ボールベアリング事業部　 
生産地 Mix

製造資本
の強み

垂直統合生産とグローバル生産で
蓄積されたノウハウを全世界で共有

　当社の強みである「多様性」は製造資本でも力を発揮し
ています。22カ国95拠点に広がる生産・研究開発拠点の
なかで、日本国内のマザー工場と、タイ、フィリピン、中国、
カンボジアなど東南アジアや欧米の量産拠点が緊密に連
携し、多様な市場ニーズに迅速かつ柔軟に対応しています。
　また、ベアリング、モーター、センサーなど、ほとんど
の事業が複数の国に拠点を持ち、同一国内でも複数拠点
を構えることで、リスク分散体制を強化しています。単なる
リスク分散にとどまらず、すべての国の全拠点で「同じ技術、
同じ管理」の指導をおこない、生産国が違っても「同じ品質」
の製品を生産できる体制を整備することで、例え一部の地

超精密機械加工技術と大量生産を両立させる垂直統合生産システム

超高精度な品質

スピーディ·
安定供給

製造コストの低減

部品から工程まで
自社で管理

強み 1 垂直統合生産システムの強さ・メリット

強み 2 グローバル生産体制のメリット

強み 3 蓄積された製造ノウハウ

ベアリングをはじめとする超精密部品
の多くは、ミクロン（100 万分の１）、ナ
ノ（10 億分の１）の加工精度が求められ、
億単位の大量生産が求められます。

ミネベアミツミは、自社技術で設計・
開発から組立・検査まで社内で管理する

「垂直統合生産システム」を確立し、製
造コストを低減するとともに、高精度か
つスピーディな供給を実現しています。

製品の
設計・開発

構成部品の
大量生産

生産設備・治具の
設計、製作

構成部品の
組立・検査

ベアリングの中でも極小・ミニチュアサイズに特化し
て製造力を磨いてきたミネベアミツミでは、性能・品質・
歩留率を極限まで高め、高いレベルで生産性改善に取り
組んできました。これらの製造ノウハウは、ベアリング

だけではなく、モーターや電子機器などグループ全体で
共有され、当社製品の差別化につながっています。製造
支援の専門部隊も編成され、経営統合においても、早
期のシナジー発揮を可能にしています。

域で生産が止まっても、お客様の要求する水準の製品を供
給する、真の意味でのリスク回避を実現しています。
　また地産地消も視野に入れた「同じ型式の複数工場での
生産」を意識したリスク分散も実施しています。

ミネベアミツミは、従前より経営理念・社是に基づき、
量産拠点であるタイ、上海工場で工場ゼロ排水システム
の運用をはじめ、環境に配慮した取り組みをおこなってき
ました。今後も、量産拠点であるタイの主要 2 工場の太

ミネベアミツミは、世界トップシェアの製品を持つ部品
メーカーとして、お客様への供給責任を果たすことが社会
的責任であると考え、グローバルな規模でリスク管理体制
の拡充に努めてきました。

新型コロナウイルスの感染拡大においても、社長をトッ
プとする対策本部を早期に立ち上げ、感染対策のベストプ
ラクティスや物流、調達、営業情報などをグローバルに共
有し、影響を最小限にとどめています。　　

また、中国での感染流行時は、タイ・カンボジア・フィ

戦略 1 製造における環境負荷低減

戦略 2 リスクマネジメントの強化

製造資本
の戦略

環境負荷低減とリスク対策の徹底・
圧倒的な供給力のさらなる向上

　ミネベアミツミは製造における環境負荷低減により一層注力するとともに、リスクマネジメントを徹底し、部品メーカー
としての供給責任を果たしていきます。さらに、設備の自働化・部品の内製化などを通して、垂直統合生産体制をより一
層強化し、スピーディかつ圧倒的な供給力のさらなる向上を目指します。

技術革新の変化のスピードはこれまで以上に加速化・多
様化し、部品メーカーとしても市場や完成品メーカーのお
客様に、より一層スピーディに、大量に、フレキシブルに
製品をお届けすることが求められています。

当社は、これまで垂直統合生産で磨いてきた内製部品・
生産設備の製造ノウハウを多岐にわたる事業で共有し、生
産性を極限まで高めていきます。部品や生産設備の内製化
は、コスト低減、生産性改善、急なモデル変更などへのス
ピーディかつ柔軟な対応を可能にし、当社製品の競争力を
強化しています。今後も、さらなる部品・設備の内製化率

戦略 3 スピーディかつ圧倒的な供給力の向上

陽光発電システムの導入を皮切りに、世界的に気候変動・
脱炭素に注目が集まる中、環境負荷低減により一層力を
入れていきます。

環境への取り組み P.53

リピンなどで生産をカバーし、続いて世界に感染が拡大
した際は中国が他拠点の生産をカバーするなど、分散した
生産拠点ネットワークを活用し、工場の操業と顧客への
出荷を続けてまいりました。　

今後も、トップ・従業員が一丸となって危機に立ち向か
い、逆境に揺るぐことのないリスクマネジメントの強化に
全力を尽くしてまいります。

コーポレート・ガバナンス　リスクマネジメント P.74

の向上、自社の生産設備を活用した自働化の推進、最適
な生産監視システムの確立などに取り組んでいきます。

また、タイのバンパイン工場における多目的工場建設へ
の投資、オムロン株式会社のアナログ半導体・MEMS 工
場取得など、投資や M&A を通して、常に先手をうち、将
来を見据えた生産能力増強をおこなっています。

今後もさまざまな手段で生産性向上、生産能力増強に
努め、スピーディかつ圧倒的供給力をさらに磨き上げてい
きます。

タイ

中国

シンガポール
カンボジア

総監督：
マザー工場
日本（軽井沢）
からノウハウ伝達
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第3章　価値創造への取り組みー非財務資本の強化

■ 日本　■ 海外

2021年6月末

83,563名

2011年5月末

54,037名

1.6倍

海外従業員比率

89.7％
　従業員ひとりひとりが強い「個」として自身の未来を切
り開き、仲間と「チーム」となって当社のみならずグロー
バル規模の未来の創造にも責任を持つ、という信念をもっ
て仕事に臨むことを支援していきます。
　特に、当社の強みであるグローバル規模の人材や熟練
工 /エンジニアのスキルをさらに強化していきます。この
1年間は新型コロナウイルスの影響で減速させる取り組み

　人材の多様性は、当社の技術革新・相
そうごう

合活動の源泉です。
　当社の強みである多様性（ダイバーシティ）をさらに進
化させ、人材の多様性を受け入れ、認め合い、新たな価
値を生み出す活動（インクルージョン）を促進していきます。
　特に近年、新たな知識・技術・経験を補強するためにマ
ネジメント層を含む中核人材を外部から積極的に採用し、

戦略 1 グローバル規模の人材育成・組織強化

戦略 2 ダイバーシティ＆インクルージョン（D&I）の推進

マテリアリティ
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技術、グローバル感覚、専門性とのバランス感覚をもった
知識を知恵に変えることができる熟練工やエンジニアを育
成し、ノウハウを継承し続けています。
　さらに、継承された製造ノウハウが属人化することなく、
チーム内で共有し進化させて成果を出すチームづくり（チー
ムビルディング）に力を入れています。

　ビジネスのグローバル展開で組織を拡大してきたミネベアミツミグループに
とって、人材の多様性は組織の強みのひとつです。ミネベアミツミグループは、
創業以来 M&Aや海外進出を積極的におこない、多様な製品・技術、人材・ カ
ルチャーなどを受け入れ、進化させながら、事業を拡大してきました。
　特に近年は、新しい知識・技術・経験を獲得するためにマネジメント層を含む
中核人材を外部から積極的に採用し、組織変革を加速化させています。
　グループ全体の女性従業員の割合は、2021年6月末時点で63.7%、また、女
性管理職比率は17.4%となっており、世界各国で多くの女性が活躍しています。

人的資本
の強み

人的資本
の戦略

熟練工/エンジニアが事業の基盤を盤石にし、
グローバルレベルの多様な人材集団が
ビジネスの幅と奥行きを広げていく

強みをさらに強化し、最大限のパフォーマンスを
発揮できる環境を整えることで
経営戦略の実現を加速化させる

■  グループ従業員数の推移

女性管理職比率

17.4%

女性従業員比率

63.7%

　ミネベアミツミグループは、「ものづくりはひとづくりと考
え、人材を人財にするひとづくり」をコンセプトに製造ノウ
ハウの継承に取り組んでいます。たとえば部品加工におい
ては、部品の加工精度を追求することで製品の性能を向上
させ、付加価値をあげるだけでなく、組み立て部門の歩留
まりおよび生産性を向上させることができます。そうした

強み 1 グローバル戦略をけん引するグローバル人材

強み 2 イノベーションの源泉となる人材の多様性

強み 3 ノウハウを継承・進化させ続ける熟練工・エンジニア

　当社グループのグローバル従業員数は、
2021年6月末時点で83,563名です。
　M&Aや業容拡大により、2011年5月末
と比べると、1.6倍の増加となっています。
世界27カ国95生産・研究開発拠点、91営
業拠点でビジネスを展開しており、海外従
業員数はグループ全体の従業員数の89.7%
を占めています。

　ミネベアミツミグループの人的資本は、従業員が創業以来当社の成長とともに育んできた知識・スキル・経験などの
すべてを包含しています。
　当社のグローバル戦略をけん引するグローバル人材、多様な知識・スキル・経験を持つ人材集団であるとともに、
さまざまなノウハウを継承し進化させ続ける熟練工やエンジニアです。

　2020年より、ミネベアミツミの存在意義 /目指す方向性と個々の従業員の方向性とをすりあわせ、組織と個人のパ
フォーマンスを最大化させることを目的として、人材マネジメント体系を再構築しています。
　人材の獲得から開発・評価・処遇までのプロセスを総合的に見直し、期待する役割と成果を明確にしたうえで、従業員
ひとりひとりがワクワクしながら仕事にチャレンジできる場をつくります。成果/行動を適正に評価し、対話を通じた人材
開発/キャリア開発と連携させ、一貫性のある人材マネジメント体系を目指しています。人材マネジメント体系の再構築は、
人的資本の強みのさらなる強化と働きやすい環境整備を推進する基盤となります。

もありましたが、状況をみながらグローバル拠点での海外
赴任経験の提供、国内/国外の経営人材や次世代リーダー・
専門職人材などのグローバル人材の育成を加速化させて
いきます。
　さらに、昨年から組織的に取り組んでいるチームビルディ
ング活動をグローバル全体に拡大し、チーム活動による
よりダイナミックな組織強化に取り組んでいきます。

組織変革を加速化させています。今後も、以前から取り
組んでいる女性活躍促進だけでなく、国籍・バックグラウ
ンド・年齢・価値観などの「違い」が交わる場を創出し、
そこから生まれる新たな価値をさらなるイノベーションに
つなげていきます。

マテリアリティ
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　従業員が安心して働ける環境をつくることは、従業員の
能力を最大限に発揮してもらうための大前提です。ミネベ
アミツミグループ役員・従業員行動指針における健全かつ
安全な職場を維持するという基本方針の下、安全・健康

戦略 3 従業員が安心して働ける安全と健康促進の取り組み　

な職場環境の整備に取り組んでいきます。労働災害ゼロ
を目指す労働災害未然防止のための体制強化・教育を推
進するとともに、健康管理・メンタルヘルスケアを徹底し
ていきます。

マテリアリティ
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　ミネベアミツミグループ役員・従業員行動指針における
ワークライフバランスの推進を実践するという基本方針の
下、適正な労働管理をさらに徹底し、長時間労働防止・
有給休暇取得向上を推進していきます。特に、多様化する

戦略 4 D&Iを促進する働きやすい職場づくり　

個人のニーズに対応する働き方支援をさらに充実させてい
きます。

マテリアリティ

8

人材に関する取り組みの詳細は
こちらからご覧いただけます

＊ 2021 年 6 月末現在
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競合他社の情報収集をおこない、
経営理念の「より○○」の
「より」が何かを考え、
自社製品の開発・営業に

いかしています

Diversity 
　& Inclusion

多様性が
　　持続的成長を加速化するPhilosophy 経営理念とともに歩み続ける

第3章　価値創造への取り組みー非財務資本の強化

100 周年を見据えた戦略の基礎固めとして、経営理念の表現を見直しました。

念を軸とした価値観を共有したうえで一丸となって同じ目標
に向かって取り組んでいくことが重要だと考えています。
　そのために、当社では、上司と部下との対話のなかで、
あるいはチーム会議のなかで、ひとりひとりが自分の言葉
で自分にとって経営理念が何を意味するかを語りあう機会
を設けたり、チームビルディング活動を通してメンバーが経
営理念を軸とした活動に取り組んだりする機会をつくったり
してきました。
　これからは、新たなコンセプトが加わった経営理念を軸
として、どのように経営理念を自分の仕事やチームの戦略
に反映させていくかを考え、チームで意見交換し、従来の
枠組みを超えた革新的なアイデアが続々と生まれ育つこと
を期待しています。

　ミネベアミツミグループは、設立70周年を機に、当社の
今後の方向性を見据えて経営理念の表現を見直しました。
　 新た な100周 年 のため の 基 礎 固 めとして、当 社 は
QCDESSTMを戦略の要として打ち出しています。
　カーボンニュートラルに対応していくことは人類の使命で
あり、当社にとっても非常に重要なテーマです。こうした戦
略の方向性を踏まえ、QCDESSの“E”が表す“Eco”を
経営理念に反映させました。

　経営理念は、当社にとっての存在意義（パーパス）です。
　当社が持続的に成長していくためには、当社の今後の方
向性を踏まえ、「当社がなぜ存在するのか」という存在意
義を明確に表現する経営理念とし、全従業員がその経営理

経営理念を「自分ごと」にするための取り組み

　当社グループでは、従業員が経営理念を単に「知る」だけでなく、その歴史や意義を理解し、経営理念を起点として
経営理念を「自分ごと」にする取り組みをおこなっています。
　経営理念をより深く理解する環境を整えたり、従業員に経営理念と個人の仕事とがどのように合致するかを考えさせ
るワークショップを提供しています。

　eラーニングプログラムで、経営理念の歴史やその意義を正しく理解し、自分の仕事との関連を考えるきっかけをつくり、
その後、それぞれの職場において、実際の仕事をおこなうなかで経営理念を振り返るような機会をつくっています。
　また、20代から30代の若手従業員には集合研修のなかで経営理念を考えるセッションを実施し、それぞれの業務に
おいて経営理念を日々の業務で実践するためには優先的に何に取り組むべきかについて意見交換する場をつくり、研修
後それぞれの職場でアイデアが共有され、さらに進化して組織に浸透していきます。

より良き品を、より早く、より多く、より安く、より賢くつくることで
　　持続可能かつ地球にやさしく豊かな社会の実現に貢献する

New Hampshire Ball Bearings, Inc.（NHBB) ディレクター兼ミネベアミツミエアロスペースグループのグ
ローバルセールス部門責任者として北米・ヨーロッパ・アジアのビジネスをけん引するキャシー・アンダーソ
ン (Cathie Anderson) は、1998 年にミネベアミツミの子会社 NMB Technologies Corporation に入社以来、
ミネベアミツミグループの強みである多様性を最大限にいかしながらビジネスを拡大するとともに自らのキャ
リアを広げてきました。

能力を存分に発揮できる組織風土や職場環境の構築に
取り組んでいます。2021年4月には、女性の活躍推進
に関する取り組みの実施状況が優良な企
業として、 厚生労働大臣より「えるぼし（3
段階目）」の認定を取得しました。

　日本では、「人の相合」である多様性を高める具体的
な活動として、国内グループ4社横断の女性活躍推進プ
ロジェクトを発足し、「社内風土醸成」、「女性の積極採
用」、「働きやすい環境づくり」の３つのテーマを掲げて
女性活躍の一層の推進をはかりつつ、全社員が個々の

 
  

 

最小サイズ
ヨコ 12.8 ミリまで

女性であること
　そもそも女性管理職が多くない業界なので、社内やお客様との
会議に女性が自分一人という状況が普通でした。でもミネベアミ
ツミグループの業務を通して北米・欧州・アジア各国の多くの優
秀な女性マネジャーと出会い、ミネベアミツミグループの先進的
な考え方に驚くとともに、誇りを感じました。成果を出せば認め
られるカルチャーのなかで仕事することで、性別にかかわらず、
自分自身のキャリアを成長させることができるのです。

多様性に満ちた環境で成果を出すには
　さまざまなカルチャーが混在するグローバルチームが戦略目
標達成に向けて一丸となって邁進するために、3C'sカルチャー

（３つのCとはCommunicate/Cooperate/Communicateを
表す）という原則をつくり、グローバル全体で共有していま
す。営業関連情報を集中的に管理するCRMのツールで情報を
最大限に活用したり、キーアカウントマネジャーがお客様のシ
ングルコンタクトとなってお客様を効果的にサポートする仕組
みを運用することで、ビジネスを拡大させてきました。これは、
3C'sカルチャーに基づく高度で組織的なコミュニケーションの
仕組みがあってこそ可能になりました。

女性活躍推進プロジェクトを発足

人的資本

経営理念に対する
貢献度合いを考えて

目標を見直しています

経営理念に沿って
月次 / 年次目標を設定し

チーム内で共有しています

多様性をいかす
効果的なコミュニケーション
　多様な言語・カルチャーで構成されるグローバルチームでチー
ムワークを構築するための重要なポイントのひとつは、特に英
語が母国語でないチームメンバーとコミュニケーションする際には、
相手の話をよく聴き、相手の理解度を確認しながらできるだけゆっ
くりと話すことです。そうすることでさまざまな意見が出て、議
論が深まり、すばらしいアイデアが生まれます。
　そして、可能な限り各国の文化的な規範を学ぶ機会をつくる
ようにしています。食事、慣習、挨拶の仕方、会議の席順といっ
たことまで、好奇心をもって学び、受け入れることが重要だと
考えています。うれしいことに、世界各国のチームのメンバー
は、私がいろいろなことを学ぶ機会を喜んでつくってくれますし、
同様に私もチームメンバーが北米のカルチャーを学ぶ機会を喜
んでつくります。以前、日本の会議に参加した際、チームメンバー
が伝統的な温泉での宿泊をアレンジしてくれ、すっかり温泉のファ
ンになりました。

ワークライフバランスも大事
　私は仕事が大好きですが、人生の最大の喜びは家族です。家
族を最優先することは、私のチームの基本方針でもあります。
　これまで、私も出産・育児など働きやすさを支援する会社の
制度を活用したり、ミネベアミツミの経営陣のワークライフバ
ランスのとり方を学んだりしながら、仕事と個人の生活とのバ
ランスを上手にとるようにしてきました。これは、世界各国に
共通する重要な考え方だと思います。

キャシー・アンダーソン インタビュー

経営理念 P.25
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強み 2 製造 · 技術 · 開発 · 営業の「相合」力

第3章　価値創造への取り組みー非財務資本の強化

開発もおこない、部品メーカーとして類をみないものづく
り体制を確立しています。これまで培ってきた超精密機械
加工技術の経験と実績データは膨大なビッグデータとして
社内の機械加工製品、ならびに他の製品へ横展開されて
います。
　今後も超精密機械加工技術を磨き、お客様へ提供する
製品、「相合」による自社製品のCO₂排出削減・消費エネ
ルギー低減の効果を拡大していきます。

強み 1

強み 3

　ミネベアミツミでは、製造・技術・開発・営業が緊密に連携することで、
時代の変化にあわせたお客様・社会のニーズにあわせスピーディな新製品
開発と新市場開拓を可能にしています。
　世界でも類をみない幅広いコア技術とコア事業の「相合」による常識を
超えた「違い」が、新しい価値を生み出し続けています。

ミネベアミツミの技術開発方針として、
●  中長期的に市場で勝てる新製品開発に必須な要素技術（コア技術）の拡充
●   グループのシナジーを有効活用し、新製品の投入推進

を掲げ、以下の重点戦略に取り組んでいます。
さらに環境対応に配慮した製品力の強化・
新製品開発にも注力していきます。

1. モーター事業拡大
2. 光学開発　製品群のパラダイムシフト
3. センサー事業の拡大
4. ロボティクス市場参入
5. IoT を見据えたコネクティビティ
6. 機械加工品付加価値向上
7. ユーシンコラボレーション
8. エイブリックコラボレーション

常識を超えた「違い」で
新たな価値の創造

お客様・社会のニーズ把握

新製品の開発

新たな市場開拓

大量生産＋大量供給

コア技術×コア事業（８本槍)

戦略 2 事業の成長を支える知的財産のポートフォリオ形成

戦略 1 コア技術の拡充と新製品投入を推進

知的資本
の強み

知的資本
の戦略

超精密機械加工技術を核に、
社内連携・M&Aによる「相

そ う ご う

合」で
新たな価値創出

超精密機械加工技術とコア技術を相い合わせ、
製品の高付加価値化と新製品開発を推進

　ミネベアミツミグループでは9,000件以上の特許権を保有しています。知的財産の面でも、ミネベアミツミ、ミツミ電機、
ユーシン、エイブリックが補完し合えるポートフォリオを形成しています。今後もグループ事業の成長を支える知的財産の取得
に注力していきます。

0 500 1,000 0 500 1,000 0 500 1,000 0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,5003,000 4,0001,500

機械加工品

モーター

車載製品

半導体

センサー

バックライト /照明

カメラアクチュエータ

その他

ミネベアミツミ ミツミ電機 ユーシン エイブリック グループ全体

■ 研究開発費の推移

　ミネベアミツミは超精密機械加工技術を 70 年近くにわ
たり自社内で磨き上げ、月産3億4,500万個の生産を達成
するまでにいたりました。ナノメートルオーダーの加工寸法
を自在に制御し、加工精度を常に品質維持できるように加
工用刃物、治工具、生産設備から環境面への配慮に至るま
で、先端加工技術開発を自社内で完結しています。
　また、顧客や市場ニーズに応えるため、使用原材料の開
発も社内で手掛け、将来製品に必要となる新規材料の基礎

超精密機械加工技術

M&A 遂行力・PMI の維持・向上

　ミネベアミツミは超精密機械加工技術を核に、製造・技術・開発・営業が力を相い合わせて「相合」し、一体となって
シナジーの最大化に取り組んでいます。さらにM&Aをスピーディな成長の原動力とし、PMI（Post Merger Integration)
を通して早期のシナジー効果を発揮しています。このような知的資本の強みをいかし、新しい価値を生み出し続けています。

　当社は2021年8月現在、累計51件、特に2009年4月以
降は20件というスピードでM&Aを実施し、事業ポートフォ
リオの強化と見直しをおこなってきました。
　なかでもPMIに力を入れており、対等の精神を掲げるこ

とでグループに加わるメンバーのモチベーションを引き出し、
早期にシナジー効果を生み出しています。
　P.51～52では、2020年にミネベアミツミグループに加わ
ったエイブリック社長・石合のインタビューをご紹介しています。

ユーシン・ショウワ
SADIOT LOCK（サディオ・ロック）

ユーシングループのロック技術を、
ミネベアミツミの IoT 関連技術を相合し、

スマートロックを開発・販売！
BtoC ビジネスに挑戦。

スマートシティ
ソリューション

LED 道路灯をワイヤレスで調光し、省
エネルギー化に貢献。
環境センサーを組み合わせることで、
温湿度、照度、雨量、さまざまなデー
タを取得することができ、国内外の自
治体などでご活用いただいています。

　コア事業のスピーディな成長を支えるべく、製品の付加価値を高める基礎技術・要素技術を強化し、競争力を高めていきます。
また、「相合」によるシナジーを生み出し、次世代のニーズにこたえる新製品の開発に注力します。

（件）

4.1倍

2021年3月期

321億円
2011年3月期

78億円
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重要視していた3点、法人格・ブランド・経営方針は
変わらず維持してほしいという意向へのコミットメント
が得られたことが決め手の一つとなりました。同じ目
線できっちりと会話ができて、その後に同じ高みを一
緒に見ることができるかどうかを私は重視していたの
で、エイブリックの一番の懸念に対して、入口の部分
で貝沼社長に即答いただけたのは大きかったです。
　また、話を重ねると「そうは言ってもね……」とい
う違和感を覚える場面に遭遇しますが、そういったこ
とも全くありませんでした。それは「高い目標を設定
する」という両社に流れているカルチャーが見事に一
致していたからで、貝沼社長は世界最強の相

そうごう
合精密部

品メーカーを、我々はアナログ半導体専業メーカーと
して世界のロールモデルを目指すという高い目標がリ
ンクしていたからだと思います。

ｰ 統合準備段階での印象はどうでしたか。
　ミネベアミツミのM&A部門はプロの集団だという
だけでなくスピーディで情熱的、ホスピタリティがあ
ると強く感じました。統合に向け多数の分科会を立ち
上げ、エイブリック従業員に対して誠実にそして親切
に接してくれたおかげで、有意義なコミュニケーショ

ミネベアミツミとの経営統合の意義

Win-Winの関係で
共に世界の頂

いただき

を目指す

持続的な成長を目指す上で､
最高のパートナー

ｰ  経営統合から約1年経過しましたが、経営統合先と
してミネベアミツミを選ばれた経緯についてご説明
いただけますでしょうか。

　近年、アナログ半導体ビジネスは全世界で需給が
逼迫し、各国政府も国策として半導体産業強化に力を
入れています。IoT、車載、AI、すべてのものがアナ
ログ半導体を必要とし需要過多の状況が続くなかで、
統合前のエイブリックでは、設備・エンジニア・拠点
といったリソース不足やBCPにおけるリスクが原因で、
事業規模拡大が困難になりつつありました。持続的な
成長のためにも補完性の高い相手とのパートナーシッ
プが必要となり、「世界の市場に活路を見出していく」

「アナログ半導体の匠の技術を残していきたい」とい
う我々の思いを実現するパートナー候補として名前が
挙がったのが、ミネベアミツミでした。
　日系の製造業であるエイブリックにとって望ましい
資本や信用力があるのはさることながら、M&Aの選
考段階で貝沼社長と初めて対面した際、我々が最も

エイブリック（株）
代表取締役社長 兼 CEO
石合 信正

多くがクオーツ式腕時計の開発過程から生まれ、そこ
から派生して展開してきたものです。腕時計という狭い
スペースに実装することが求められること、そして、電
池駆動のため限られた電力で長時間動作することが求
められるなど、当社のビジョンでもある「Small Smart 
Simple」な製品開発が根底に根付いており、それを
貫いています。さらに半導体企業では珍しい、開発・
製造・販売が一体になっているという強みもあります。

ｰ 今後の展望についてはいかがでしょうか。
　経営統合によって八本槍戦略の一角であるアナログ
半導体事業をミツミとともに担うことで、戦略的に非
常によい補完ができています。また、今回の経営統合
には日本のアナログ半導体産業を強くするための業界
再編の側面もあります。アナログ半導体は、匠の技術
やチームワークが必要とされるものですから、日本人の
強みが発揮できる分野になります。以前は競合であっ
たミツミと一緒になったことで、海外の超大手競合に
差をつけられる危機感から一転、海外勢が苦手とする
丁寧な匠の技術、多品種少量生産で世界を狙える絶
好のチャンスが訪れたと思っています。
　チャンスをものにするためにも開発・製造・販売の
すべてにおいて相合強化をはかり、注力していくことで、
エイブリックとしてさらなるグローバル競争力の強化
と収益力を拡大しグループに貢献したいと考えていま
す。そのためにも変化を先取りした新製品を次々と世
に送り出し、しっかりと結果を出していく所存です。

ｰ 最後に読者の皆様に向けたメッセージをお願いします。
　アナログ半導体専業メーカーとして、ぶれずに世界
のロールモデルを目指していきますので、今後ともミ
ネベアミツミグループのエイブリックをよろしくお願い
いたします。
　Do ABLIC！

ｰ ありがとうございます。

ンを取ることができました。
　お互いの良いところを吸収し合って、一糸乱れずに
糸を紡いでいくように準備を進められましたし、この1
年間も自然体での統合ができているのではないかと思
います。

ｰ  この1年間は思い描いた通りの展開となっているとい
うことですね。経営統合後の所感についてもう少し
お聞かせください。

　統合後はエイブリック自身の成長を考えるのに加え
て、ミネベアミツミのグループ企業としてどのように貢
献できるか、ということを複眼的に考えるマインドに変
わりました。また、エイブリックでは、「パフォーマンス」

「チェンジ・エージェント」「インフルエンサー」を標榜
していますが、ミネベアミツミの価値観も同じである
ことに気付きました。優秀な成果を上げていれば、新
参の事業部であっても評価してもらえ、大変フェアな
ので認識の相違もありませんでした。ミネベアミツミは、
一つのグループ企業軍団として強固なプレゼンスを築
いていますが、そのなかで個々のグループ企業を尊重し、
それぞれの企業が作り出すブランドが光り輝くことの
できるマネジメントをしていると思います。
　また、グローバルな社会課題を製品やサービスを
通じて解決することが強く求められていく中、個の器
からミネベアミツミという大きな器に入れたことで、社
会課題解決への貢献度を高められたと実感していま
す。例えば、環境負荷低減に貢献するエイブリックの
CLEAN-BoostR（クリーンブースト）技術が、世界に広
がるミネベアミツミの営業ネットワークにより、スマート
シティやIoTといったさまざまな分野で展開が期待で
きるようになったのは、とてもうれしかったです。

ｰ  エイブリックの強みは何でしょうか。
　一番の強みはやはりエイブリックを構成している従
業員の個々人の力もさることながら、ブランドを核と
した強い団結力だと思います。我々は、いかに早く相
手のよいところを学んで自分たちがどんどん進化して
いくかというチェンジ・エージェントを誇りにしています。
より良いものを貪欲に探究し謙虚に取り入れることに
プライドを持っており、それがエイブリックの強みで
もあります。
　要素的な部分ですとエイブリックの半導体製品は、

アナログ半導体産業を､
日本を代表する
産業にしていきたい

第3章　価値創造への取り組みーエイブリック社長インタビュー
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温室効果ガス
排出量削減目標
2031年3月期

30％削減
（2021年3月期比）

CDPレーティング
   気候変動2020 ｢A-」

水セキュリティ2020 ｢A-」

製品による
CO₂排出削減貢献量目標

2031年3月期

約30％増
（2021年3月期比）

ミネベアミツミグループは、「ミネベアミツミグループ環境方針」のもと、
環境マネジメントシステムを構築し、
グループ全社にて地球環境保護および持続可能な社会の実現に
貢献するように努めています。

環境への取り組み  環境への取り組みハイライト

　ミネベアミツミの製品は、ほぼすべてがダウンサイジング
を可能とする、小型で精密な環境貢献型製品であり、省エネ、
省スペース化に貢献しています。
　2019年より、そのなかでも特に環境貢献に優れた製品を
選定し、ミネベアミツミグリーンプロダクツとして認定する「グ
リーンプロダクツ制度」を導入しています。グリーンプロダク
ツロゴは、地球環境保護活動が発展していくことを象徴する
ミネベアミツミの緑の豊かな木を表現しています。
　ミネベアミツミ製品が集まってできる緑豊かな大きな木は、
ミネベアミツミグリーンプロダクツ制度の導入により、環境
貢献型製品を広く世に送り出すことで、さらに一層の発展が
期待される姿を象徴します。

グリーンプロダクツ

■ グリーンプロダクツ認定体系

グリーンプロダクツ

環境貢献型
製品

ミネベアミツミグループ環境経営

グリーンプロダクツ判定

開発・設計

製品化

製品企画

環境方針について
こちらから

ご覧いただけます。

■ グリーンプロダクツ売上高　
■ 全売上高（自社で設計ができない製品を除く）　 
● グリーンプロダクツ売上高比率

（10億円）

79.4
85.8

0

400

800

1,200

1,600

2,000

’19/3 ’20/3 ’21/3 ’22/3 ’23/3 ’24/3 ’25/3 ’29/3
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■ グリーンプロダクツ製品の売上目標 グリーンプロダクツ
売上高比率

90% 以上

　ミネベアミツミは、今後さらに、企業活動
そのものを通じて省エネルギーや地球環境
改善に貢献する製品を創出し、2029年3月
期には当社売上高に占めるグリーンプロダク
ツの比率を90％以上にまで高める計画です。

温室効果ガスのCO₂換算排出量

　気候変動問題の深刻化に伴い、当社では「省エネ活動」、「再生可能エネルギーの導入」を２つの柱と考え、国内工場だけでなく、
海外を含む関係会社においてもCO₂排出量削減を推進しています。

当社のサプライチェーン排出量（Scope1, 2, 3）

当社工場等からの排出 サプライチェーンからの排出（事業活動にともなう直接排出量、使用した熱・
エネルギーの製造段階における間接排出量）

Scope1

電気の使用
770 千 t-CO₂

（事業活動に関連して、間接的に排出
するサプライチェーンでの排出量）

原材料
2,151 千 t-CO₂

「資本財」「Scope1,2 に含まれない燃料およびエネル
ギー関連活動」「事業から出る廃棄物」「出張」

燃料の燃焼・PFC の排出等
78 千 t-CO₂

Scope2 Scope3

280 千 t-CO₂

※当社では Scope3 の 15 カテゴリーのうち、
上記の7カテゴリーについて、算出しております。

輸送・配送
106 千 t-CO₂

通勤
42 千 t-CO₂

その他

温室効果ガス（GHG）の排出削減の取り組み

◦ 中期目標　 2020 年３月期比、2026 年３月期までに売上高
原単位で 10％削減

◦  長期目標　 2021 年 3 月期比、2031 年 3 月期までに 30％削
減（SBT 準拠）

　当社グループは 2029 年 3 月期売上高 2.5 兆円を長期経営
目標としており、この達成をはかりつつ、2030 年に向けて同
時に大幅な GHG の排出削減に取り組みます。この実現に向
けて、すでに海外所在の 2 工場にメガソーラー発電施設を整
備し、年間 4,000t-CO₂ 換算の排出削減を実現しており、今後、
さらなる脱炭素エネルギー源の導入や省エネ活動・投資の実
施等を、GHG 削減コストを確認しながら進めてまいります。

0
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2,000

3,000

2021/3 2026/3 2031/3

（千 t-CO₂） （10億円）■ 排出量
 削減量

● 売上高

■ Scope1, 2

■ Scope3 バンパイン工場の太陽光発電

■ Scope1,2 排出量目標

ベアリング モーター アクセス製品 センサー

コネクター・
スイッチ 電源

無線・通信・
ソフトウェア アナログ半導体
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環境データの詳細は
右記からご覧いただけます。

■ グリーンプロダクツの判定基準

・ 環境に配慮した
材料の選定

・ 省エネタイプ部
品の選択

・ リサイクル・再
利用材の使用

・ 製品の廃棄に対
する考慮

・ 禁止物質不使用
の確認

・電力の削減
・ 原材料・副資材

の削減
・廃棄物の削減
・化学物質の削減
・水の削減

・ 環境に配慮した
梱包材の使用

・梱包材の再利用
・ 物流の CO₂ 低減

・消費電力の削減
・小型化
・軽量化
・長寿命化

出荷時 使用時設計時 生産時

マテリアリティ

2
マテリアリティ

1

　国内および海外の製品輸送の際に、航空便から鉄道に切り
替えをおこなったり、海上輸送の際の積み方を工夫し、積載
率を向上させることで、物流における CO₂ 排出量の削減に
取り組んでいます。

ロッブリ工場の太陽光発電
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製品によるCO₂排出削減貢献量算定の取り組み

　当社のGX（グリーン・トランスフォーメーション）活動の一環として、今年度より当社製品によるCO₂排出削減貢献度を定量
化しました。
　今後も技術開発を進め、「自社の排出量を超える、当社製品によるCO₂排出削減貢献量」＝ビヨンドゼロを拡大してまいります。

算定方法・結果について
　貢献量は、電子情報技術産業協会（JEITA）ガイドラインに準拠して、算定しました。
　「製品使用時のCO₂排出削減効果」とは、評価対象製品の消費電力と、1世代前の部品が搭載されている製品の消費電力を比
較したときの消費電力の削減量を表しています。

※当社の販売物は最終製品に用いられる部品であるため、「製品」とは、最終製品を指す

■ CO₂ 排出削減貢献量実績・目標

情報・通信 インダストリースマートシティ・インフラ生活・家電 移動手段

1,322 205 135 64通信基地局

データセンター

パソコン

スマートフォン・
タブレット

冷蔵庫

洗濯機

調理機器（IH・電
子レンジ・炊飯器）

掃除機

エアコン

扇風機

空気清浄機・
加湿器・除湿器

温水洗浄便座

テレビ

セットトップ
ボックス

DVD・BD

デジタルカメラ・
アクションカメラ

ソーラー発電

風力発電

蓄電池モジュール

スマートメーター
・バルブ

スマートロック

自動改札機

スマート
ライティング

スマート道路灯

駐車場

セキュリティ
カメラ

エレベータ・
エスカレータ

EV充電スタンド

産業機械

産業用測定機器

ATM

POS

自動販売機

3Dプリンター

複合機

遮断機

自動車

EV

E-bike

33ヘアドライヤー

電動歯ブラシ

シェーバー

フィットネス機器

美顔器

玩具

ゲーム機器

バーチャル
リアリティ機器

自動翻訳機

電動工具

釣具

スーツケース

FACTORY

EXHIBITION

24h

当社製品は、
さまざまな最終製品に
組み込まれ、
持続可能な社会の実現に
貢献しています

ファンモーター用ベアリング

　回転軸を支えるベアリングは、モーター
等の回転機器の最重要部品の一つです。
　当社の得意とするミニチュアボールベア
リングは、IT関連電子機器の冷却用として
広く使われているファンモーターに採用さ
れています。

CO₂ 排出削減貢献量

約1,293千 t-CO₂

　精密加工技術の粋であるベアリングは、モーターの高精度化・長寿命化を支えて
います。さらに、トライボロジー技術を駆使し、摩擦を低減するなどファンモーター
のエネルギー効率の向上、すなわち CO₂ 排出削減に大きく貢献しています。

技術アピール

スマートLED道路灯

　道路灯は、道路交通を安全かつ円滑に
走行できるように視環境を確保するもので、
明るさや均一性が公定されています。当社
のLED道路灯は、公定に適合しつつ、業界
最高クラスのエネルギー効率を有しており、
省エネに大きく貢献しています。

CO₂ 排出削減貢献量

約135千 t-CO₂

　スマートフォン用バックライトで培った独自の配光技術によ
り、高効率な光学レンズを実現しています。また、無線ネットワー
クによって、時間帯や交通量に応じて、遠隔で調光することがで
き、さらなる省エネが可能です。

技術アピール

ACアダプタ・充電器・組込み電源

　ACアダプタや充電器は、商用電源やバッ
テリーなどの電源からそれぞれの機器に必
要な電圧・電流・電力を供給するための変
換装置であり、当社では多様な製品を生産
しています。
　これらの製品では、省エネ性能が製品性
能の主要な要素であり、当社製品は高い省
エネ性能を有しています。

CO₂ 排出削減貢献量

約28千 t-CO₂

　当社の製品には、社内相合活動により開発された電源制御 IC を採用しており、
製品の高効率、低待機電力などで差別化をはかるとともに、小型化による使用資源
の低減をはかっています。

技術アピール

■ CO₂ 排出削減貢献量の定義

CO₂排出
削減貢献量

製品使用時の
CO₂排出削減効果

製品
寿命

CO₂排出
係数

当年
販売数量

Cd △Wr×L Hop Coefe S

Cd : 直接貢献量（kg-CO₂） 　　ΔWr : 定格条件での消費電力削減分（kW）　　L : 定格での使用条件に対する実働状態の負荷率　　Hop : 稼働時間（h）　
Coefe : 消費電力の CO₂ 排出係数（0.5001 kg-CO₂/kWh　※日本の平均排出係数）　　S : 販売数量 

2021年3月期
1,759千ｔ-CO₂

2031年3月期
約2,300千ｔ-CO₂約30%増

（千 t-CO₂）

マテリアリティ
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ファンモーター ミニチュアボールベアリング

LED 道路灯

プノンペン市街の
LED 道路灯

AC アダプタ 組込み電源充電器
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TCFD提言への取り組み

　当社は気候関連財務情報開示の重要性を認識し、2020
年にTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言に
賛同し、事業に対して気候変動がもたらすリスクの緩和と機
会の取り込みに関する情報開示をおこなっています。

ガバナンス
　社内では、気候変動に対して責任を持つ
Carbon Neutral Steering Committee、
環境マネジメント委員会、リスク管理委員会
は、社長執行役員直下の組織です。
　環境マネジメント委員会およびリスク管理
委員会は、気候変動に関するリスク、機会お
よびそれぞれの対応状況につき定期的に取
締役会へ報告します。

リスク管理
　気候変動という課題は、より専門的なリスク評価をおこ
なう必要があると認識し、環境マネジメント委員会を中心に、
気候変動課題を深く考察し、リスク評価をおこなっています。

　リスク管理委員会は、コーポレートレベルの事業を取り巻
くリスクについて、リスク管理規程に従いマネジメントしてい
ます。全社的なリスク評価を実施する際にも、気候変動に
関する課題はリスクの一部として、一層重視してまいります。

指標と目標

リスクイン
ベントリーの
作成と評価

リスク対応計画に
おける対応策の決定、

実施と進捗確認
取締役会への報告リスク対応計画の

策定指示

財務インパクトの
試算と

重大性の判断
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取締役会

グループ環境管理室
グループ環境管理室は、グループ
全体における気候変動に関するリ
スクと機会の特定、評価、管理プ
ロセスの実務の責任を負う。

サステナビリティ担当役員
サステナビリティ担当役員は、気候
変動に関するリスクと機会への対応
の最高責任者として、リスク・機会
の特定、評価、管理プロセスを監督
し、社長、上席執行役員会に必要な
情報を報告する。

社長執行役員
社長執行役員は経営執行の最高責任
者として気候変動に関するリスクと
機会の管理に関する責任者を任命す
るとともに、必要な資源を配分する。

●  「エネルギーの脱炭素化」と「省エネの推進」を通じて、
「2050年カーボンニュートラル」へ挑戦していくことで、
持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

●  当 社では、長 期 環 境 目標として、「2021年3月期 比、
2031年3月期までにCO₂排出量30％削減（SBT準拠）」
を策定しました。

Carbon Neutral Steering 
Committee（CNSC）
CNSC は、工場における「消費する
電力」の削減、当社製品を通じての「消
費される電力」の削減を推進する。

戦略
などが挙げられます。
　一方で、機会は「よりエネルギー効率の高い製品の需要
拡大」や、「再生可能エネルギーおよび新技術とIoTの融
合による新たな技術や市場の創出」がビジネスチャンスと
なることを明らかにしました。

　気候変動関連のリスクと機会を特定し、財務的影響を評
価した結果、特に当社への影響が大きい項目として、リス
クでは「気温上昇による災害が原因の操業停止やサプライ
チェーンの寸断」など物理的なリスクによる影響と、「炭素
税や排出量取引制度など排出規制による、コストの増加」

項目 事業への影響 評価 リスク・機会に対する対応

異常気象の激甚化
（サプライチェーンの寸断、自社
操業の停止）

タイ、カンボジア、中国、フィリピンに
おける事業所での河川洪水、高潮、台
風等により修繕費、売上減少などが甚
大となる。

リスク： BCP の構築と運用をおこない、災害に強
い生産体制の確立を実現する。災害発生
時にも迅速な対応ができるように組織内
で対応するとともに、サプライヤーにおけ
る対応状況も調査する。

炭素税 · 排出量取引の導入 /
各国の炭素排出目標 / 政策

（政策への対応によるコスト増加）

炭素税導入、GHG 排出権取引、グリー
ン電力購入等に伴うエネルギーおよび
GHG 排出費用が増加する。

リスク： 省エネ投資の推進による CO₂ 排出削減、
再生可能エネルギーの調達比率向上による
Scope2 排出量の削減などを通して規制対
象とならないよう対策を進める。

脱炭素社会への
移行に伴う技術の進展

省エネルギー性に優れた製品のニーズが
高まり、技術革新に追従することができ
なければ、製品として淘汰される。また、
それらの対応のために技術開発、研究開
発費が大きな負担となる。

リスク： 脱炭素ニーズに対して先進的な技術開発・
研究開発を推進し、他社に後れを取らない
ための計画的な投資を積極的におこなう。

機  会： エネルギーコスト削減に寄与する高効率製
品はニーズが非常に高まるため、当社の省
エネルギー技術をベースとして市場拡大を
目指す。

製品およびサービスの
ニーズの変化

電気自動車の普及が促進されることで、
多くの電気自動車メーカーが新たに現れ
ることが予想され、電気自動車で使用
される重要部品の一つであるベアリング
/ モーター等の販売量が大幅に拡大する
可能性がある。

機  会： 当社の省エネ技術を成長戦略として事業
計画に組み込み、製品の付加価値の訴求
のための技術開発を推進し、売上の拡大
を目指す。

リスク対応による回復力

過去のタイ洪水のような激甚災害が頻発
すると想定される。
BCP を構築していくことで、顧客に対し
ての訴求力を向上することができると考
える（支出の抑制）。

機  会： BCP の構築と運用をおこない、顧客先に
安心と信頼をいただけるサプライヤーとし
て評価されるようコミュニケーションを高
めるとともに、当社の体制を情報開示して
いく。

新規市場への参入

クリーンエネルギーの普及が促進される
ことで、高効率機器（ドローン、ロボット等）
の重要部品の一つであるベアリング等の
販売量が大幅に拡大する可能性がある。

機  会： 当社の省エネ技術を成長戦略として事業
計画に組み込み、製品の付加価値の訴求
のための技術開発を推進し、売上の拡大
を目指す。

ポ
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ク
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機会の実現に向けて
エネルギー効率の高い製品の需要が大きく拡大していく
ため、相合による強みをいかした、先行開発を進めます。

物理的リスクへの対応
災害発生時に組織内で迅速に対応するとともに、サプラ
イヤーにおける対応状況も調査を進めます。

社会課題を解決するソリューション創出 P.34.36
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上席執行役員会
上席執行役員会は、気候変動およびガバナンス関連
のリスク所有者に対する経営陣のアプローチを監督
し、必要に応じて異議を唱え、また気候変動関連の
リスクや機会を効果的に特定、評価、管理、監視す
るためのプログラムの確認に責任を負う。 リスク管理委員会

リスク管理委員会は、事業目標の達
成および事業運営を阻害する要因へ
の全社的対応を目的として、全社的
リスクマネジメントの推進をはかる。
気候変動に関連するリスクと機会に
関しても、環境マネジメント委員会
と連携し、統合的マネジメントの推
進をはかる。

環境マネジメント委員会
気候変動に関連するリスクや機会の評
価/再評価結果、対応計画の実施状況、
事業戦略への影響の分析結果をリス
ク管理委員会、取締役会へ報告する。
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第4章　価値創造を支える取り組み

品質管理
体制の強化

責任ある
調達の推進 地域社会との共生

ミネベアミツミグループでは経営のサステナビリティを確保するため、
マテリアリティ「超精密部品の大量・安定供給体制の強化」 

「責任ある調達の推進」「地域社会との共生」に取り組んでいます。
ここでは社会への取り組みとして「超精密部品の大量・安定供給体制の強化」を支える

「品質管理体制の強化」およびマテリアリティ「責任ある調達の推進」「地域社会との共生」 についてご紹介します。

■ 品質マネジメント体制

　当社グループは、グループ全体を対象とする「グループ
品質マネジメント規程」を制定し、製品、サービスの安
全性確保と事故の未然防止に取り組んでいます。また、グ
ループ品質マネジメント規程と付属する「グループ製品安
全管理規定」「グループ製品含有化学物質管理規定」「重
大品質問題処理規定」「グループ紛争鉱物管理規定」「品
質保証協定書(標準版 )」なども整備し、グループ全体で
共有しています。
　品質マネジメント体制は、最高責任者を社長執行役員と
し、その諮問機関として「品質マネジメント委員会」を設
置しています。その下部組織として各事業部を代表する品

　当社グループの製品が使われる最終製品のなかでも、万
が一問題が発生した際に、社会に与える影響が大きい製品
に関しては、本部組織と各事業部が協働でリスクアセスメ
ントを実施し、そのリスクの低減を推進しています。

　当社グループでは、各事業部において必要な品質マネジ
メントシステム（QMS）規格の認証を取得しています。さ
らに今後の新製品に必要となる規格についても、順次認証
取得を進めています。また、品質保証本部で内部監査員
養成研修を開催し、内部監査員を継続的に養成し、システ
ムの維持・向上をはかっています。

　当社グループでは、サプライチェーン全体でお客様から
の品質要求に応えるため、お取引先様に対して、取引基本
契約書と品質保証協定書を締結しています。また、品質の
幅広い分野に対して当社グループの標準的な要求事項をま
とめた「サプライヤー品質保証マニュアル」を提示し、お
取引先様に理解と協力をお願いしています。

　ミネベアミツミグループでは、従業員個々の品質評価管
理能力、改善能力の向上が当社グループの製品品質の向
上につながるとの考えから、2008年9月より一般財団法
人日本規格協会および一般財団法人日本科学技術連盟が
主催し、一般社団法人日本品質管理学会の認定を受けて
いる品質管理検定（QC検定）の認定取得を推進しています。
また、受検費用負担のほか、全従業員が共有する、品質
管理知識向上のためのデータベースより教材を取得・学習
できるようにし、事前講習会も年2回実施しています。
　2021年3月期も多くの認定取得者を出しており、グルー
プ累計では、986名になりました。

　当社グループが提供する製品は、消費者が手にする最終
製品の中に組み込まれている部品がほとんどです。そのた
め、安全性情報はお客様のご要望に基づき提供しています。
また、製品含有化学物質管理では、お客様のご要望に基
づき、お取引先様より入手した製品含有化学物質情報を基
に伝達しています。

　当社グループでは、製品の誤配送防止と確認作業の効率
化のため、銘番ラベルの統一とバーコードラベル化による
物流管理を2014年3月期より開始し、旧ミネベア全製品で
の統一を完了しました。現在ミツミ電機製品に展開中です。

　当社グループでは、物流品質を向上するために、物流の
見える化を推進しています。納期情報や物流・在庫情報、
入出庫情報を整理・分析し、保管拠点や物流方法を最適
化しています。

品質マネジメント体制

リスクマネジメント

品質マネジメントシステム認証の取得推進

お取引先様との協力

QC検定試験への対応

製品に関する情報開示

銘番ラベル統一とバーコードラベル化

物流品質向上のための見える化

品質管理体制の強化

質保証実務責任者による「品質保証責任者協議会」にて、
定期的に個別の品質課題の情報共有や、同様の問題につ
いて再発防止に取り組んでいます。さらに、「安全規格連
絡会」では、電気用品安全法（日本）への対応や、世界各
地域の安全規格情報の共有・展開をおこない、対応を強
化しています。
　また、今後は単純な部品から、複合化アセンブリ化され
た最終製品に近い部品もしくは最終製品自体の出荷が増
えていくことから「製品安全協議会」を設置し、各事業部
からメンバーを選出し、情報交換、勉強会を実施しています。

取締役会

社長執行役員

品質マネジメント委員会

品質保証責任者協議会

グリーン調達協議会

製品安全協議会

安全規格連絡会

機械加工品事業本部 電子機器事業本部 ミツミ事業本部 ユーシン事業本部

品質保証本部

社会への取り組み  社会への取り組みハイライト

※  品質保証責任者協議会、グリーン調達協議会、製品
安全協議会、安全規格連絡会は、各事業部と品質保
証本部メンバーで構成しています。

マテリアリティ

3

マテリアリティ目標

　2022年3月期は従業員のスキルアップのための仕組みづくりに取り組みます。また2026年3月期をめどに事業拡大
による、新規分野の製品にも対応可能な、製品安全管理体制の強化はかっていきます。
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　2012年8月に米国証券取引委員会にて採択された「金融
規制改革法」の開示規則を受け、同法律にて規定されたコ
ンゴ民主共和国および隣接諸国で産出された「紛争鉱物」
に対するミネベアミツミグループの考えをまとめ、2012年
10月「ミネベアミツミグループ紛争鉱物対応ポリシー」を制
定しました。
　さらに、「ミネベアミツミグループCSR調達ガイドライン」

　長引く新型コロナウイルスの全国での感染拡大を受け、
認定NPO法人しんぐるまざあず・ふぉーらむ様に対し、高
校生の子どもを持つひとり親のご家庭の支援に役立ててい
ただくべく、寄付を実施
しました。7月に5,000
万円の寄付を実施し、今
後最大1億円の寄付を予
定しています。

「責任ある鉱物調達」への対応

ひとり親支援

についても「紛争鉱物対応」について追加しました。その後、
近年の責任ある鉱物調達に関する社会動向に鑑みて見直し
をおこない「責任ある鉱物調達」として、紛争およびCSR
リスクに関わるタンタル、スズ、タングステン、金、その
他コバルト等の鉱物の不使用に向けた取り組みの推進をお
取引先様に対して要請しています。
　また、お客様からの調査依頼については、引き続き調査
用データベースを用いた回答を実施しています。

地域社会との共生

第4章　価値創造を支える取り組み
社会への取り組み

責任ある調達の推進

　当社では、グローバルに事業を展
開する上で、サプライチェーン全体で
の CSR の推進が重要と考え、2012
年3月に、「ミネベアミツミグループ行
動規範」を基にした「ミネベアミツミ
グループCSR調達ガイドライン」を策
定し、遵守いただくことをお取引先様
との取引基本契約書に明記し、違反を契約解除事項とする
など、CSR調達の枠組み構築に取り組んでいます。
　調達・物流部門のCSR 調達に関する社内教育も実施し
ており、2021年3月期は国内グループ各社の資材部員250
名中、231名が受講いたしました。
　また、お取引先様のCSR 推進状況を把握することを目
的に、「ミネベアミツミグループCSR調達推進自己チェック
シート」を作成し、お取引先様に回答をお願いしています。

CSR調達
　2021年3月期はミツミ電機のタイ、マレーシア、フィリ
ピンにある4工場の主要お取引先様96社を対象に実施いた
しました。回答率は100％となっております。
　当チェックシートでは、「企業の社会的責任（CSR）推進
全般」「労働」「安全衛生」「環境保全」「倫理的経営」の
5分野の設問を設け、サプライチェーンにおけるリスクアセ
スメントをおこなっています。回答結果はお取引先様に対
してフィードバックしているほか、一部取り組みに課題の見
られたお取引先様に対しては個別にコミュニケーションを
取ることで、取り組み状況を詳細に確認しています。
　なお、取引関係における人権侵害を回避するため、取引
先自身および取引先のサプライチェーンによる調達ガイド
ラインに対する違反を認識していないことの誓約書の提出
を求めています。また、人権侵害が疑われる場合には必要
に応じ第三者機関による監査を実施します。

マテリアリティ目標

　2022年3月期は2019年からグループに加わったユーシ
ンにおけるCSR調達の現状確認と、「CSR調達ガイドライ
ン」に基づくお取引先様への周知、日本のお取引先様に
対して、「CSR調達推進自己チェックシート」でCSR推進

状況を確認します。また2026年3月期をめどに「CSR調
達ガイドライン」にRBA基準を導入し、それに基づいた
自己監査を実施することで、環境・人権問題を考慮した
CSR調達ガイドラインの高度化を実現します。

マテリアリティ

4
マテリアリティ

5

　今般、人権尊重の取り組みをグループ
全体でさらに促進し、その責務を果たし
ていくための指針として、世界人権宣言、
国連グローバル・コンパクトなど人権に関
する原則を支持し、右記の項目から構成
される、人権ポリシーを定めました。

ミネベアミツミグループ　人権ポリシー

1  基本的人権の尊重　
2  適用法令遵守　
3  国際人権規約の尊重　
4   児童労働の禁止、 

若年労働者の就労制限
5  強制労働の禁止　

6  差別の禁止　
7  ハラスメントの禁止　
8   結社の自由と 

団体交渉権の尊重　
9   人権デューデリジェ

ンス　

10  教育啓発　
11   仕入先への賛同・ 

協力要請　
12  情報開示　
13  適用範囲

最近の活動、外部からの評価を紹介します。
過去の活動はWebサイトに掲載されているESG事例集をご覧ください。

ESG事例集は
こちらから

ご覧いただけます。

NMB シンガポールが、従業員の福利厚生、働きがいの
ある職場、良好な労使関係等多くの取り組みが認められ、
国家労働組合会議（NTUC）のメーデーアワード 2021 金
賞を受賞しました。

労使関係が良好であることに加え、新型コロナウイルス
禍の混乱のなかで、従業員の賃金、福利厚生、教育、働
きがいの改善へのコミットメントが評価され、金属産業労
働 組 合（MIWU）
にも支持されたこ
とが今回の受賞に
つながりました。

　カンボジア工場が「ASEAN-OSHNET(アセアン諸国連合
労働安全衛生ネットワーク)」が主催する「ASEAN OSHNET 
Excellnce Awards」を 受 賞し まし た。「ASEAN-OSHNET 
Award」は、ASEAN各国において労働安全衛生が優れた企
業をそれぞれ選定し、ASEAN 全体で表彰するものです。カン
ボジア工場が受賞した“Excellence Awards” は、各国のなか
で、最も優れた労働安全衛生管理システムを有する企業1社に
贈られ、カンボジアにおいて、日系企業の受賞は初となります。
　同賞は、2016 年にスタートし、2020 年が第3 回となります。
表彰式は新型コロナウイルス感染の影響を受け1年間延期と
なっていましたが、
2021年7月にオ
ンライン形式で
実施されました。

マテリアリティ目標

ウィズコロナ・アフターコロナの新常態に合わせた安
全かつ効率的なコミュニケーション方法を検討し、地
域社会とのコミュニケーションを継続してまいります。

　当社グループは人工呼吸器や人工心肺装置などさま
ざまな医療機器に使用されるベアリング、各種モーター、
センサー、電源、半導体、コネクタを生産していますが、
2020年1月29日から社長をトップとする対策本部を設置し、
中国の工場で得たベストプラクティスを世界中の拠点で共
有することで、社員の安全を確保し、これまで自社理由で
操業を停止することなく、供給責任を果たしてきました。
　また災害用としていたN95マスク22万枚のほか、ゴーグ
ル、フェイスガード、クリーンスーツ、頭巾、ニトログローブ、
ガーゼ等の医療アイテムを16カ国150機関に寄贈するとと
もに、自社製マスクの生産を2020年4月から、外部販売を

2020年6月から開始し、2021年7月時点で5,000万枚を生
産し、800万枚を販売しました。さらに、いち早くワクチン
の職域接種に取り組み、東京本部、軽井沢工場、藤沢工場、
浜松工場、広島工場、千歳事業所等で社員・家族、その
他関係者合計約1万3,000名にワクチン接種を実施しました。

新型コロナウイルス対応

人権ポリシー

メーデーアワード2021 金賞を受賞

カンボジア工場が「第3 回ASEAN-OSHNET 
Award」“Excellence Awards” を受賞
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https://www.minebeamitsumi.com/csr/


■  初めに新任の片瀬取締役から、ご経歴とミネベアミツミ
社外取締役就任の抱負についてお伺いします。

片瀬：私は通商産業省・経済産業省を中心に政府に35年間
おりました。その時に感じていたことは、日本経済が停滞す
るなかで、多くの日本企業が成長に向けた十分な活力がなく
なったということです。その様ななかで、新しい付加価値を
積極的に生み出し成長しようとする姿勢を非常に明確に打ち
出していたのがミネベアミツミでした。オーガニック（自律的
成長）とM&Aの両方でシナジーを創出しようとする、活力
に溢れた会社であると認識していました。
　私自身はこれまでエネルギー、環境、技術、通商、航空

宇宙などさまざまな
政策に関わりました。
これらの経験もいか
しながら、当社が成
長していくなかでの
重要課題を見出して
それを経営方針にい

ミネベアミツミのマテリアリティ（重要課題）への
取り組みについて

今回、当社のマテリアリティの見直し（本書27～28ページご参照）を機に、
社外取締役の松村氏、芳賀氏、新たに就任された片瀬氏に社外取締役としてのお考えを伺うとともに、
当社の取り組みについてサステナビリティ推進部門長吉田取締役との意見交換が実施されました。

かしていけるよう助言するとともに、世界の方向性にマッチし
ないのではないかと考える場合には意見を申し上げるつもり
です。積極的に後押しするとともに必要があればブレーキを
踏むという両面から、当社が今後の日本企業の一つのモデル
として、大きく成長していくように貢献したいと思っています。

■   今回、マテリアリティ（重要課題）の見直しでは ｢地球環
境課題解決への貢献」と環境課題が大きく掲げられました。
具体的な取り組みついてお聞かせください。

吉田：今期から当社はQCDESS™という新しいスローガンを
掲げ、その中核にEco（環境）やEfficiency（効率）を据え
た経営を実践してまいります。当社の強みである超精密加工
技術と、その他のコア技術を相い合わせていくことで、「地球
環境課題解決への貢献」に向けて取り組みを進めます。
−片瀬取締役、今回見直された環境課題について、当社に
期待される役割をどのようにお考えでしょうか。
片瀬：地球環境問題対応への世界的な流れは一時期停滞
したかに見えましたが、もう流れは変わらないと考えてい

ます。そのなかで、当社の技術と製品は、カーボンニュー
トラルの大きな流れに乗っていると考えられます。例えば、
カーボンニュートラルに向けた重要な要素に社会経済の電
化が挙げられます。電化を進めようと思えば、電気で物を
動かすためのベアリングとモーター、それらを制御するた
めのセンサー、アナログ半導体がキーとなります。当社は
これらのそれぞれに強みがあり、さらにそれらを組み合わせ
ることで、環境性能面を含めて非常に高い競争優位性を発
揮しています。地球環境問題解決のためにはイノベーション
が鍵であることは世界の共通認識ですが、まさに、これか
らも当社が次々とイノベーションを起こし新しい技術を素早
く世の中に投入していくことが、地球環境問題解決に貢献
することになると思います。
　一方、企業である以上は、世界が国レベルで「グリーン成長
戦略」を進めようとしているのと同様に、このような製品・技
術の環境への貢献を製品価値に結びつけ、成長していくビジ
ョンを具体化していくことが不可欠です。このためには、例え
ば新しいビジネスモデルを創り出し、あるいは標準化などの制
度も活用しながら製品の優れた環境性能や効果を分かり易く
示すことのできる環境を創り、製品価値に結びつけるなど、事
業分野や製品の特性に応じた取り組みが重要と考えています。
−松村取締役、「地球環境課題解決への貢献」を進めるうえ
で課題等はありますでしょうか。
松村：パリ協定が掲げる気温上昇抑制目標の達成に向けた
カーボンニュートラル実現を目指す世界的流れのなかで、日
本を含む多数の国が2050年までの脱炭素実現を表明しており、
また日本政府として2030年度での意欲的な中間目標を示して
います。こうした状況下で企業活動における脱炭素の取り組み
が加速しております。当社の地球環境保護への持続的な貢献
に向けた活動内容を明確化し、その情報をきちんと開示する「取
り組みの見える化」が非常に重要になってくると思います。
　当社の取り組みに関しては大きく2点あります。1点目は当社
の環境貢献型製品、いわゆるグリーンプロダクツの生産比率
を高めることです。そのためにはCO₂排出削減効果に関して
分かり易い形で示すことにより、そのCO₂排出削減効果の有
用性をこれまで以上にアピールし、グリーンプロダクツがお客
様に採用されることが重要と考えます。2点目は当社の事業活
動に伴って排出されるCO₂の削減です。当社はCO₂排出総量
を2031年3月期までに、2021年3月期比で30%削減する目標
を掲げました。今後はこの目標達成に向けた道筋をより明確
化する必要があります。目標達成のためのさまざまな手段に
ついて、実行可能性と費用対効果をスピーディに詳細に検討し
ていくことが重要であると思います。すでに当社ではタイの主
要2工場で大規模な太陽光発電システムが導入され、年間約
4,000トンのCO₂排出量の削減が見込まれており、今後他の

拠点でも再生可能エ
ネルギーの利用が進
むことを期待してい
ます。
　企業の経営目標に
おいて、温暖化ガス
排出抑制を明確に取
り込んでいくことの重要性が高まっています。当社は昨年8月
にTCFD提言への賛同を表明し、温暖化対策への取り組みを
着実に前進させていることを対外的にアピールしています。今
後もSBT（科学と整合的な脱炭素目標設定）、RE100（使用す
るエネルギーを100% 再生エネルギーとする活動）など、社
会的な要請が更に高まっていくと考えられます。この点について、
引き続き社外取締役として注視していきたいと思っています。
吉田：当社製品は顧客先における完成品のCO₂排出量の削
減に大きく貢献しております。また当社自身の事業活動に伴
い排出されるCO₂の削減に取り組むことで、カーボンニュー
トラルの実現へ向けてさらなる貢献に努めてまいります。

■  ｢社会を支える高品質な精密部品の創出」について事業ポー
トフォリオ戦略という観点から、お考えをお聞かせください。

吉田：これまで社会の変化に対応するため事業ポートフォリ
オを充実させてきました。製品の高性能化そして強靭な供給
体制によって、社会に貢献することが当社の使命であると考
えます。不測の事態が起きた時でも供給責任を果たせるよう、
経済的合理性を加味しつつ分散した生産拠点網の維持・構
築が大切であると考えています。
芳賀：当社の事業ポートフォリオは、持続的成長の源泉です。 

「８本槍」と呼んでいるコア事業は、超精密・超高品質であ
ることによって長期にわたり競争優位性を維持できると思っ
ています。
　さらなる持続的成長に向けたシナリオの1つ目は、その８つ
をそれぞれ強化することです。もちろんそれは片瀬さんがおっ
しゃったようにオーガニックとM&Aの両方を使うことになりま
すが、8つについてどういう優先順位をつけていくかということ
がポートフォリオ戦略の鍵になってくると思います。例えば当社
は昨年アナログ半導体事業が今後さらに市場拡大するという
経営判断のもと、自社の競争優位性を高める目的で投資の優
先順位を引き上げ、昨年そして今年と投資を実行してきました。
　持続的成長のシナリオの2つ目は、8事業の組み合わせに
より新しい顧客価値を創造することで、これを当社は「相

そうごう
合

活動」と呼んでいます。8つの事業はそれぞれの基盤技術
が比較的近く関連性のある多角化になっているため、事業
シナジーを発揮し易いと考えられます。また、顧客の業種
が多岐にわたることも、当社の安定した持続的成長を実現
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社外取締役

松村 敦子

社外取締役

片瀬 裕文

マテリアリティ（重要課題）

重要テーマ1　地球環境課題解決への貢献 重要テーマ2　社会を支える高品質な精密部品の創出 重要テーマ3　従業員の力を最大化

社外取締役×サステナビリティ推進部門長 座談会
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させていると考えら
れます。この事業シ
ナジーにより新たな
顧客ニーズを取り込
むことが可能となり、
片瀬さんがおっしゃっ
た環境貢献と製品価

値最大化にもつながっていくものだと考えます。
−投資案件において、社外取締役として判断されるポイント
は何でしょうか。
芳賀：取締役会にて審議される投資案件は、事業と顧客の
ポートフォリオ戦略を前提に優先順位が明確であり、執行側
で十分に検討されている印象を持っています。大きな投資案
件の際は事前に説明を受け十分に判断できるような情報を
得ています。疑問点があれば、私だけでなく他の社外取締役
もその都度確認できるような機会が設けられています。
　社外取締役として投資判断にあたり、中長期戦略との適合
性、持続的成長や企業価値向上への貢献とそのプロセス、投
資後のシナジーを見込んだ事業計画ができているか等につい
て確認しています。すべての投資は必ずリスクを伴うため、単
にリスクがあるのでブレーキを踏む、リスクが無いのでアクセ
ルを踏むということでは、せっかくの投資機会を見逃す可能性
があります。リスクを把握しそのリスク低減策が合理的であれ
ば賛同できますが、逆にリスクの検証が不十分と思われる案
件であれば意見を申し上げるつもりです。それは私だけでなく
他の社外取締役も同様の観点から発言されていると思います。
−持続的な成長に向けた、事業ポートフォリオの見直しにつ
いてはいかがでしょうか。
芳賀：事業ポートフォリオの組み替えのタイミングですが、外
部環境に大きな変化があれば組み替える必要性が高まります。
現在のところ当社は8本槍のコア事業中心で特に問題無いと
思います。ただこの８本槍が永続すると決めつけてしまうの
はリスクです。当分は置き換わらないだろうという想定があ
っても、常に外部環境の変化の兆しを察知するような継続的
な取り組みをおこなっていく必要があると思います。
−片瀬取締役、事業の優先順位についてどのようにお考えで
しょうか。
片瀬：芳賀さんの話にもあったように、8本槍のそれぞれを
強化することが基本だと思います。8本槍がそれぞれオーガ
ニックとM&Aを組み合わせながら持続的に成長しようとし
ています。当社の強みとして、M&Aにより外部の新しいアイ
ディア・技術や優れた人材をうまく会社全体の中に統合し、
1＋１を２より大きくするノウハウがあるように私は感じてい
ます。社長のリーダーシップの下、明確な目標を共有して一致
して取り組んでいくコーポレートカルチャーがその基盤にあり、

それをきちんと継続していけば、当社は今後も非常にユニー
クな会社として成長し続けることができると思います。日本
企業はこれからも再編や統合が不可避と思いますが、M&A
で得た経営資源をうまく統合しながら事業ポートフォリオを
強化できることは当社の大きな強みではないでしょうか。
−「社会を支える高品質な精密部品の創出」について対応す
べき点はありますでしょうか。
片瀬：目下、半導体の不足によって自動車産業をはじめ半
導体ユーザーである産業が大きな影響を受けています。また、
国際的に「サプライチェーン・レジリエンシー」*というコン
セプトにより、サプライチェーンも含めたリスクマネジメン
トの重要性が世界共通認識になっており、政府・民間共に
取り組みが始まっています。お客様からの安定供給要請が
益々厳しくなる中、当社は十分な対応をしているか、また
十分納得していただける体制構築ができているか不断に見
直し、取り組んでいくことは経営にとって非常に重要な課
題だと思います。

吉田：執行側が戦略や方向性を正しく認識し具体的に取り組
みを進めることが重要と考えています。例えば事業領域の拡
大は隣接領域で当社の強みがいかせる、あるいはシナジーが
見込める領域での展開を進めます。また、「相合」を進める
ためには、事業部という単位を超えた取り組みが重要で、そ
れを可能とする上位のマネジメント力向上や組織間交流を進
める仕組みの構築などが重要です。
　社長の強いリーダーシップの下、縦と横を組み合わせた、
マトリックス組織による効率的な運営により、ご指摘いただ
いた戦略や製品価値最大化につなげてまいります。

■  マテリアリティ「従業員の力を最大化」について、お考え
をお聞かせください。

吉田：これまでの2つのマテリアリティを実現するには人的
資本の充実が不可欠です。例えばAI、DXといった広範囲
で高い専門性が求められるポジションでは、社内登用に留
まらず、広く外部人材を募り集まっていただいています。当
社は1972年からアメリカ、シンガポールに進出し、その後
東南アジア各国に展開し、海外従業員比率が高くなってい
ます。グローバルオペレーションになるということで、ダイ
バーシティ等については経営課題として取り組んできました。
今後、当社の経営方針や顧客ニーズを加味し、人的リソー
スの強化の重要性の高まりを受けて、これらの取り組みをさ
らに充実させてまいります。
−松村取締役、グローバルに事業を展開していく上での一体
感について、どのようにお感じでしょうか。

松村：グローバルな事業展開において全従業員が一体感を
もって企業価値を高めていくためには、企業理念に基づく意
識の共有が重要であると考えます。私が視察をおこなった東
南アジアの各拠点においては、ローカルスタッフの一人一人
に当社の経営理念や社是などが浸透していて、そのことが海
外従業員の意欲向上につながっていると実感しました。また、
全従業員が会社への誇りを共有していることが当社グループ
での一体感の醸成を可能にしていると感じます。
　一方、グローバル人材として育成された日本人従業員が、
世界各拠点で活躍していることも当社の強みだと感じています。
当社でのグローバル人材は、情熱・好奇心と自ら考える主体
性を持ち、モノづくりの基本を身につけ、グローバル的視野
で考え、チャレンジ精神で行動する人材と位置付けられてい
ます。従業員に対して研修をしっかりとおこなった上でグロー
バルに働く機会を提供することで、高い能力を身につけたグ
ローバル人材が徐々に育ってきていると実感しています。また、
海外拠点で活躍する女性が増えていることもとても喜ばしい
ことです。
　私はこれまで国際経済学の研究に携わってまいりましたので、
グローバルな視点から当社グループの運営を注視しております。
東南アジアの拠点視察では、日本人駐在員とローカルスタッフ
の人材面での相合が非常にうまく進んでいると感じました。今
後も、グローバル人材の育成等で助言していきたいと思います。
−ダイバーシティ＆インクルージョンについての手応えはいか
がでしょうか。
松村：昨年9月に女性活躍推進プロジェクトが発足し、12月
にはダイバーシティセミナーがオンラインで開催されました。
セミナーの目的は、女性活躍を推進する意識、風土を醸成し
ていくことにあり、私の講演では多様性がもたらす効果、言
い換えれば人材面での相合力活性化によるプラスの効果と相
合力活性化実現への方策を中心にお話しし、男女を問わず
社員からさまざまな反響をいただき手応えを感じました。プ
ロジェクトの活動は順調に進んでおり、その成果の一つとして

「えるぼし」の最高位認定に至ったと思っています。認定取
得は当社の社会的な評価を上げるだけでなく、ステークホル
ダーへのアピールにつながることが期待されます。また採用
活動にも少なからず良い影響が出ると思っています。
　しかし「えるぼし」最高位認定は通過点であり、さらなる
充実が必要です。例えば、当社の日本国内の女性管理職比
率が業界平均を下回っていることが挙げられます。まずは女
性採用比率を高める努力をおこない、女性向けの研修体制
を充実させるなど、女性の活躍機会を広げる取り組みが重要
であると思います。またこれまでの活動を通じて、当社の女
性社員には会社の成長に貢献したいと強く望んでいる人が多
いと感じています。一方で仕事と育児の両立に悩んでいる女

性社員も一定数存在しております。このような同じ悩みに直
面する社員同士で意見交換をおこなうネットワークが立ち上
がり有効に機能しています。こうしたネットワークが継続して
活用されるよう効率的な仕組みづくりも重要だと思います。
　女性活躍推進とともに、性別や国籍などを問わずさまざ
まな従業員が能力を最大限に発揮できるよう、全社員にとっ
て働きやすい職場を実現することを目指していかなければな
らないと思います。ダイバーシティが向上することによってビ
ジネスのアイディアや会社の戦略策定にも良い効果が生じる
と考えます。そのために、それぞれの立場の社員が直面する
諸問題の解決に取り組むことが必要で、よりよい職場環境作
りに向けたきめ細かな対応が課題となります。
−芳賀取締役、「従業員の力を最大化」するため、対応すべ
き点はありますでしょうか。
芳賀：当社の特徴として、海外従業員比率9割、従業員数約
10万人といったことが挙げられます。この事業規模は強みで
ある一方で、これだけ規模が大きくなると本社から目の届き
にくい部分が発生し、コンプライアンスリスクも懸念されま
す。本社が現場で何が起きているかということを適宜把握す
る目的で、事業所別にモチベーションサーベイ実施の必要性
を感じております。モチベーション低下時にリスクが顕在化す
るケースがあるため、事業所別のモチベーションの変化を定
期的に確認することで、コンプライアンス上のリスクを事前
に回避することが可能になります。また事業所別に従業員の
力を最大限に発揮してもらえているかの確認にもなります。
　それと若い世代が力を発揮しやすい環境を用意し、事業
に反映させる工夫を検討していかなければいけないのではな
いかと考えます。片瀬さんがおっしゃったイノベーションには、
こうした若い世代のアイディアの活用も重要になると思います。
吉田：社長にも参画いただき人事制度を包括的に見直す
プロジェクトに着手しております。年齢、性別、国籍を
問わず活躍できる機会を設け、中長期的な育成や選抜等
を見直すことによ
り、従業員の力を
最大限に発揮でき
る環境を整えるこ
とで持続的な成長
へつなげてまいり
ます。
−ミネベアミツミの社外取締役は専門性のある知見や高度
な経験をいかし、さらに社外の価値観、グローバルな潮流
に照らしマテリアリティへの取り組み状況を注視しています。
また、経営に関する積極的な助言や執行の監督を通じて、
当社のマテリアリティの解決を後押しし、持続的成長と中長
期的な企業価値向上に取り組んでおります。

取締役 
専務執行役員

吉田 勝彦

社外取締役

芳賀 裕子

*  サプライチェーン・レジリエンシー：サプライチェーンのリスクへの対応
（有事の際の影響を最小限にとどめ、ビジネスの継続性を高めるための強靭
性の確保）

社外取締役×サステナビリティ推進部門長 座談会
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取締役報酬制度

社長 99年～ 
山本社長

2002年
取締役25名

退職慰労金制度廃止

「危機管理基本規程」制定

導入 （更新） （更新） （更新） （非更新）

「リスク管理基本規程」制定
（「危機管理基本規程」廃止）

2名

2名

指名・報酬委員会設置

3名

3名 4名

ストックオプション導入 インセンティブ 
報酬導入

業績連動型株式
報酬制度導入

05年～
山岸社長

象徴的なM&A
（グループ会社数）

09年～
 貝沼社長

「コンプライアンス管理規程」制定

「競合会社との接触に関する規程」制定

「グループ会社管理規程」制定

「贈収賄防止規程」制定

「グローバル知財規程」制定

■ コーポレート・ガバナンス進化のあゆみ

グループガバナンス

買収防衛策

2003年
執行役員制度導入による取締役の減員

（25→10名）
10名 9名 10名 12名 11名 12名

社長執行役員が兼務取締役会議長/CEO

取締役会

社外取締役

社外監査役

諮問委員会

当社は､「従業員が誇りを持てる会社でなければならな
い｣､「お客様の信頼を得なければならない｣､「株主の皆様
のご期待に応えなければならない｣､「地域社会に歓迎され
なければならない｣､「国際社会の発展に貢献しなければな
らない」という社是「五つの心得」を経営の基本方針とし
ております。当社は、この社是に従い、株主の皆様・お取

引先様・地域社会・国際社会・従業員をはじめとしたさま
ざまなステークホルダーに対して社会的な責任を果たすと
ともに、持続的な企業価値の向上をはかるため、経営の透
明性と客観性を確保するとともに経営監督機能および業務
執行機能を構築しコーポレート・ガバナンス体制の充実に
取り組んでおります。

　当社は取締役会の多様性を重視しつつ、持続的な企業
価値の向上を実現するため必要な知識・経験・能力・国際
性を備えた候補者を指名・報酬委員会が取締役会に答申
し取締役会にて決議し株主総会に付議しております。取締
役12名のうち5名の独立社外取締役を設置し経営の透明

　取締役会がその役割を実効的に果たすため、取締役会
全体が適切に機能しているか、取締役会の構成メンバーや
議題、運営状況等を定期的に検証し、課題を抽出して問
題点や強みを認識するため、取締役会実効性評価を重要
なものと考えています。
　昨年度からの改善点の進捗を振り返るとともに、次年度
に向けた重要課題を発掘し実効性を向上させることを目的
とし、取締役・監査役全員に対して、書面アンケートによ
る自己評価を毎年３月に実施しております。2020年度は
第三者関与による取締役会実効性評価アンケートを実施し、
第三者による分析・評価では、 「本アンケート結果から、当
社取締役会の実効性に大きな懸念は認められない」との

性と客観性を高め、業務執行を監督するとともに戦略性の
高い意思決定をおこなっております。また執行役員制度を
導入し取締役から執行役員等へ大幅な権限移譲を実施し、
経営監督機能と業務執行機能の役割を明確にして、業務
執行のスピードアップをはかります。

見解を受けました。 これを踏まえ、2021年６月の取締役
会で取締役・監査役間のフリーディスカッションによる結
果、 「2020年度の取締役会は、全般的に十分機能してい
る」と評価するとともに、取締役会の実効性確保に向けた
今年度の取り組みも議論いたしました。 

（39社） （40社） （69社）

ミツミ 
統合

（89社）

ユーシン
統合

（118社）

エイブリック 
統合

（123社）

■ コーポレート・ガバナンス体制図

「行動規範」制定 「行動指針」
制定

第三者関与による
取締役会評価実施

全取締役､監査役の
スキルマトリックス

公開

持続的成長の基盤となる、
コーポレート・ガバナンスの充実を継続的に進めています。

コーポレート·ガバナンス  コーポレート・ガバナンスハイライト

株主総会

本部、部門、事業部、グループ会社

取締役会：取締役 12名

代表取締役社長執行役員

会
計
監
査
人

選任／解任

方針提示･計画等承認 計画具申報告等

指名・報酬委員会社内7名 社外5名

監査役会：監査役4名

社内1名 社外3名

内
部
監
査
室

内
部
統
制
推
進
室

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
推
進
室

C
S
R
推
進
室

貿
易
法
令
順
守
管
理
室

安
全
保
障
貿
易
管
理
室

グ
ル
ー
プ
環
境
管
理
室

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
委
員
会

リ
ス
ク
管
理
委
員
会

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
委
員
会

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
委
員
会

品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
委
員
会

特
許
等
委
員
会

〈サステナビリティ推進部門〉 〈専門委員会〉

上席執行役員会議

選任／解任 選任／解任

報告

連携

監査

報告

報告

報告連携

連携

監査

会計監査

（うち社外取締役5名）

執行役員等

選定･解職･監督

報告

諮問

答申

諮問答申

報告

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

取締役会の状況

取締役会実効性評価

社外取締役
比率増加

（1名増で12名中5名）

今年度の取り組み
「サステナビリティ推進の取り組み」について取締役会での議
論をより一層積極的におこなうとともに、当社における GX（グ
リーン・トランスフォーメーション）を中心にサステナビリティ
課題への取り組みをさらに深めていくため定期的に議論してい
くことといたしました。

20052003～2000（年） 2007 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

5名

20052003～2000（年） 2007 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021
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役員の報酬等

■ 役員報酬実績（2021 年 3 月期）

　取締役の報酬決定プロセスの透明性および客観性の向
上をはかるため、独立社外取締役を委員長とし、委員の
半数以上を独立社外取締役で構成する任意の指名・報酬
委員会を設置しております。取締役の個人別の報酬等は
株主総会で決議された報酬限度額内で以下の報酬構成お

区分 支給人員（名）
報酬等の額（百万円）

基本報酬 業績連動型金銭報酬 業績連動型株式報酬 合計

取締役
（うち社外取締役）

13
（4）

314
（42）

388
（対象外）

16
（対象外）

719
（42）

監査役
（うち社外監査役）

4
（3）

48
（33）

対象外
（対象外）

対象外
（対象外）

48
（33）

合計 17 363 388 16 768

上記には、2020 年６月 26 日開催の第 74 回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役上原周二氏を含めております。

コーポレート・ガバナンス

＜業績連動型金銭報酬＞
　「役員賞与」は、連結会計年度毎の最終成果である当期
利益を重視しつつ、株価に表される企業価値向上への動機
づけを目的として導入しております。
業績指標： 当期利益を中心とする連結業績および株価水準等
実　　績： 連結当期利益387億円、連結売上高成長率

＋１％、連結営業利益511億円、当社株価の
対日経平均株価パフォーマンス比＋14％

算定方法： 実績に対し別途定めた賞与算出テーブルに基づ
き支給額を算定しております。なお、賞与算出
テーブルは社内取締役各自の役職に応じて業績
と職責、成果を反映させております。

　「インセンティブ報酬」は、中期事業計画達成による業績向
上と企業価値向上への動機づけを目的として導入しております。
業績指標：連結売上高、連結営業利益および当社時価総額
実　　績：  連結売上高9,884億円、連結営業利益511億円、

期末時価総額１兆2,082億円
算定方法：  実績に対し別途定めたインセンティブ報酬算出テー

ブルに基づき、支給額を算定しております。なお、
算出テーブルは社内取締役の役職に応じて業績と
職責、成果を反映させております。

　なお、本インセンティブ報酬は2021年3月期を対象とする支
給をもって終了しております。

■ 取締役および監査役のスキルマトリックス

氏名 地位
特に期待する専門性・バックグラウンド

企業経営 M&A グローバル 製造 営業 技術開発 環境 · 社会 法務 財務 · 会計 税務 政府機関

取
締
役

貝沼　由久 代表取締役会長
兼社長執行役員 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

森部　茂 代表取締役副会長 ○ ○ ○

岩屋　良造 取締役
副社長執行役員 ○ ○ ○ ○

野根　茂 取締役
専務執行役員 ○ ○ ○

加々美　道也 取締役
専務執行役員 ○ ○ ○

吉田　勝彦 取締役
専務執行役員 ○ ○ ○ ○

麻生　博史 取締役
常務執行役員 ○ ○ ○

村上　光鵄 社外取締役 ○ ○

松村　敦子 社外取締役 ○ ○

芳賀　裕子 社外取締役 ○ ○ ○

片瀬　裕文 社外取締役 ○ ○ ○ ○

松岡　卓 社外取締役 ○ ○

監
査
役

木村　尚行 常勤監査役 ○

吉野　功一 常勤社外監査役 ○ ○ ○ ○

柴崎　伸一郎 社外監査役 ○

星野　慎 社外監査役 ○ ○

指名・報酬委員会　委員長メッセージ（村上 光鵄　社外取締役）

　当社の指名・報酬委員会は、取締役会の機能を補完する任意の諮問機関として
2018年12月に設置されました。経営に対する監督強化をはかるため、独立社外取締
役を委員長とし、委員の半数以上を独立社外取締役としています。取締役会とは独立
した組織とすることで、役員の指名および報酬に係る客観性と説明責任をステークホ
ルダーに果たすよう努めています。2021年6月には「コーポレートガバナンス・コード」
が改定され、当委員会としてもガバナンスの一層の充実に取り組みます。引き続き、
当委員会が当社のガバナンスの根幹を担う自負を持って委員長としての務めを果たし
てまいります。

社外取締役
村上 光鵄

指名・報酬委員会の主な活動の状況（2021年3月期）
　役員の指名においては、取締役候補者案（新任および重
任）の検討を実施しました。取締役候補者との面談を経て、
当社取締役としての適格性を委員会にて審議し取締役会に
答申いたしました。また、最高経営責任者等の後継者計画
についても検討し、後継者像の検討や後継者候補の選抜
方法とその育成計画について議論を開始しました。
　当社の成長を牽引するに相応しい最高経営責任者を見極
めるため、継続して委員会にて議論することにしております。

　役員の報酬においては、取締役との面談等を実施し、
取締役個人別報酬額の妥当性を委員会にて審議し取締役
会に答申いたしました。また、ESGの取り組みを動機づけ
る目的で、取締役の個人定性評価にESGにおける取り組
み評価を新たに加えることを取締役会に答申し、承認され
ました。このほか、改正会社法施行に伴う取締役個人別の
報酬決定方針、役員報酬の水準についても議論しました。

よび算定方法の下、指名・報酬委員会にて審議され取締
役会へ答申し取締役会が決定します。指名・報酬委員会
が取締役個別報酬を審議し取締役会に答申することで、
報酬決定プロセスの客観性および透明性を担保しており
ます。

スキルマトリックスは、役員候補者検討のみならず取締役会全体のスキルバランスをはかる目的でも活用しております。

＜基本報酬＞
　取締役各自の役職に応じた職責報酬と、各自の実績および業績その他各種要素を勘案して毎期改定される実績報酬で構
成され、相当な額を算定しております。なお、社外取締役の報酬等は、各社外取締役に期待される役割等を勘案し、基本報
酬を決定しております。

＜業績連動型株式報酬（非金銭報酬）＞
　「株式報酬制度」は、取締役が株価の変動による利益と
リスクを株主の皆様と共有することで、中長期的な業績の
向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的
として導入しております。当社が金銭を拠出して設定する
信託が当社株式を取得し、各取締役の業績等への貢献度に
応じてポイントを付与します。
業績指標：連結当期利益
実　　績：連結当期利益387億円
算定方法： 「株式交付規程」に定める、ポイント算出テー

ブルに基づき、定量・定性評価を組み合わせ
算定します。定性評価では、持続的な企業価
値向上をはかることを目的としてESG の取り
組み状況を一定部分組み込んでおります。各
取締役の業績等への貢献度に応じて付与する
ポイントを決定し、当該ポイントの数に相当
する数の当社株式を、各取締役の退任時に交
付します。

付与実績： 2021年３月期に係る報酬等として社内取締
役8名に付与するポイントは合計8,192ポイ
ント（当社株式8,192株に相当）となりました。
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役員一覧（2021年8月現在）

代表取締役会長兼社長執行役員
貝沼 由久

1983 年 4 月 第二東京弁護士会弁護士登録
1988 年 12 月 当社取締役法務担当
1989 年 9 月 米国ニューヨーク州弁護士登録
1992 年 12 月 当社常務取締役業務本部副本部長
1994 年 12 月 当社専務取締役欧米地域営業本部長兼業務本部副本部長
2003 年 6 月 当社取締役専務執行役員
2009 年 4 月 当社代表取締役社長執行役員
2017 年 1 月 ミツミ電機株式会社取締役会長
2017 年 
2018 年

6 月
12 月

当社代表取締役会長兼社長執行役員（現任）
当社指名・報酬委員会委員（現任）

取締役会出席状況
100％（12/12 回）

選任理由
2009年より当社グループ全体の経営の指揮を執り、当社グループの業容拡大・企業価値向上
を着実に実行、達成してきた経営手腕は、当社グループのさらなる持続的成長に資するもの
と判断したため。

代表取締役副会長
森部 茂

1980 年 3 月 ミツミ電機株式会社入社
1990 年 5 月 同社開発本部部長
1991 年 4 月 同社取締役シンガポール支店長
1994 年 4 月 同社常務取締役
1999 年 10 月 同社専務取締役営業本部本部長
2002 年 4 月 同社代表取締役社長
2017 年 1 月 当社顧問
2017 年 4 月 ミツミ電機株式会社取締役会長（現任）
2017 年 6 月 当社代表取締役副会長（現任）

取締役会出席状況
100％（12/12 回）

選任理由
2017年のミツミ電機株式会社との経営統合まで長年にわたり同社代表取締役社長を務め、
経営者としての豊富な経験と高い見識を有しており、代表取締役副会長として当社グループ
の経営の監督を適切におこなっているため。

100％（12/12 回）

取締役副社長執行役員
岩屋 良造

取締役会出席状況

1981 年 4 月 当社入社
1989 年 12 月 当社東京支店東京販売部長
2009 年 6 月 当社執行役員電子機器事業本部ライティングデバイス事業部長
2013 年 6 月 当社常務執行役員
2015 年 6 月 当社取締役（現任）専務執行役員
2017 年 1 月 当社ミツミ事業本部長（現任） 兼 ミツミ電機株式会社代表取締役副社長執行役員
2017 年 4 月 ミツミ電機株式会社代表取締役社長執行役員（現任）
2017 年 6 月 当社電子機器製造本部長
2019 年 8 月 株式会社ユーシン取締役（現任）
2019 年 10 月 当社副社長執行役員 電子機器関連事業統括（現任）
2020 年 4 月 エイブリック株式会社取締役（現任）
2021 年 4 月 当社電子機器事業本部長（現任）

選任理由
長年にわたり営業部門、電子機器事業等の要職を務め、豊富な経験と高い見識を有してお
り、取締役電子機器関連事業統括として、電子機器事業本部、ミツミ事業本部、ユーシン事
業本部を管掌し、その役割を適切に果たしているため。

100％（12/12 回）

取締役専務執行役員
野根 茂

取締役会出席状況

1982 年 4 月 当社入社
1999 年 9 月 当社大阪支店長
2007 年 6 月 当社執行役員
2011 年 4 月 当社営業部門副担当
2012 年 6 月 当社常務執行役員
2015 年 6 月 当社取締役（現任）
2016 年 6 月 当社専務執行役員（現任）
2017 年 6 月 当社営業部門担当
2018 年 5 月 当社営業本部長（現任）

選任理由
長年にわたり営業部門の要職を務め、豊富な経験と高い見識を有しており、取締役営業本部
長として全営業部門を統括し、その役割を適切に果たしているため。

100％（12/12 回）

取締役専務執行役員
加々美 道也

取締役会出席状況

1989 年 1 月 当社入社
2005 年 7 月 当社技術本部エレクトロニクス開発部門長
2009 年 6 月 当社電子機器事業本部副本部長
2011 年 6 月 当社執行役員
2013 年 3 月 当社電子機器製造本部電子デバイス部門技術開発部長
2015 年 6 月 当社常務執行役員
2015 年 8 月 当社電子機器製造本部副本部長 兼 技術開発部門担当
2017 年 6 月 当社取締役技術本部長（現任）
2018 年 5 月 当社専務執行役員（現任）
2021 年 4 月 当社電子機器事業本部技術開発部門長（現任）

選任理由
長年にわたり電子機器事業の開発部門の要職を務め、研究開発における豊富な経験と高い
見識を有しており、取締役技術本部長としてその役割を適切に果たしているため。

■ 取締役

取締役専務執行役員
吉田 勝彦

1984 年 4 月 当社入社
2013 年 12 月 当社電子機器製造本部業務部長 兼 垂直統合改善室長 兼 事業支援室長
2014 年 6 月 当社執行役員
2016 年 6 月 当社経営管理本部副本部長 兼 経営管理部長（現任）
2017 年 6 月 当社常務執行役員
2019 年 4 月 当社経営管理・企画部門担当 兼 経理財務部門副担当 

兼 サステナビリティ推進部門副担当
2019 年 10 月 当社専務執行役員（現任） 
2020 年 4 月 エイブリック株式会社取締役（現任） 
2020 年 6 月 当社取締役東京本部長（現任） 兼 サステナビリティ推進部門担当

ミツミ電機株式会社取締役副社長執行役員（現任） 
株式会社ユーシン取締役（現任） 

2021 年 4 月 当社経営管理・企画部門長 兼 サステナビリティ推進部門長（現任）

選任理由
長年にわたり経営管理部門、企画部門、資材部門等の要職を務め、豊富な経験と高い見識を
有しており、取締役東京本部長として企画およびIRを含む事務管理部門全般を統括し、その役
割を適切に果たしているため。

100％（10/10 回）
取締役会出席状況

取締役常務執行役員
麻生 博史

100％（12/12 回）
取締役会出席状況

1981 年 3 月 九州ミツミ株式会社入社
2007 年 10 月 ミツミ電機株式会社電源事業部長
2010 年 6 月 同社取締役半導体事業本部長
2016 年 4 月 同社取締役常務執行役員（現任）開発本部長 兼 半導体事業本部長 兼 車載事業部担当
2017 年 1 月 当社ミツミ事業本部副本部長 兼 技術開発部門担当（現任）兼 半導体事業部門担当 

兼 車載事業部門担当
2017 年 6 月 当社取締役常務執行役員技術本部副本部長（現任）
2020 年 4 月 当社半導体部門担当 兼 エイブリック株式会社取締役（現任）
2020 年 8 月 当社相合活動推進本部長（現任）
2021 年 4 月 当社半導体部門長（現任）

選任理由
2017年のミツミ電機株式会社との経営統合まで同社の開発部門および電源、半導体事業等
の要職を務め、豊富な経験と高い見識を有しており、取締役技術本部副本部長のほか、半導
体部門長、相合活動推進本部長等を務め、その役割を適切に果たしているため。

■ 独立社外取締役

■ 独立社外取締役

社外取締役
村上 光鵄

1967 年 4 月 東京地方裁判所判事補
1999 年 4 月 東京高等裁判所部総括判事
2005 年 4 月 京都大学大学院法学研究科教授
2005 年 6 月 TMI 総合法律事務所顧問弁護士（現任）
2005 年 11 月 株式会社サンエー・インターナショナル社外監査役
2008 年 4 月 横浜国立大学大学院客員教授
2008 年 6 月 当社社外取締役（現任）
2010 年 4 月 大東文化大学大学院法務研究科教授
2018 年 12 月 当社指名・報酬委員会委員長（現任）

選任理由
元東京高等裁判所部総括判事および弁護士として豊富な経験と高い見識を有しており、それ
らの見識と経験をいかした監督とアドバイスをおこなっていただくため。

社外取締役
松村 敦子

100％（12/12 回）
取締役会出席状況

100％（12/12 回）
取締役会出席状況

1978 年 4 月 社団法人日本経済研究センター勤務
1981 年 4 月 経済企画庁経済研究所（現 内閣府経済社会総合研究所）客員研究員
1987 年 4 月 実践女子短期大学非常勤講師
1988 年 4 月 大妻女子大学専任講師
1991 年 4 月 東京国際大学経済学部専任講師
1999 年 4 月 同大学経済学部助教授
2006 年 4 月 同大学経済学部教授（現任）
2010 年 4 月 日本女子大学家政学部家政経済学科非常勤講師（現任）
2015 年 4 月 慶応義塾大学法学部政治学科非常勤講師
2016 年 6 月 株式会社ルネサスイーストン（現 株式会社グローセル）社外取締役（現任）
2018 年 6 月 当社社外取締役（現任）
2018 年 12 月 当社指名・報酬委員会委員（現任）

選任理由
国際経済学に関する専門的な知見に加え、幅広い見識と経験を有しており、それらの見識と
経験をいかした監督とアドバイスをおこなっていただくため。

社外取締役
芳賀 裕子

選任理由
企業戦略に関する専門的な知見に加え、経営コンサルタントとして培われた幅広い見識と経験
を有しており、それらの見識と経験をいかした監督とアドバイスをおこなっていただくため。

社外取締役
松岡 卓

100％（12/12 回）
取締役会出席状況

2003 年 4 月 株式会社啓愛社企画部長
2003 年 6 月 同社取締役
2004 年 6 月 同社常務取締役
2005 年 6 月 当社社外取締役（現任）
2007 年 6 月 株式会社啓愛社専務取締役
2011 年 6 月 同社取締役専務執行役員
2014 年 6 月 同社取締役副社長執行役員（現任）

選任理由
長年にわたり株式会社啓愛社の企画部門等を担当し、企業運営についての幅広い見識と経験
を有しており、それらの見識と経験をいかした監督とアドバイスをおこなっていただくため。

■ 取締役

100％（10/10 回）

取締役会出席状況

1982 年 ４月 通商産業省入省
2000 年 10 月 同省大臣官房 政策審議室長
2002 年 ７月 資源エネルギー庁 石油・天然ガス課長
2006 年 ７月 経済産業省 製造産業局 航空機武器宇宙産業課長
2008 年 ８月 同省通商政策局 大臣官房参事官（国際産業調査担当）
2009 年 ７月 同省大臣官房審議官（貿易経済協力局担当兼国際博覧会担当）
2010 年 ７月 内閣官房 宇宙開発戦略本部事務局審議官、内閣審議官
2012 年 ７月 経済産業省大臣官房審議官（通商政策局担当）
2013 年 ６月 同省産業技術環境局長
2015 年 ７月 同省通商政策局長
2016 年 ６月 経済産業審議官
2017 年 ７月 経済産業省顧問
2017 年 12 月 I-Pulse Inc. Executive Vice Chairman & Director（現任）

日本 I-Pulse 株式会社 代表取締役社長（現任）
2021 年　　 6 月 当社社外取締役（現任）

社外取締役
片瀬 裕文 （2021 年 6 月 29 日就任）

選任理由
経済、産業、技術開発、国際貿易、エネルギー、環境および宇宙開発等に関する専門的な知見
に加え、政府機関の要職を歴任するなかで培われた幅広い見識と経験を有しており、それらの
見識と経験をいかした監督とアドバイスをおこなっていただくため。

1989 年 4 月 プライスウォーターハウスコンサルタント株式会社東京オフィス 
シニアコンサルタント

1991 年 4 月 芳賀経営コンサルティング事務所代表（現任）
2008 年 4 月 株式会社損害保険ジャパンヘルスケアサービス執行役員
2010 年 2 月 社会福祉法人不二健育会理事（現任）
2010 年 4 月 尚美学園大学総合政策学部総合政策学科客員教授
2017 年 4 月 名古屋商科大学大学院 NUCB ビジネススクール准教授
2017 年 6 月 特定非営利活動法人日本アビリティーズ協会評議員（現任）
2019 年 3 月 協和発酵キリン株式会社（現協和キリン株式会社）社外取締役（現任）
2020 年 4 月 名古屋商科大学大学院 NUCB ビジネススクール教授（現任）
2020 年 6 月 当社社外取締役（現任）

当社指名・報酬委員会委員（現任）

コーポレート・ガバナンス
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■ 監査役

常勤監査役
木村 尚行

1983 年 4 月 当社入社
2008 年 5 月 当社人事総務部門軽井沢工場人事総務部次長
2011 年 9 月 当社業務・企画部門人事総務部部長
2012 年 7 月 当社人事総務部門人事部長 兼 総務部長
2019 年 6 月 当社監査役（現任）

選任理由
長年にわたり人事総務部門において人事・労務および総務全般の幅広い業務経験を有してお
り、その豊富な経験と培った知見を当社の監査に反映していただくため。

■ 独立社外監査役

1985 年 4 月 丸紅株式会社入社
2000 年 4 月 丸紅上海有限公司生活産業部長
2002 年 4 月 丸紅繊維亜州香港有限公司繊維部原料部長
2007 年 4 月 丸紅繊維上海有限公司副総経理
2010 年 4 月 株式会社スーパーツール社長付（出向）
2010 年 10 月 世派機械工具貿易（上海）有限公司総経理（出向）
2015 年 4 月 丸紅株式会社監査部主査
2018 年 7 月 Kyoto Robotics 株式会社入社同社 CFO 代理 兼 内部監査室長
2019 年 6 月 当社社外監査役（現任）

選任理由
総合商社および製造業での豊富な海外経験と経営実務経験に加え、公認内部監査人の資
格、財務および会計についての相当程度の知見を有しており、その豊富な経験と幅広い見識
を当社の監査に反映していただくため。

社外監査役
柴崎 伸一郎

1989 年 4 月 弁護士登録　井波・太田法律事務所
1993 年 4 月 井波・太田・柴崎法律事務所に名称変更 パートナー
2010 年 10 月 社団法人日本損害保険協会（現 一般社団法人日本損

害保険協会）紛争解決委員（現任）
2011 年 5 月 法律事務所ジュリコムに名称変更 パートナー（現任）
2012 年 4 月 東海大学医学部非常勤教授
2014 年 6 月 当社社外監査役（現任）
2015 年 4 月 東海大学医学部客員教授（現任）
2018 年 12 月 当社指名・報酬委員会委員（現任）

選任理由
弁護士として企業法務に精通しており、その豊富な経験と高い見識を当社の監査に反映して
いただくため。

社外監査役
星野 慎

1980 年 4 月 関東信越国税局入局
2006 年 7 月 関東信越国税局調査査察部統括国税調査官
2007 年 7 月 関東信越国税局総務部人事調査官
2009 年 7 月 深川税務署署長
2010 年 7 月 国税庁長官官房関東信越派遣主任国税庁監察官
2012 年 7 月 太田税務署署長
2013 年 7 月 関東信越国税局総務部企画課長
2014 年 7 月 国税庁長官官房関東信越派遣首席国税庁監察官
2016 年 7 月 国税庁長官官房大阪派遣首席国税庁監察官
2017 年 7 月 関東信越国税局調査査察部部長
2018 年 7 月 関東信越国税局退官
2018 年 8 月 税理士登録　星野慎税理士事務所代表（現任）
2019 年 6 月 当社社外監査役（現任）

選任理由
豊富な税務業務の経験に加え、財務および会計についても相当程度の知見を有しており、そ
の豊富な経験と高い見識を当社の監査に反映していただくため。

常勤社外監査役
吉野 功一

■ 独立社外監査役

第4章　価値創造を支える取り組み

100％（12/12 回）
取締役会出席状況

100％（16/16 回）
監査役会出席状況

100％（12/12 回）
取締役会出席状況

100％（16/16 回）
監査役会出席状況

100％（12/12 回）
取締役会出席状況

100％（16/16 回）
監査役会出席状況

100％（12/12 回）
取締役会出席状況

100％（16/16 回）
監査役会出席状況

＜基本的な考え方＞
　当社は、当社が企業市民として適切な行動を継続していく
ことを目的として、当社グループの役員、従業員が適切な行
動を選択する際の規範となる「ミネベアミツミグループ行動
規範」「ミネベアミツミグループ役員・従業員行動指針」を定
め、公正かつ適正で、透明度の高い経営に努めています。
＜コンプライアンス推進体制＞
　当社グループは、社長執行役員をコンプライアンスの最高
責任者とし、直属の組織であるコンプライアンス委員会を年2
回開催し、行動規範の運用、行動規範に対する重大な違反事
例発生時の緊急対策などについて迅速に意思決定をおこなっ
ています。また、コンプライアンス委員会の事務局であるコ
ンプライアンス推進室が、コンプライアンス推進のための諸
施策を実施しています。
　また、各拠点にコンプライアンスオフィサーを設置し、グ
ループでのマネジメントの強化をはかっています。2021年
3月期は経営統合により新たに加わったエイブリック株式会社
にて、コンプライアンスオフィサーならびに正・副担当責任
者を任命し、グループ全社での体制を強化しています。

＜基本的な考え方＞
　当社グループは、リスクが顕在化した場合、その対応に
よっては企業経営の根幹に影響を及ぼす恐れがあることから、
リスク管理は極めて重要な施策であると考えています。リス
ク管理体制や、事前の予防対策、緊急事態発生時の対応な
どについて定めた「ミネベアミツミグループリスク管理基本
規程」に基づき、想定されるさまざまなリスクに備えています。
＜リスク管理体制＞
　当社グループは、社長執行役員をリスク管理の最高責任者
とし、「リスク管理委員会」にてリスク管理における重要な意思
決定をおこなっています。予防的な取り組みとして、事前に具
体的なリスクを想定、分類し、継続的に監視しています。万が
一リスク事案が発生した場合には、同規程に定めた緊急事態
の対応区分に応じて緊急対策本部や現地対策本部を設置し、
事態への迅速かつ的確な対応をおこないます。また、リスク事
案の内容により、当該事案の担当部署として主管部が任命され、
リスク予防対策の立案や実施をおこなう体制を整えています。
＜BCPの取り組み＞
　当社グループは、大規模災害、インフルエンザ等の感染
症、テロなどの緊急事態発生時に、従業員やその家族の安
全を最優先に確保するとともに、世界トップシェアの製品を
持つ部品メーカーとして、お客様への供給責任を果たすこ
とが社会的責任であると考え、国内外の主要拠点において
BCP（事業継続計画）を策定し、訓練等をおこなっています。
　当社グループの主力工場群があるタイにおいては、バンパイ
ン工場、ロッブリ工場、ロジャナ工場、ナワナコン工場に続き、
2021年4月、アユタヤ工場およびバンワ工場で、事業継続マ
ネジメントシステム（BCMS）の国際規格であるISO22301を取
得しました。より一層の事業継続推進活動に取り組んでいます。
　新型コロナウイルスの脅威に対しても、当社グループは早期に
対策本部を設置し、中国で先行して実施した徹底的な感染対策
を全世界で共有し、被害を最小限に食い止めています。感染症
BCPをグローバルに展開する生産拠点にベストプラクティスとし
て浸透させ、対策を強化することによりリスク低減に努めています。

■ コンプライアンス体制図

事務局
コンプライアンス

推進室

コンプライアンス最高責任者
代表取締役 社長執行役員

コンプライアンス委員会
◦委員長（コンプライアンス担当役員）
◦委員

世界各拠点
◦コンプライアンスオフィサー
◦コンプライアンス正担当責任者
◦コンプライアンス副担当責任者

　当社は、内部統制システムの基本方針のもと、グループ全
体に適用される各種規程（グループ規程）の整備を進めてき
ました。2017年～2020年にかけてミツミ電機・ユーシン・エ
イブリックとの経営統合を経て、グループ会社数は2012年比
で３倍以上へと拡大する中、各種ルールの見直しも含め、グ
ループガバナンスをさらに強化していく必要があります。

　2019年にはグループ全体のガバナンスに係る取り組み強化
策としてサステナビリティ推進部門を設立し、さらに今後は
グループ規程の見直しも含めグループ全体のリスクマネジメ
ント、コンプライアンス体制の充実とともに、ガバナンスの実
効性向上をはかってまいります。

コンプライアンス リスクマネジメント

コンプライアンス推進の取り組みについて、
こちらで詳しくご覧いただけます。

コーポレート・ガバナンス

グループガバナンスの取り組み

■ 取締役会

各種機関の概要（2021年6月29日現在）

■ 監査役会 ■ 指名・報酬委員会

◦取締役会の議長  
代表取締役会長兼社長執行役員　貝沼 由久

◦監査役会の議長 
 常勤監査役　木村 尚行

◦指名・報酬委員会委員長  
社外取締役　村上 光鵄

計12名
（内、女性 2名）

計4名 計5名
（内、女性 2名）

社外5名

社内7名

社外3名 社内1名 社外監査役
1名

社外取締役
3名

社内取締役
1名

■ 組織形態　監査役会設置会社（任意の「指名・報酬委員会」を設置）
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　当社グループは、M&Aとアライアンスを最重要施策の一つと位
置付け推進しておりますが、市場環境の変化等に起因し、さらに
アライアンスにおいては相手先との戦略の不一致等が発現し、当
初想定した効果を生まないリスクが存在します。このようなリスク
への対応として当社グループは、M&Aにおいては人材と組織の融合、
アライアンスにおいては知見の相互活用を重視し、シナジーの創
出をはかっております。しかしながら、事業環境の変化により買収
企業やアライアンス事業において想定以上の収益性の下振れや財
務内容の悪化が発生した場合には、経営成績および財政状態等に
影響を及ぼす可能性があります。

　台風、地震、洪水等の自然災害、火災等その他事故、および新
型感染症の発生等に起因し、当社グループ事業拠点および取引先
の被災や稼働率低下等が生じることにより、当社グループの生産、
販売活動に重大な影響を与える可能性があります。
　これに対して、当社グループは平時から各拠点において自然災
害等に関するハザードマップ、リスクサーベイ等の結果よりリスク
を把握し、対策、備蓄品の準備、防災訓練等を実施しております。
また本部（リスク管理委員会）、各拠点が緊密に連携して危機管理
体制をさらに強化すべく努めております。

　当社グループは世界27ヵ国に93製造拠点、90営業拠点を有しており、
予期しない法律もしくは規制の変更、大規模な労働争議、テロ、戦争又
はその他の要因による社会的混乱といったリスクが内在している地域も
含まれております。この対応として危機管理マニュアルを海外拠点にお
いて整備し、不測の事態への備えを強化するとともに、所在国、地域の
関係当局とも緊密に連携をはかり、緊急事態発生時における会社や従
業員の安全確保に努めております。また、所在地への社会貢献活動を
積極的に実施していくこと等を通じて、関係当局のみならず、地元の住
民からも地域社会に根差した企業として認知されるように努めております。
　さらに、海外量産工場の展開とグローバルな研究開発体制により、
外部環境の変化に効果的な製品ミックスとグローバル生産拠点が相
互に補完し、収益を下支えする「リスク分散体制」を確立しております。

　当社グループは、海外の売上高比率および生産高比率が高く、
予期できない急激な為替変動により経営成績および財政状態等に
影響を及ぼす可能性があります。このため、将来の急激な為替リ
スク低減のための一定のルールに基づき為替予約等によるリスクヘッ
ジをおこなっております。

　PCおよび周辺機器、情報通信機器、家電、自動車、航空機部
品を中心とする当社グループ製品の主要市場は、国内外において
競争が非常に激しく需要の大きな変動によるリスクがあります。
　急激な需要の縮小や海外製の低価格製品との価格競争は、経営
成績および財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。このた
め当社グループでは、「コア事業の強化」、「多角化でニッチ（８本槍）」、

「相合によるシナジー創出」の経営戦略の下、販売先の集中リスク

をできるだけ回避し、信用面で懸念ある取引先には保全活動を交
渉するなど、債権管理を強化するとともに、価格競争にとらわれな
いオンリーワンの付加価値の高い製品づくりに注力することで市場
環境および低価格競争へのリスク対応をおこなっております。

　当社グループは、サプライヤーとの健全なパートナーシップを築く
ため「資材調達基本方針」を定め、サプライヤーに対して継続的な取
引が可能であること、当社グループの製品含有化学物質に関する要領
および基準などを遵守できること、「ミネベアミツミグループCSR調
達ガイドライン」に賛同できることなど当社グループの資材調達への
考えに賛同いただくことを確認の上、新規取引をおこなっております。
　また、サプライチェーンの安定化をはかるべく複数のサプライヤー
から生産に必要な原材料等調達の分散に努め、また生産性改善に
よるコストダウンを進める等のリスク対応をおこなっております。

　当社グループは、当社グループの製品について第三者より知的
財産権侵害の訴訟を提起されるリスクがあります。また、当社グルー
プの製品の模倣品が流通することで、売上への影響、当社のブラ
ンド又は信用が損なわれるリスクがあります。
　これらのリスクに対し知的財産権侵害訴訟リスク低減のため、
開発、設計時の他社知的財産権調査および問題となる知的財産権
への対応をおこなっています。また当社商標を税関登録し模倣品
の監視体制をとるとともに、新規開発品について積極的に知的財
産権を取得しています。また上記の対応にあたっては、特許等委
員会にて適切な管理、運営をはかっております。

　当社グループは、国内および海外で広範な事業活動を展開する
なかで、将来、顧客、消費者、サプライヤー、競合会社、政府な
どとの間で、契約違反、不法行為などに関する重大な紛争、訴訟
が発生する可能性があります。重大な紛争、訴訟の発生を未然に
防止するために、「法務部への連絡相談に係るガイドライン」を定め、
法的な検討の要求される経営上の重要事項や契約書については、
事前に国内および海外の法務部門に連絡相談するよう義務付けて
います。また重大な紛争、訴訟が発生した場合には、法務部門と
顧問弁護士が中心となり、関係する社内各部署と連携し、紛争、
訴訟の適正かつ迅速な解決を目指して活動をおこなっております。

　当社グループは、世界各地域においてさまざまな環境関連法令
の適用を受けております。当社グループはこれらの規制に細心の
注意を払いながら事業をおこなっておりますが、万一環境汚染が
発生し又は発生のおそれが判明した場合には、当社グループに損
失が生じる可能性があります。
　このため「ミネベアミツミグループ環境方針」の下、環境マネジ
メント体制（環境マネジメント委員会）を設け環境管理責任者を
配し、厳格な環境汚染防止活動を平時より推進しリスクへの対応
をおこなっております。

　当社グループは、事業活動のなかで多くの重要情報や個人情報を
入手することがあり、当社グループでは情報セキュリティの方針を定め、
情報の外部への流失および目的外の流用等が起こらないよう運用し
ておりますが、予期せぬ事態により流出する可能性があります。この
ような事態が生じた場合、その対応のために多額の費用が発生する
とともに、社会的信用が低下するリスクがあります。
　このため、当社グループでは情報セキュリティ体制が適切に運営
されているか検証する目的から情報セキュリティ規程の策定並びに
情報セキュリティ委員会を設置し、情報セキュリティ体制が適切に運
営されているか検証をおこなう体制を構築しております。また情報
セキュリティ教育並びに理解度テストを励行し、機器の紛失、盗難、
不注意等による情報流出の防止に努めております。
　さらに、上記に加えコンピュータウイルスやマルウェア等の侵入、
不正アクセス等のサーバー攻撃やシステム侵害による運用停止や
情報漏洩への対策として業務で使用するネットワーク機器、パソ
コン、サーバー等については、安定稼働の確認が取れた直近のバー
ジョンを適用しセキュリティホール等の問題に対応するとともに、
アンチウイルス、マルウェア対策ソフトに加えて、AI を活用した
24 時間 365 日の情報セキュリティ対策システムを導入し、適正
に運用しております。

　当社グループは、新製品を継続的に市場投入し、将来の売上高、
利益の目標達成に貢献できるよう基礎研究、要素技術開発、製品
開発および生産工程開発を含む研究開発活動をおこなっております。
しかしながら、想定に反して研究開発の成果物が適時創出できない
場合、あるいは競合他社が当社の研究開発の成果物を凌駕するも
ので対抗してきた場合、将来の売上高、利益の目標達成ができず、
経営成績および財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。
　研究開発の成果創出には不確実性が伴いますが、これを想定の
範囲内に収めるべく、研究開発プロジェクトの進捗、費用につい
ては、「研究開発管理規程」等に則り、効果的かつ効率的な管理
をおこなっております。

 
　当社グループは、世界各地域においてさまざまな事業活動を展
開しており、各地域の多種多様な法令、規則の適用を受けている
ため、将来にわたって法令違反等が発生する可能性、また法規制
や当局の法令解釈が変更になることにより法規制等の遵守が困難
になり又は遵守のための費用が増加する可能性があります。
　当社グループでは、労働、安全衛生、環境保全、倫理的経営に
ついて「ミネベアミツミグループ行動規範」を定め、さらにすべて
の役員、従業員が遵守すべき具体的な基準として「ミネベアミツミ
グループ役員・従業員行動指針」を定めています。また、その徹
底をはかるため、コンプライアンス委員会を設置し、当社グルー
プの法令遵守体制が適切に運営されているか検証をおこなう体制
が構築されております。実務面では「ミネベアミツミグループ役員・
従業員行動指針」に定められた主管部署が業務上の法令遵守を担
当し、内部監査室が監査をおこない、内部統制面では内部統制推
進室が主に財務報告の信頼性を確保するなど、グループ全体とし
ての法令遵守の有効性を高めております。

 
　当社グループの製品は、一般市場および多くの産業分野で高精
度を要する部分（自動車、航空機、医療機器等人命に関わる製品）
に使用されており、その社会的責任を認識し高い品質保証体制を
確立することが求められます。同時に原材料、部品、副資材の選
定および、使用用途を熟慮した設計、開発等をおこなうことで「環境、
健康、安心、安全」を顧客に提供する使命（期待）を担っております。
万が一製品に欠陥が存在し、市場における重大な事故や顧客の生
産停止あるいはリコール等の事態が発生した場合、多大な費用の
発生や社会的信用の失墜だけではなく、業績および財務状況に大
きな影響を及ぼす可能性が考えられます。
　当社グループでは、「ミネベアミツミグループ品質方針」を基に「社
会的責任」を十分に認識し下記対策をおこなっております。
・品質問題から得られた教訓への対応（未然防止、再発防止等）を徹底

・設計段階での調査と確認、サプライチェーンにおける管理体制強化

・各種法規制、顧客要求事項の周知と遵守を徹底

・全社横断の会議体や現場監査等を通して情報共有と施策の展開

　当社グループは、業務遂行や事業活動に直接又は間接的に影響を与える可能性のある不確実な事象をリスクと定義しており、
当社グループの経営成績および財政状態等に影響を及ぼす可能性のある主要なリスクの内容および対応を外部環境および内
部環境の観点から記載しております。
　なお、以下の将来に関する主要なリスクは、2021年３月末現在において、当社グループが判断したものであります。

コーポレート・ガバナンス

■ 外部環境

■ 内部環境

事業等のリスク

4  急激な市場環境の変化と低価格競争によるリスク  

1 自然災害等によるリスク 　　　　　　　　

2 海外進出に潜在するリスク 　　　　　　　

3 為替変動によるリスク 　　　　　　　　　

5 サプライチェーンに関するリスク

7 重要な訴訟等に関するリスク　　　　　　　

8 環境関連法令等に関するリスク 　　　　　　　　　

6  知的財産権に関する紛争、模倣品（コピー商品）の
氾濫に対するリスク

9 M&A・アライアンスに関するリスク

2 品質問題に関するリスク

1 コンプライアンスに関するリスク

4  研究開発に関するリスク 

3 情報セキュリティに関するリスク　　　　　　　　　
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2011年3月期 2012年3月期 2013年3月期 2014年3月期 2015年3月期 2016年3月期 2017年3月期 *1 2018年3月期 2018年3月期 2019年3月期*2 2020年3月期 *3 202１年3月期 *4

損益状況 IFRS

売上高 百万円 269,139 251,358 282,409 371,543 500,676 609,814 638,926 879,139 881,413 884,723 978,445 988,424
営業利益 百万円 22,163 8,599 10,169 32,199 60,101 51,438 49,015 79,162 68,902 72,033 58,647 51,166
　営業利益率 ％ 8.2 3.4 3.6 8.7 12.0 8.4 7.7 9.0 7.8 8.1 6.0 5.2
税引前利益 百万円 18,656 5,551 4,882 26,811 51,773 46,963 48,473 71,230 66,855 71,321 58,089 49,527
　税引前利益率 ％ 6.9 2.2 1.7 7.2 10.3 7.7 7.6 8.1 7.6 8.1 5.9 5.0
親会社の所有者に帰属する当期利益 百万円 12,465 5,922 1,804 20,878 39,887 36,386 41,146 59,382 50,326 60,142 45,975 38,759
　親会社の所有者に帰属する当期利益率 ％ 4.6 2.4 0.6 5.6 8.0 6.0 6.4 6.8 5.7 6.8 4.7 3.9

1株当たり指標

基本的1株当たり当期利益　（EPS） 円 32.61 15.63 4.83 55.94 106.73 97.26 107.33 141.14 119.61 143.90 111.11 94.95
希薄化後1株当たり当期利益 円 - 15.54 4.65 53.14 101.32 92.35 105.64 137.80 117.02 140.75 108.68 92.87
1株当たり配当金 円 7.00 7.00 7.00 8.00 12.00 20.00 14.00 26.00 26.00 28.00 28.00 36.00
1株当たり親会社所有者帰属持分　（BPS） 円 282.03 288.74 351.65 422.62 604.83 616.43 759.15 872.66 849.15 962.83 965.64 1,109.38

経営指標

ROE （親会社所有者帰属持分当期利益率） ％ 11.6 5.5 1.5 14.4 20.8 15.9 14.9 17.3 14.8 15.9 11.6 9.2
ROA（資産合計税引前利益率） ％ 4.4 2.0 0.5 5.6 9.2 7.7 7.5 8.8 9.9 9.9 7.2 5.4
ROIC ％ 6.4 2.6 2.1 7.9 11.8 10.9 10.4 13.1 10.7 12.4 8.8 6.6
有利子負債 百万円 133,212 142,543 170,411 148,498 138,461 137,109 164,010 157,414 156,471 162,042 221,712 268,621
ネット有利子負債 百万円 103,622 114,213 136,229 109,883 93,134 97,515 70,885 52,520 51,505 21,673 75,175 84,368
ネットD/Eレシオ 倍 0.9 1.0 1.0 0.7 0.4 0.4 0.2 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2
親会社所有者帰属持分比率 ％ 37.1 35.7 36.2 41.4 46.1 50.2 50.0 51.7 50.6 53.9 45.6 46.2
営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 24,439 20,233 22,990 49,173 59,864 43,582 83,125 96,606 92,201 100,722 86,486 93,763
投資活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △28,631 △29,018 △37,813 △24,957 △35,326 △44,642 △46,800 △59,453 △54,853 △54,190 △43,540 △70,581
財務活動によるキャッシュ・フロー 百万円 7,984 4,761 17,409 △25,233 △19,627 △4,200 △17,339 △27,026 △27,026 △13,334 △28,758 9,257
フリー・キャッシュ・フロー 百万円 △4,192 △8,785 △14,823 24,216 24,538 △1,060 36,325 37,153 37,348 46,532 42,946 23,182

投資ほか

減価償却費及び償却費 百万円 20,805 19,588 20,800 23,740 28,775 34,787 28,164 31,596 30,491 36,398 46,245 48,628
設備投資額 百万円 27,335 27,306 43,687 20,679 37,557 43,878 31,847 54,171 50,789 54,199 50,144 45,522
研究開発費 百万円 7,895 7,490 7,743 8,561 8,972 9,680 12,347 24,381 24,381 25,453 28,886 32,154
研究開発費対売上高比率 ％ 2.9 3.0 2.7 2.3 1.8 1.6 1.9 2.8 2.8 2.9 3.0 3.3

非財務データ

CO2排出量 トン 508,081 505,012 484,288 510,766 543,254 518,013 522,812 756,589 756,589 744,731 805,611 848,360
環境会計 億円 36 39 41 49 52 62 57 57 57 48 58 55
　投資額 億円 3 5 7 8 8 14 9 13 13 11 13 14
　費用額 億円 33 34 34 41 44 48 48 44 44 37 45 41
水使用量 千㎥ 4,032 3,992 3,986 4,089 4,630 4,525 4,883 7,694 7,694 7,542 8,113 7,820
従業員数 名 53,827 51,406 53,327 54,768 63,967 62,480 78,957 78,351 78,351 77,957 82,617 83,011

*1　2017 年 1 月 27 日よりミツミ電機を連結しています。
*2　2019 年 3 月期から IFRS を適用しており、科目名は IFRS に合わせております。
*3　2019 年 4 月 10 日より、ユーシンを連結しています。
*4　2020 年 4 月 30 日より、エイブリックを連結しています。

11年間の主要財務・非財務データ

日本基準
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2021年および2020年3月31日現在 （単位：百万円）
資産 2020 2021
流動資産

現金及び現金同等物 130,746 165,479
営業債権及びその他の債権 182,890 203,614
棚卸資産 169,803 171,368
その他の金融資産 18,057 19,970
その他の流動資産 14,375 14,844
流動資産合計 515,871 575,275

非流動資産
有形固定資産 275,064 293,079
のれん 18,626 41,439
無形資産 13,798 18,666
その他の金融資産 18,896 23,506
繰延税金資産 18,008 16,892
その他の非流動資産 4,218 7,914
非流動資産合計 348,610 401,496

資産合計 864,481 976,771

連結財政状態計算書
連結財務諸表

（単位：百万円）
負債 2020 2021
流動負債

営業債務及びその他の債務 143,964 142,673
社債及び借入金 95,268 137,141
その他の金融負債 6,984 8,798
未払法人所得税等 2,905 6,689
引当金 4,353 4,445
その他の流動負債 42,209 46,026
流動負債合計 295,683 345,772

非流動負債
社債及び借入金 126,444 131,480
その他の金融負債 13,639 14,408
退職給付に係る負債 22,482 23,122
引当金 579 4,518
繰延税金負債 1,702 1,603
その他の非流動負債 1,676 1,870
非流動負債合計 166,522 177,001

負債合計 462,205 522,773

資本
資本金 68,259 68,259
資本剰余金 134,707 139,456
自己株式 △34,455 △39,166
利益剰余金 234,667 265,417
その他の資本の構成要素 △8,806 17,175
親会社の所有者に帰属する持分合計 394,372 451,141
非支配持分 7,904 2,857
資本合計 402,276 453,998

負債及び資本合計 864,481 976,771
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2021年及び2020年3月31日に終了した各会計年度 （単位：百万円）
2020 2021

売上高 978,445 988,424
売上原価 811,859 820,832
売上総利益 166,586 167,592
販売費及び一般管理費 107,647 107,785
その他の収益 3,969 5,689
その他の費用 4,261 14,330
営業利益 58,647 51,166
金融収益 1,822 1,482
金融費用 2,380 3,121
税引前利益 58,089 49,527
法人所得税費用 11,166 10,740

当期利益 46,923 38,787

当期利益の帰属
親会社の所有者 45,975 38,759
非支配持分　 948 28

当期利益 46,923 38,787

１株当たり当期利益
基本的１株当たり当期利益（円） 111.11 94.95
希薄化後１株当たり当期利益（円） 108.68 92.87

連結損益計算書
連結財務諸表

2021年及び2020年3月31日に終了した各会計年度 （単位：百万円）

2020 2021
営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前利益 58,089 49,527
減価償却費及び償却費 46,245 48,628
受取利息及び受取配当金 △ 1,681 △ 1,225
支払利息 1,484 1,614
固定資産除売却損益（△は益） △ 988 △ 102
営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加） △ 3,968 △ 11,877
棚卸資産の増減額（△は増加） △ 16,612 13,121
営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少） 8,731 △ 10,993
その他 8,502 14,469
小計 99,802 103,162

利息の受取額 1,297 888
配当金の受取額 368 345
利息の支払額 △ 1,389 △ 1,544
法人所得税の支払額 △ 13,592 △ 9,088
営業活動によるキャッシュ・フロー 86,486 93,763

投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の増減額（△は増加） 1,262 △ 1,287
有形固定資産の取得による支出 △ 47,295 △ 44,195
有形固定資産の売却による収入 5,938 1,373
無形資産の取得による支出 △ 1,072 △ 1,308
有価証券の取得による支出 △ 1,764 △ 1,581
有価証券の売却及び償還による収入 1,740 1,412
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 47 −
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △ 1,822 △ 24,160
その他 △ 574 △ 835
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 43,540 △ 70,581

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の増減額（△は減少） △ 9,829 40,297
長期借入れによる収入 50,850 −
長期借入金の返済による支出 △ 32,176 △ 5,340
社債の償還による支出 △ 100 −
非支配持分からの子会社持分取得による支出 △ 7,693 △ 5,377
自己株式の処分による収入 − 240
自己株式の取得による支出 △ 15,059 △ 4,941
配当金の支払額 △ 11,624 △ 11,435
非支配持分への配当金の支払額 △ 22 △ 43
リース負債の支払額 △ 3,105 △ 4,144
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 28,758 9,257

現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 5,874 2,294
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,314 34,733
現金及び現金同等物の期首残高 122,432 130,746
現金及び現金同等物の期末残高 130,746 165,479

連結キャッシュ･フロー計算書

ミネベアミツミグループ統合報告書 2021 ミネベアミツミグループ統合報告書 202181 82

第2章
ミネベアミツミの価値創造ストーリー

イントロダクション/
社長メッセージ/CGOメッセージ

第1章
財務戦略・資本政策

第 3章
価値創造への取り組み

第 4章
価値創造を支える取り組み



株式の状況 （2021年3月31日現在）

所有者別分布状況
株主数（名） 比率（％） 所有株式数（100 株） 比率（％）

金融機関 96 0.4 1,874,344 43.9
外国法人等 657 2.7 1,566,743 36.7
国内法人 283 1.2 313,889 7.3
個人・その他     18,231 75.2 510,954 12.0
小計 19,267 79.5 4,265,930 99.9
単元未満株主 4,973 20.5 207,572 0.1
合計 24,240 100.0 4,266,137 100.0

東京本部
〒108-8330 東京都港区三田3-9-6
Tel: 03-6758-6711（代表）
Fax: 03-6758-6700
https://www.minebeamitsumi.com/

本社
〒389-0293 長野県北佐久郡御代田町
大字御代田4106-73
Tel: 0267-32-2200
Fax: 0267-31-1350

設立
1951年７月16日

独立監査人
有限責任 あずさ監査法人

会社情報 （2021年8月現在）

普通株式
発行可能株式総数： 1,000,000,000 株
発行済株式数： 427,080,606 株
資本金： 68,259 百万円
1 単元の株式の数： 100 株

上場証券取引所
東京および名古屋の各証券取引所第一部
名古屋証券取引所（市場第一部）については、2021 年 5 月 10 日
付で上場廃止の申請をおこない、2021 年 6 月 25 日付で上場廃止
となっております。

米国預託証券
比率（ADR：ORD）：1：2
取引所：Over-the-Counter（OTC）
証券シンボル：MNBEY
CUSIP：602725301
預託銀行： The Bank of NewYork Mellon

240 Greenwich Street 
New York, NY 10286, U.S.A.
Tel：1-201-680-6825
アメリカ国内からのフリーダイヤル：
888-269-2377（888-BNY-ADRS）
http://www.adrbnymellon.com

株主名簿管理人
三井住友信託銀行株式会社
Tel：0120-782-031
https://www.smtb.jp/personal/agency/

大株主 10 位
　株主名 持株数（千株） 持株比率（%）
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 45,682 11.23
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 23,011 5.66
公益財団法人高橋産業経済研究財団 15,447 3.80
三井住友信託銀行株式会社 15,413 3.79
株式会社日本カストディ銀行（信託口４） 13,954 3.43
SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 10,873 2.67
株式会社三井住友銀行 10,223 2.51
株式会社三菱UFJ銀行 10,181 2.50
株式会社啓愛社 10,100 2.48
STATE STREET BANK CLIENT OMNIBUS OM04 9,065 2.23

株主の状況

（注）1．当社は、自己株式 20,295,503 株を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。
　　  2． 持株比率は自己株式を控除して計算しております。なお持株数および持株比率は、表示単位未満の端数を切

り捨てて表示しております。
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会社概要

お問い合わせは下記にご連絡ください。

インデックスへの組み入れ状況 （2021年8月現在）

企業情報サイト   https://www.minebeamitsumi.com/

投資家向け情報   https://www.minebeamitsumi.com/corp/investors/

サステナビリティ情報   https://www.minebeamitsumi.com/csr/

コーポレート・ガバナンス情報   https://www.minebeamitsumi.com/corp/company/aboutus/governance/

ウェブサイト掲載情報のご案内

ミネベアミツミグループウェブサイトでは、冊子に掲載しきれなかったより詳細な情報と最新の活動報告についても随時公開
しています。さまざまな企業情報を発信していますので、併せてご覧いただければ幸いです。

MSCI日本株女性活躍指数（WIN）

　MSCI 社が算出した性別多様性スコアに基づき、業種内で性別多様性に優れた企
業を選別して構築される指数です。女性活躍への取り組みを推進する企業で構成され
る「MSCI 日本株女性活躍指数（WIN）」の構成銘柄に、当社は組み入れられています。

製品のご購入に関するお問い合わせ、
カタログのご請求 

営業本部
Tel: 03-6758-6746（代表）
Fax:03-6758-6760（代表）

投資家情報に関するお問い合わせ 

広報・IR室（IR担当）
Tel: 03-6758-6720
Fax:03-6758-6710

CSR 情報に関するお問い合わせ 

CSR推進室
Tel: 03-6758-6724
Fax:03-6758-6700

その他、会社情報全般に関する
お問い合わせ 

広報・IR室（広報担当）　
Tel: 03-6758-6703
Fax:03-6758-6718

採用に関するお問い合わせ 

人材開発部
Tel: 03-6758-6712
Fax:03-6758-6700

将来の見通しに関する注意事項  
　本書中の記載内容におきまして、歴史的事実でないものは一定の前提のもとに作成した将来の見通しであり、これら見通しは、現在入手可能な情報から得た当社経営者の判断に基づいています。
従いまして、当社の業績、企業価値等を検討されるにあたりましては、これら見通しのみに全面的に依拠されることは控えていただくようお願い致します。実際の業績は、さまざまな要素により、こ
れら見通しと大きく異なる結果となりうる場合もあることをご承知おきください。
　実際の業績に影響を与える重要な要素としては、（1）当社を取り巻く経済情勢、需要動向等の変化、（2）為替レート、金利等の変動、（3）急速な技術革新と継続的な新製品の導入が顕著なエレク
トロニクス・ビジネス分野でタイムリーに設計・開発・製造・販売を続けていく能力などです。但し、業績に影響を与えうる要素はこれらに限定されるものではありません。
＊本資料に掲載のあらゆる情報は、ミネベアミツミ株式会社に帰属しています。手段・方法を問わず、いかなる目的においても、書面による当社の事前の承認なしに無断で複製・変更・転載・転送等

を行わないようお願い致します。
（注） QCDESS は、ミネベアミツミ株式会社の出願中商標です。 

エレクトロ メカニクス ソリューションズは、ミネベアミツミ株式会社の登録商標です。登録番号は 5863395 号です。

参考にしたガイドライン   国際統合報告評議会（IIRC）
 「国際統合報告フレームワーク」
  経済産業省「価値協創ガイダンス」
  一般財団法人日本規格協会「ISO26000:2010」
  GRI（Global Reporting Initiative）
  「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」
  環境省「環境報告ガイドライン（2018 年版）」
支持するイニシアティブ   国連グローバルコンパクト

当報告書は、株主・投資家をはじめとしたステークホルダーの皆様に、当社の企業価値拡大
に向けた取り組みをお伝えすることで、新たな対話の機会を創出することを目的としています。
また、本報告書に掲載しきれない財務情報や CSR 活動報告については、当社 web サイトで
情報を入手いただけます。
当社 web サイト　https://www.minebeamitsumi.com/

報告書の対象範囲   ミネベアミツミおよびグループ会社：122 社

報告書の対象期間   2021年 3 月期 （2020 年 4 月1日～2021年 3 月 31日）ただし、
  上記期間以前や 2022 年 3 月期の活動も一部含まれています。

発行情報   2021年 8 月発行（次回 : 2022 年 8 月発行予定）

編集方針

＊  MSCI への組み入れや、MSCI ロゴ・商標・サービスマークまたはインデックス名の使用は、MSCI またはその関連会社によるミネベアミツミのスポンサーシップ、支持、または宣伝を意味
するものではありません。MSCI インデックスは、MSCI の独占的財産です。MSCI および MSCI インデックスの名称およびロゴは、MSCI またはその関連会社の商標またはサービスマークです。
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